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 平成１５年５月２４日 

 

一ツ瀬川流域任意合併協議会 
                         

                                      



１－（２）．総務・企画専門部会 総務  ①総務

現 況 
項目 

西都市 佐土原町 新富町 西米良村 
課題 調整方針 

1. 地勢と面積 

（Ｃ） 

 

位置 北緯 32°1′ 

   ～ 32°18′ 

東経 131°10′ 

     ～ 131°28′ 

市役所 

北緯 32°06′ 

東経 131°24′ 

距離 東西 26 ㎞ 南北 36 ㎞ 

地形 地形は、一ッ瀬川を主流に、三 

財川、三納川の支流が流下し、 

その流域に平野部を形成して 

いる。総面積の 77.0％を山林原 

野が占めており、北部と西部は

1,000ｍ級の山岳から連なる山

稜と渓谷地帯、東部と南部は高

台丘陵地帯をなしている。 

面積  438.56 K ㎡ 

                    

                 

 

位置 役場 

北緯 32°01′ 

東経 131°28′ 

距離 東西 12.1 ㎞ 南北 5.5 ㎞ 

地形 全般に西側に高くなっており、

中央より東側はほぼ平坦とな

っている。二級河川である一ッ

瀬川と石崎川がいずれも東流

している。標高は平野部が最高

で 20ｍ程度、丘陵部では 60ｍ

から 106ｍとなっていて、比較

的なだらかと言える。 

面積  56.84 K ㎡ 

                    

  

位置 役場 

北緯 32°03′57″ 

東経 131°29′25″ 

距離 東西 9㎞ 南北 7㎞ 

地形 北部に台地・丘陵を、南部に一

ッ瀬川沿いの低地を横たえて

いる。また、鬼付女川や日置川

などの小河川が、細長い浸食谷

を台地に刻み、東部の海岸地帯

に砂丘や湖沼を並べた低地も

形成されている。 

面積  61.70 K ㎡ 
 

                    

位置 北緯 32°18′49″ 

   ～ 32°7′29″ 

東経 131°2′38″ 

     ～ 131°17′4″ 

距離 東西 16 ㎞ 南北 20 ㎞ 

地形 九州山脈の中でも、主峰市房山

（1,722ｍ）、石堂山（1,547ｍ）

などのそびえる山岳起伏の多

い山村。総面積のうち 96％が山

林原野で占められ、耕地はわず

か谷間に点在するだけである。

面積  272 K ㎡ 

 

 

 

 

 

 

2. 沿革 

（Ｃ）

 

 明治 22 年町 
村制施行時 

下穂北村、上穂
北村、三納村、
都於郡村、三財
村、東米良村 

 大正 13 年 4
月 1 日 

下穂北村が下穂
北町に。 

 大正 13 年 8
月 1 日 

下穂北町を妻町
とする。 

合併 昭和 30 年 4
月 1 日 

妻町と上穂北村
が合併し西都町
となる。 

合併 昭和 33 年 4
月 1 日 

西都町と三納村
と都於郡村が合
併、西都町とな
る。 

 昭和 33年 11
月 1 日 

西都町が市とな
る。 

合併 昭和 37 年 4
月 1 日 

西都市、三財村、
東米良村が合併 

 

 

 明治 22 年町 
村制施行時 

広瀬村、佐土原
町、那珂村 

合併 昭和 30 年 4
月 1 日 

佐土原町と那珂
村が合併し佐土
原町となる。 

合併 昭和 33 年 4
月 1 日 

広瀬町、佐土原町
が合併 

 

 

 

 明治 22 年町
村制施行時 

富田村、新田村
 

合併 昭和 34 年 3
月 31 日 

富田村と新田村
が合併し新富町
となる。  

 

 村制施行前 小川村、越野尾
村、横野村、村
所村、竹原村、
上米良村、板谷
村 

 明治 22 年町
村制施行時 

西米良村 

 

 

 

  



現 況 
項目 

西都市 佐土原町 新富町 西米良村 
課題 調整方針 

3.人口・世帯 
（Ｃ） 

１ 人口・世帯数   (各年 10月 1日現在)

人 口(人) 
年次 世帯数 

総数 男 女 

H11 12,467  35,711 16,841 18,870 

H12 12,201 35,381 16,694 18,687 

H13 12,285 35,132 16,543 18,589 

 

２ 人口動態  (各年 1月 1 日～12 月 31 日) 

自然動態 
年次 

出生 死亡 増加数 

H11 317 357 △40 

H12 328 369 △41 

H13 312  379 △67 

 

 

 

 

 

 

３ 産業別就業者数       （15 歳以上） 

平成 12 年国勢調査 
産業別 

総数 男 女 

第１次産業 4,990 2,570 2,420 

第２次産業 4,487 2,918 1,569 

第３次産業 8,598 4,199 4,399 

総 数 18,101 9,701 8,400 

（総数には分類不能を含む） 

４ 階層別人口      (平成 12 年国勢調査) 

                 
 

社会動態 
年次 

転入 転出 増加数 

H11 1,390 1,508 △118 

H12 1,235 1,406 △171 

H13 1,235 1,407 △172 

年齢 総数 男 女 

0～14 5,400 2,767 2,633 

15～64 21,296 10,352 10,944 

65 以上 8,683 3,574 5,109 

総数 35,381 16,694 18,687 

１ 人口・世帯数   (各年 10月 1日現在)

人 口(人) 
年次 世帯数 

総数 男 女 

H11 11,220 32,522 15,533 16,989

H12 11,222 32,499 15,431 17,068

H13 11,360 32,435 15,394 17,041

 

２ 人口動態  (各年 1月 1 日～12 月 31 日) 

自然動態 
年次 

出生 死亡 増加数 

H11 282 216 66 

H12 283 225 58 

H13 308 231 77 

 

 

 

 

 

 

３ 産業別就業者数       （15 歳以上） 

平成 12 年国勢調査 
産業別 

総数 男 女 

第１次産業 1,885 1,000 885

第２次産業 4,520 2,959 1,561

第３次産業 10,007 5,072 5,053

総 数 16,530 9,031 7,499

（総数には分類不能を含む） 

４ 階層別人口      (平成 12 年国勢調査) 

                 
 

社会動態 
年次 

転入 転出 増加数 

H11 1,727 1,722 5 

H12 1,916 1,667 249 

H13 1,690 1,734 △44 

年齢 総数 男 女 

0～14 5,243 2,674 2,569

15～64 21,615 10,385 11,230

65 以上 5,620 2,364 3,256

総数 32,499 15,431 17,068

１ 人口・世帯数      (各年 10月 1日現在)

人 口(人) 
年次 世帯数

総数 男 女 

H11 6,111 18,986 9,392 9,594

H12 6,077 19,058 9,416 9,642

H13 6,182 19,153 9,443 9,710

 

２ 人口動態  (各年 1月 1 日～12 月 31 日)

自然動態 
年次

出生 死亡 増加数

H11 193 151 42 

H12 199 134 65 

H13 207 138 69 

 

 

 

 

 

 

３ 産業別就業者数       （15 歳以上）

平成 12 年国勢調査 
産業別 

総数 男 女 

第１次産業 2,110 1,116 994

第２次産業 2,316 1,489 872

第３次産業 5,452 3,116 2,336

総 数 9,923 5,721 4,202

（総数には分類不能を含む） 

４ 階層別人口      (平成 12 年国勢調査)

                 
 

社会動態 
年次

転入 転出 増加数

H11 1,443 1,170 273 

H12 1,323 1,352 △29 

H13 1,168 1,194 △26 

年齢 総数 男 女 

0～14 3,416 1,751 1,665

15～64 12,379 6,313 6,016

65 以上 3,313 1,352 1,961

総数 19,058 9,416 9,642

１ 人口・世帯数   (各年 10月 1日現在)

人 口(人) 
年次 世帯数 

総数 男 女

H11 652 1,573 757 816

H12 654 1,574 757 817

H13 655 1,553 742 811

 

２ 人口動態  (各年 1月 1 日～12 月 31 日) 

自然動態 
年次

出生 死亡 増加数

H11 10 21 △11 

H12 14 29 △15 

H13 10 22 △12 

 

 

 

 

 

 

３ 産業別就業者数       （15 歳以上） 

平成 12 年国勢調査 
産業別 

総数 男 女 

第１次産業 231 135 96 

第２次産業 168 113 55 

第３次産業 437 230 207

総 数 836 478 358

（総数には分類不能を含む） 

４ 階層別人口      (平成 12 年国勢調査) 

                
 

社会動態 
年次

転入 転出 増加数

H11 55 96 △41 

H12 109 90 19 

H13 64 75 △11 

年齢 総数 男 女 

0～14 178 90 88 

15～64 770 390 380 

65 以上 532 228 304 

総数 1,480 708 772 

  



現 況 
項目 

西都市 佐土原町 新富町 西米良村 
課題 調整方針 

4.慣行の取扱い  （Ａ） 
ア）市（町村）章 

 

市章 昭和 36 年 4 月 1日制定。「西」

の字形に「と」を構成、市民

の和合団結と市の発展を均斉

優美に象徴した。 
 

 

町章 昭和 47 年 4 月 1日制定。佐土原

町の「佐」を図案化したもので

ある。豊かな沃野（緑地）と一

ッ瀬川の清流（白）に恵まれた

佐土原町が、町民の円満融和、

協力一心（円）のもとに、みな

ぎる若さと力（緑）で高遠な理

想（白）を目指して発展してい

く歓びを表している。 
 

 

町章 昭和37年4月1日「しんとみ」

の文字組を変形し左右対称的

に図案化したもので、本町が

旧新田、富田村の合併町であ

る事情を強力な提携の姿で表

現し、なお外に向かって無限

に前進する意図を矢印によっ

て表している。 
 

 

村章 昭和 41 年 10 月 1 日制定。村

民のまとまり、文化の発展を

西米良の米で表現したもので

ある。図案の部分を緑とし周

囲を黄色で縁どりし紫地とす

る。緑の部分は平和を、紫の

部分は山紫水明の自然の美し

さに富む郷土を表し、緑豊か

な文化の高い平和な自然の美

しさにみちた山村西米良を表

現する。 
 

４市町村で異なる。 合併後に検討機関を設け、新たに市章を

制定するものとする。 

イ）市（町村）民憲章 西都市民憲章（昭和 43 年 10 月 23 日制定） 佐土原町民憲章（昭和 47 年 4 月制定） 新富町民憲章（昭和 60 年 1 月 1 日制定）

 

西米良村民憲章（昭和 60 年 1月 1 日制定） 

 

４市町村で異なる。 新たに市民憲章を制定するかどうか、合

併後に検討する。 

ウ）市（町村）の花・木・鳥 

 

 

市の木 ヤマモモ（昭和 48 年 10 月 3

日制定）  

市の花 ミツバツツジ（昭和 48年 10 月

3 日制定） 

市の鳥 うぐいす(昭和48年10月3日制定) 

 

町の木 ヤマザクラ（昭和 63 年 4 月 1 日制定） 

町の花 アジサイ（昭和 63 年 4 月 1 日制定）

 

町の木 梅（昭和54年6月1日制定）

町の花 ルピナス（昭和 54年 6月 1日制定）

町の鳥 うぐいす（平成 12 年 5 月 20 日）

 

村の木 こうやまき(昭和４７年4月1日)

村の花 やまざくら(平成元年 4月１日)

村の鳥 めじろ(昭和４７年 4月 1日) 

４市町村で異なる。 合併後に検討機関を設け、新たに市の

花・木・鳥を制定する。 

エ）名誉市（町村）民制度 

 

 

西都市

名誉市

民条例

（昭和

34年条

例第14

号） 

故 今井徳蔵（昭和 34 年 7 月 31 日顕彰） 

故 斉藤豊蔵（昭和 36 年 4 月 1 日顕彰） 

故 黒木正英(昭和 40 年 7 月 7 日顕彰) 

故 中場重顕（昭和 43 年 1 月 29 日顕彰） 

故 落合武男（昭和 46 年 10 月 2 日顕彰） 

故 岩倉 守(昭和 48 年 6 月 22 日顕彰) 

故 大塚眞美（昭和 49 年 10 月 4 日顕彰） 

 

 

・西都市民栄誉賞 

 西都市民栄誉賞表彰規則（昭和 14 年 4 月 1 日施行） 

  故 横山 昇 氏 （平成 14 年 5 月 5 日顕彰） 

 

 

佐土原

町名誉

町民条

例（昭

和 45

年条例

第 19

号） 

故 高山虎太郎（昭和 46 年 4月 1日顕彰）

故 新頭喜一（昭和 46 年 4 月 1 日顕彰） 

故 清 正(昭和 58 年 10 月 1 日顕彰) 

故 山内安朗（昭和 58 年 10 月 1 日顕彰） 

 

 

新富町

名誉町

民条例

（昭和

34年条

例第23

号） 

故 土屋重雄（昭和 34 年 4月 1 日顕彰）

故 丸尾光栄（昭和 49 年 4月 1 日顕彰）

故 秋山杣義(昭和 57 年 4 月 1 日顕彰)

  比江嶋三郎（平成4年4月1日顕彰）

故 吉田良治（平成 8年 6月 21 日顕彰）

 

 

西米良

村名誉

村民条

例（昭

和 38

年条例

第 6

号） 

社会文化の興隆に功績があっ

た者に対し、その功績をたた

え、もって村民敬愛の対象と

して顕彰することを目的とす

る。 

 

 合併後に、新たに制定する。 



現 況 
項目 

西都市 佐土原町 新富町 西米良村 
課題 調整方針 

5.情報公開制度 

（Ｂ） 

 

個人情報保護制

度 

・西都市個人情報保護

条例（平成 15 年西

都市条例第 8号） 

・西都市電子計算組織

に係る個人情報の

保護に関する条例

（昭和 61 年条例第 

8 号） 

情報公開制度 西都市情報公開条例 

（平成 11 年条例第 1号） 

市長の資産等公

開制度 

政治倫理の確立のた

めの西都市長の資産

等の公開に関する条

例 

（平成 7年条例第 28 号） 
 

 

個人情報保護制

度 

佐土原町電子計算組織

に係る個人情報の保護

に関する条例（平成 2

年条例第 19 号） 

情報公開制度 佐土原町情報公開条例

（平成 14 年条例第 14 号）

町長の資産等公

開制度 

政治倫理の確立のため

の町長の資産等の公開

に関する条例 

（平成 7年条例第 26 号）
 

 

個人情報保護制

度 

新富町電子計算組織

の運営に係る個人情

報の保護に関する条

例（平成元年条例第

17 号） 

情報公開制度 新富町情報公開条例 

（平成14年条例第12号）

町長の資産等公

開制度 

政治倫理の確立のた

めの新富町長の資産

等の公開に関する条

例 

（平成 7年条例第 17 号）
 

 

個人情報保護制

度 

・西米良村個人情報保

護条例（平成 14 年

条例第 10 号） 

・西米良村電子計算組

織に係る個人情報

保護に関する条例

（平成 11 年条例第

29 号） 

情報公開制度 西米良村情報公開条

例 

（平成 14 年条例第 9号）

村長の資産等公

開制度 

政治倫理の確立のた

めの西米良村長の資

産等の公開に関する

条例 

（平成 7年条例第 26 号）
 

４市町村で一部異なる。 合併時までに、４市町村で確認し統一し

たものを整備する。 

6.広報 

（Ｂ） 

（１）市広報紙 

○「広報さいと」 

・発行回数 毎月１回発行 

・発行部数等 12,300 部、（平均 20 ペー

ジ）カラー4ページ、他は１色刷 

・配布方法  

配送員（職員）を通じて区長へ配布依

頼。山間部の区長へは郵送。このほか、

市内金融機関、公共機関へ備え付け。

・担当：３人 

○「市お知らせ」

・発行回数 月２回発行（平均 20 ペー

ジ）１色刷

・担当：２人 

（２）視覚障害者への対応 

  音声ボランティア「ひかり」が、ボラ
ンティア活動として朗読テープを作

成。

（３）ホームページ 

・月１回更新（広報さいと）

  月２回更新（お知らせより抜粋）

 ・企画調整課対応

（１）町広報紙 

○「広報さどわら」 

・発行回数 毎月１回発行 

・発行部数等  11,000 部、（平均 14 ペー

ジ）、2色刷、 

・配布方法 

 町シルバー人材センターが各自治会長

宅ヘ配送後各班に回覧、このほか、町

の公共施設に備え付け。 

・担当：１人（兼務） 

（２）視覚障害者への対応 

    町社会福祉協議会に広報紙の朗読テー

プを作成してもらい、希望者に貸し出

し。 

（３）ホームページ 

・随時更新 

・年４回の構成変更 

・広報紙をＰＤＦ形式で掲載中 

・担当：１人（兼務） 

・制作元：宮崎ソフトウェアセンター 

・現在は、「問い合わせ・意見」用のメー

ルの設定をしていない。 

    申請書等の搭載はしていない。 

 

 

（１） 町広報紙 

○「広報しんとみ」 

・発行回数 隔月発行 

・発行部数等 5,100 部、A４版、８

ページ、1ページカラー 

・配布方法 

町シルバー人材センターが各区長

宅へ配送後各戸に配布、このほか町

の公共施設に備え付け。 

 ・担当 1人（兼務） 

○「広報しんとみ お知らせ版」 

・発行回数 月 2回発行 

・発行部数等 5,100 部 

・A４版、4ページ 

・配布方法 上記に同じ 

・担当：1人（兼務） 

（２）視覚障害者への対応 

     ボランティア団体音声訳「たんぽ

ぽ」へ朗読用テープを助成。 

（３）ホームページ 

  ・随時更新 

  ・担当：1人 

  ・製作元：（有）オフィス総合商社ナ

ガトモ 

・各申請書類を PDF 形式でダウンロー

ドできる。 

（１）村広報紙 

○｢月刊カリコボーズ｣ 

・発行回数 毎月１回発行 

・発行部数等  1,400 部、A４版 

12 ページ（年 1月 16 ページ） 

2 色刷（2ページカラー）     

・配布方法 

 区長を通じて協力員へ配布し、各戸

へ配布。このほか、村の公共施設、

村内の金融機関に備え付け。 

・担当：１人（兼務） 

○｢おしらせ｣ 

 ・発行回数 毎月 1回発行 

・発行部数等 670 部 

A3 版、1色両面刷 

・配布方法 広報紙と同じ 

・担当 1 人(兼務) 

 

４市町村で異なる。 合併後に発行回数等について統一する。



現 況 
項目 

西都市 佐土原町 新富町 西米良村 
課題 調整方針 

7.広聴 

（Ｂ） 

（１）明日の西都を語る東京会議 

・目 的：東京で活躍されている本市出身

者に、東京から見た「ふるさと

西都」の将来像について、多角

的な意見・情報・資料等を提供

していただき、これからの市政

の各種事業・施策に反映させる。

・会 場：東京都内 

・対 象：東京西都会 

 ・市出席：市長、教育長、市議会議長、企

画調整課長、事務局２名 

（２）明日の西都を語る大阪会議 

・目 的：大阪で活躍されている本市出身

者に、大阪から見た「ふるさと

西都」の将来像について、多角

的な意見・情報・資料等を提供

していただき、これからの市政

の各種事業・施策に反映させる。

・会 場：大阪府内 

・対 象：近畿西都会 

・市出席：市長、教育長、市議会議長、企

画調整課長、事務局２名 

※（１）、（２）は隔年開催 

（３）西都出身県幹部職員との交歓会 

・目 的：宮崎県行政の中枢として活躍さ

れている西都出身の県幹部職員

の方々と市内の民間団体、行政

機関の代表者等による、西都市

の現状や今後のあり方について

意見交換等を含めた交歓会を開

催し、今後の各々の活動に活か

していく。 

・会 場：西都市内 

・対象者：西都市出身宮崎県幹部職員、西

都市選出宮崎県議会議員、元地

域活性化推進協議会会員、西都

市内女性団体、西都市女性行政

懇話会・西都市新ひむかづくり

運動市民会議、西都市区長連絡

協議会、西都市自治公民館連絡

協議会、西都農業協同組合・Ｎ

ＯＳＡＩみやざき西都センタ

ー、児湯広域森林組合・西都商

工会議所、三財商工会、西都市

議会、西都市 

  

（１）まちづくりアドバイザー制度 

町民の中からアドバイザーを委嘱し、

町政への提言をしてもらう制度。 

任期は１年、月１回開催、最後に提言

書をまとめて提出してもらっている 

（１）まちづくりアドバイザー 

   町民の中からアドバイザーを委嘱

し、町政への提言をしてもらう制

度。 

   任期は 2年、随時開催。 

（２）行政推進懇話会 

  町民の中から懇話会の委員を委嘱し、

町政に関する事項について意見を求

める制度。 

  任期は 2年、随時開催。 

基本的には担当課で対応する。 

（１）広報紙に読者用はがきを設けている 

（２）ホームページの一般公開用アドレス

で受付 

制度の中身が異なる。 合併時に新たに構成する。 



現 況 
項目 

西都市 佐土原町 新富町 西米良村 
課題 調整方針 

8.地区懇談会 

（Ｂ） 

（１）市長を囲む地域座談会 

 ・目 的：西都市の市政について、幅広く

市民の意見を聞くため、地域座

談会を開催する。 

 ・範 囲：座談会を行う地域は、①妻南②

妻北③穂北④三納⑤都於郡⑥三

財⑦東米良とする。 

 ・出席者の範囲：西都市市政連絡区長会と

区長が推薦するもの。ただし区

長が推薦する者の数は、市長が

別に定める。 

 ・市出席：市長、助役、企画調整課長及び

事務局。ただし必要に応じて担

当課を出席させる。 

 ・会 場：各地区館 

（２）市長を囲む畦道座談会 

 ・目 的：市政全般に関し意見交換を行い、

市民の声を直接市政に反映させ

ることを目的とする。 

 ・規 模：10 名以上が参集する会とする。

・対 象：市内の地縁に基づく団体又は市

民活動団体（宗教・政治を目的

とした団体は除く） 

・市出席：市長、企画調整課長及び事務局。

     ただし必要に応じて担当課を出

席させる。 

（３）市長と女性のランチタイム 

 ・目 的：市役所を身近に感じ、住みよい

町また新しい時代に対応した町

にできるよう、女性を対象に、

市長と共に昼食を取りながら市

政に対する意見等聴取する。 

 ・規 模：１回につき９名 

 ・対 象：市内に住む女性（13 年度は区長

からの推薦者、14・15 年度は女

性グループ） 

・市出席：市長、助役、教育長、企画調整

課長及び女性行政係担当者。

ただし必要に応じて担当課を出

席させる。 

 

 （１）地区行政座談会

 ・２年に１回程度行政主導で開催

実施の有無と必要性 合併後、その必要性を含めて実施方法を

検討する。 



現 況 
項目 

西都市 佐土原町 新富町 西米良村 
課題 調整方針 

9.公告 

（Ｃ） 西都市公告式条例

（昭和 33年条例第 4号）

西都市公告式条例施

行規則

（昭和 33年規則第 4号）

掲示場 １箇所

 

佐土原町公告式条

例

（昭和 33年条例第 12号）

佐土原町公告式規則

（昭和 57年規則第 5号）

掲示場 ２箇所

 

新富町公告式条例

（昭和 34年条例第 2号）

掲示場 1箇所 西米良村公告式条

例（昭和25年条例第4号）

掲示場 8箇所

同一。 合併時までに、４市町村で統一したもの

にする。 



現 況 
項目 

西都市 佐土原町 新富町 西米良村 
課題 調整方針 

10.公印 

（Ｃ） 公印の種類 公印管守者

宮崎県西都

市之印

総務課長

宮崎県西都

市役所印

総務課長

西都市長之

印

総務課長

西都市長職務

代理者之印

総務課長

宮崎県西都

市長之印

総務課長

宮崎県西都

市長職務代

理者之印

総務課長

登記用宮崎県

西都市長の印

財政課長

登記用宮崎県

西都市長職務

代理者之印

財政課長

市民課用宮

崎県西都市

長之印

市民課長

市民課用宮崎

県西都市長職

務代理者之印

市民課長

税務用宮崎県

西都市長之印

税務課長

税務用宮崎県

西都市長職務

代理者之印

税務課長

西都市長之印 税務課長

支所用宮崎県

西都市長之印

支所長

支所用宮崎

県西都市長

職務代理者

の町長印

支所長

水道用宮崎県

西都市長之印

水道課長

市民会館用

宮崎県西都

市長之印

文化課長

年金用宮崎県

西都市長之印

市民課長

西 都市公

印規程（昭

和 36 年規

程第 5号）

 

公印の種類 公印管守者

町印 総務課長

役場印 総務課長

町長印 総務課長

町長職務代

理者印

総務課長

町長印（戸籍

証明用）

町民課長

支所長

町長職務代

理者印（戸籍

証明用）

町民課長

支所長

町長印（税務

証明用）

税務課長

町長職務代

理者印（税務

証明用）

税務課長

町長印（国民

年金証明用）

町民課長

町長職務代

理者印（支所

用）

支所長

助役印 総務課長

出納員印 会計課長

各課印 各課長

各保育所印 各保育所長

佐 土原町

公印規程

（平成4年

訓令第 1

号）

生活保護費資

金前途職員印

助役

 

公印の種類 公印管理者

町印 総務課長

町長印 総務課長

町長印

(携行用)

総務課長

助役印 総務課長

町長職務執

行者印

総務課長

総務課長印 総務課長

財政課長印 財政課長

町長印（戸籍

住民票及び諸

証明事務用）

町民課長

町長印（税務諸

証明事務用）

税務課長

町長印（生活保

護費資金前渡専

用）

会計課長

収入役印 会計課長

収入役職務

代理者印

会計課長

役場印（辞令、

賞状専用）

総務課長

役場印（一般

公文書用割印）

総務課長

町長印（諸証明

用戸籍事務用）

新田支所長

新田支所長印 新田支所長

新田支所印 新田支所長

町長印

（賞状専用）

総務課長

町長印

（会計課事務用）

会計課長

新 富町公

印規程（昭

和 62 年訓

令第 6号）

町長印

（町民サービス

コーナー印）

町民課長

公印の種類 公印管守者

村役場印(一

般文書用)

総務課長

村長印（一般

文書用）

総務課長

村長之印（一

般文書用）

総務課長

村長之印（村

税・一般文書用）

総務課長

村長印（一般

文書用）

総務課長

村長印（戸籍

関係文書用）

生活環境

課長

村長之印（一

般文書用）

総務課長

村長職務代

理者之印（一

般文書用）

総務課長

村長印（病院関

係一般文書用）

病院事務

長

西米良病院

之印（病院関

係一般文書用）

病院事務

長

助役之印（軽

微な一般文書用）

総務課長

収入役之印

（公金の出

納事務用）

収入役

収入役之印

（公金の出

納事務用）

収入役

収入役代理

者之印（公金

の出納事務用）

収入役

西 米良村

公印規程

（平成4年

訓令第 1

号）

各課長印 各課長

４市町村で異なる。 合併時までに統一したものにする。 



現 況 
項目 

西都市 佐土原町 新富町 西米良村 
課題 調整方針 

 

 公印の種類 公印管守者

年金用宮崎県

西都市長職務

代理者之印

市民課長

生活環境課

用宮崎県西

都市長之印

生活環境

課長

生活環境課

用宮崎県西

都市長之印

生活環境

課長

健康管理課

用宮崎県西

都市長之印

健康管理

課長

介護保険用

宮崎県西都

市之印

福祉事務

所長

介護保険用

宮崎県西都

市長之印

福祉事務

所長

農村整備課用

宮崎県西都市

長之印

農村整備

課長

西都市助役印 総務課長

宮崎県西都市

収入役印

会計課長

宮崎県西都市

収入役職務代

理者之印

会計課長

西都市各課室

かい長之印

各課（室

かい）長

西都市各課（室

かい）之印

各課（室

かい）長

宮崎県西都市

支払通知之印

会計課長

西都市福祉事

務所長之印

福祉事務

所長
 

 

  

11.法令審査 

（Ｃ） 

西都市法規審議会規程（昭和 35 年規程第 1号） 

・会長 助役

・常任委員 収入役、総務課長、財政課長及

び総務課行政管理係長

・学識経験を有する委員法規等に精通してい

る吏員 ３名以内

・臨時委員 関係課等の長 

佐土原町法規審議会規程（昭和 47年訓令第 1号）

・会長 助役

・委員 兼掌助役、総務課長、財政課長、税

務課長、企画調整課長

新富町法規審議会規程（昭和 63年訓令第３号）

・会長 助役

・委員 収入役、総務課長、財政課長、総

務課長補佐、財政課長補佐、庶務

係長）、学識を有する吏員 2名

西米良村例規審議会規程

・委員長 助役  

・委員  収入役ほか課長職の者

同一。 合併時までに、４市町村で確認し統一し

た手続きにする。 



現 況 
項目 

西都市 佐土原町 新富町 西米良村 
課題 調整方針 

12.選挙管理委員会  

構成・任期･報酬・その他 

（Ｂ） 

・選挙管理委員会構成・任期・報酬について

委員 4人 補充員 ４人

任期 4年（H12.7.1～H16.6.31 ）

報酬 委員長  月額 45,800円

   委員   月額 36,400円

   選挙長    10,700円

   投票管理者    12,700円

   開票管理者    10,700円

選挙立会人   8,900円

投票立会人    10,800円

開票立会人     8,900円

・選挙管理委員会の開催について

 定時登録 ４回 その他随時開催 

・投票区 35 開票区 1

・不在者投票会場 1（選挙管理委員会事務室）

・選挙公営 

選挙公報の発行

ポスター掲示場の設置（公選法 144条の

２）

選挙運動用自動車の使用

  選挙運動用ポスターの作成

・明るい選挙推進協議会について

 会長１名 副会長 1名 委員 12名

 顧問 1名

 選挙啓発活動は、平常時の常時啓発と選挙

時の臨時啓発を行っている。

 総会 年 1回 

・選挙管理委員会構成・任期・報酬について

委員 4人

任期 4年（H12.5.21～H16.5.20 ）

報酬 委員長  日額 8,000円

   委員   日額 6,900円

   選挙長    10,700円

   投票管理者    12,700円

   開票管理者    10,700円

選挙立会人   8,900円

投票立会人    10,800円

開票立会人     8,900円

・選挙管理委員会の開催について

 定例会 月 1 回開催（定例会、定時登録の

ため） 

・投票区 14 開票区 1

・不在者投票会場 1（役場西別館）

・選挙公営 ポスター掲示場の設置（公選法

144条の２）

・明るい選挙推進協議会について

 協議会等の組織化はしておらず、選挙時に

おける啓発活動を関係団体の協力を得なが

ら実施している。 

・選挙管理委員会構成・任期・報酬について

委員 4人

任期 4年（H13.5.8～H17.5.7 ）

報酬 委員長  日額 6,400円

   委員   日額 6,200円

   選挙長    10,700円

   投票管理者    12,700円

   開票管理者    10,700円

選挙立会人   8,900円

投票立会人    10,800円

開票立会人     8,900円

・選挙管理委員会の開催について

 定例会 月 1回開催（定例会、定時登録

のため） 

・投票区 14 開票区 1

・不在者投票会場 1（選挙管理委員会事務室）

・選挙公営 ポスター掲示場の設置（公

選法 144条の２）

・明るい選挙推進協議会について

 会長１名 副会長 1名 委員８名

 選挙啓発活動は、選挙時の臨時啓発を行

っている。

・選挙管理委員会構成・任期・報酬について

委員 4人

任期 4年

報酬 委員長  日額 7,000円

   委員   日額 6,500円

   選挙長    10,700円

   投票管理者    12,700円

   開票管理者    10,700円

選挙立会人   8,900円

投票立会人    10,800円

開票立会人     8,900円

・選挙管理委員会の開催について

 定例会 月 1回開催（定例会、定時登録

のため） 

・投票区 ８ 開票区 1

・不在者投票会場 1（本庁）

・選挙公営 ポスター掲示場の設置（公選

法 144条の２）

・明るい選挙西米良村推進協議会について

 会長１名 副会長２名 顧問若干名、事

務局長 1名、書記 1名

 選挙啓発活動は、選挙時における啓発活

動を行っている。

 常任委員会 必要に応じて会長が召集

・報酬額の違い 

・不在者投票会場の見直し 

・投票区の見直し 

・投票時間繰上げの必要のあ

る投票所 

合併時までに見直す。 

13.例規集 

（Ｃ） 

西都市例規類集 

平成１５年度からデータベース化。イントラ

ネットでの使用のみで、インターネットでの

公表はしていない。加除式の例規類集は、条

例と規則を掲載して各課等及び各議員に配布

するが、平成１７年度からは廃止する。 

佐土原町例規集 

平成１４年度にデーターベース化。町内ラン

による閲覧と改正事務実施。加除式は原則各

課１冊のみ配置。 

新富町例規集 

加除式 109 冊  

西米良村例規集 

加除式 60 冊 

条例等は全て縦書き 

加除式とデータベースの二種

類がある。 

合併時にデーターベース化を図る。 



現 況 
項目 

西都市 佐土原町 新富町 西米良村 
課題 調整方針 

14.区長 

（Ｂ） 

西都市市政連絡区長設置規則 

（昭和 38 年規則第 3号） 

○区長の形態 

・名称：市政連絡区長 

・身分等：市長が委嘱、非常勤特別職、 

任期は２年、 

 ・人数（地区数）：６４人（６４地区） 

○活動内容 

・広報紙等の配布に関する事項 

・周知事項の伝達及び掲示に関する事項 

・区域内の世帯現況調 

・各種調査、報告に関する事項 

・その他、市長が必要と定める事項 

○ 区長報酬 

行政連絡員として委嘱し、報酬を支給し

ている。 

＊東米良地区以外の地区 

   ・均等割    35,100 円／区  

   ・世帯数割    1,440 円／世帯 

   ・調整割額  東米良地区以外の世帯

（区に加入している世

帯）総数に 215 を乗じた

額に規則で定める割合を

乗じて得た額 

  ＊東米良地区 

・均等割    104,500 円  

   ・世帯数割   940,500 円 

    東米良地区区長報酬の総額の２分

の１を東米良の世帯数で除した額

に、それぞれの区の世帯総数を乗

じて得た額

行政区制規則

（昭和 35年規則第 14号）

○区長の形態 

 ・名称：区長

 ・身分等：町長が委嘱、非常勤特別職、

任期は２年 

 ・人数（地区数）：９４人（９４地区）

○活動内容 

・行財政に関する通達 

・納税に関する啓発、指導並びに徴収 

・各種調査、報告に関する事項 

・各種委員会の事務に関する事項 

・その他町長が必要と認めた事項 

○ 区長報酬 

区長を行政連絡員として委嘱し、報酬を

支給している。 

   ・均等割    139,800 円／年  

   ・世帯割     2,520 円／世帯 

   ・１区長平均  412,170 円  

               

新富町区長設置規則 

（昭和 53 年規則第 9号） 

○区長の形態 

・名称：区長 

・身分等：町長が委嘱、非常勤特別職、

任期は１年、 

・人数（地区数）：６１人（６１地区）

○活動内容 

・広報、週報その他印刷物の配布 

・納税通知書等の送達 

・事務事項の周知、伝達及び文書の掲示

・各種調査及び報告 

・地区住民の町の事務に対する連絡 

・共同募金、日赤社資等の募金事務 

○ 区長報酬 

区長として委嘱し、報酬を支給して

いる。 

   ・均等割    51,000 円／年 

   ・戸数割     1,000 円／戸 

   ・１区長平均   110,184 円  

西米良村区長設置に関する規則

（昭和 39年規則第 3号）

○区長の形態 

 ・名称：区長、協力員

 ・身分等：村長が委嘱、非常勤特別職

      任期は 2年（協力員は特に定

めない）

 ・人数（地区数）：区長 8人（8地区）

         協力員 44人

○活動内容

 ・納税通知書の配布、納税奨励等

 ・行政事務の通知、周知

 ・行政事務の調査実施、報告

 ・清潔検査立合、衛生推進

 ・その他偶発的な行政事務

○区長及び協力員報酬

区長及び協力員を行政連絡員として委嘱

し、報酬を支給している。

・区 長 258,000円／年

  ・協力員  44,000円／年

○その他

 区長会を毎月 1回開催（月初め）

 区長・協力員合同会を年 1回開催（5月）

区長報酬の額、任期が異なっ

ている。 

合併時までに区長制度の統一を図り調整

する。 



１－（３）．総務・企画専門部会 企画

現 況 
項目 

西都市 佐土原町 新富町 西米良村 
課題 調整方針 

１.総合計画 

   (Ａ) 

 

（１） 総合計画 

名 称 第三次西都市総合計画 

目標とする都

市像 

活き活きとした元気あふれる

まち、さいと 

計画期間 平成１３年度から２２年度 

基本計画 

（前期） 

  （後期） 

 

平成１３年度から１７年度 

平成１８年度から２２年度 

実施計画 毎年度（３年ローリング） 

人口フレーム ３８，０００人 

計画の区域 西都市内全域 

基本目標 ・新たな「市政」の流れをつ

くる 

・新たな「定住と交流」の流

れをつくる 

・新たな「ひと」の流れをつ

くる 

第４次開始年

度 

平成２３年度（策定準備２０

年度から） 

策定に要する

期間 

第三次の場合、約３年 

 

 

 

 

（１） 総合計画 

名 称 第三次佐土原町総合計画 

目標とする都

市像 

３つの R の重なり合った理想

の田園都市 

計画期間 平成８年度から１７年度 

基本計画 平成８年度から１７年度 

実施計画 毎年度（３年ローリング） 

人口フレーム ３７，０００人 

計画の区域 佐土原町内全域 

基本目標 ・住みやすく快適なまち 

・健やかな福祉のまち 

・ゆたかな人間性を育むまち

・躍動する産業のまち 

・効率のよい開かれた行政運

営 

第４次開始年

度 

平成１８年度（策定準備１６

年度から） 

策定に要する

期間 

第三次の場合、約１年６ヶ月

 

 

 

 

 

 

 

（１） 総合計画 

名 称 第四次新富町長期総合計画 

目標とする都

市像 

だれでもが健康で暮らしやす

いまちづくり 

計画期間 平成１３年度から２２年度 

基本計画 

（前期)

  （後期）

 

平成１３年度から１７年度 

平成１８年度から２２年度 

実施計画 毎年度（３年ローリング） 

人口フレーム ２１，０００人 

計画の区域 新富町内全域 

基本目標 ・環境にやさしいまち 

・安心して暮らせる健康と福

祉のまち 

・人づくりの充実したまち 

・町を支える産業の振興 

・生活を支える地域基盤づく

り 

第５次開始年

度 

平成２３年度（策定準備２１

年度から） 

策定に要する

期間 

第四次の場合、約１年１０ヶ

月 

 

 

 

 

（１） 総合計画 

名 称 第四次西米良村長期総合計画 

目標とする西

米良村の姿 

「菊池氏の薫陶・生涯現役元

気村・カリコポーズの休暇

村・米良の庄」づくり 

計画期間 平成１３年度から２２年度 

基本計画 

（前期）

  （後期）

 

平成１３年度から１７年度 

平成１８年度から２２年度 

実施計画 毎年度（３年ローリング） 

人口フレーム １，５００人 

計画の区域 西米良村内全域 

基本目標 ・新世紀を担う豊かな人づく

り 

・活力ある元気産業づくり 

・住みたくなる村づくり 

・生きがいのある安らぎの村

づくり 

・山村文化の薫る村づくり 

・新たな共生を図る豊潤な村

づくり 

第５次開始年

度 

平成２３年度（策定準備２１

年度から） 

策定に要する

期間 

第四次の場合、約２年 

 

 

 

総合計画の次期計画

の開始年度が違う。

 

 

 

合併後、各市町村の現計画

を基に新市のまちづくり構

想を踏まえ、新たな計画を

策定する。 

 

 



現 況 
項目 

西都市 佐土原町 新富町 西米良村 
課題 調整方針 

                      

（２） 総合計画審議会 

設置根拠 西都市総合計画等審議会条例 

委 員 ２０人以内 

・国県の機関の職員 

・市内の公共的団体等その他関係

団体の役職員 

・学識経験を有する者 

任 期 諮問に係る審議時に委嘱 

委員の任期は２年とし再任を妨

げない 

委員の欠けた場合の補欠委員の

任期は、前任者の残任期間とする 

報 酬 日額 ６，４００円 

費用弁償 ４㎞以上運賃支給 
 

 

（２） 総合計画審議会 

設置根拠 佐土原町総合計画審議会条例 

委 員 ２０人以内 

・町内の公共的団体等の役職員 

・学識経験を有する者 

・町議会の議員 

・その他町長が必要と認める者 

任 期 諮問に係る審議時に委嘱 

審議終了時に解任 

報 酬 審議会１回につき ６，１００円

費用弁償 審議会１回につき １，５００円
 

 

（２） 長期総合計画審議会 

設置根拠 新富町長期総合計画等審議会条例

委 員 ２０人以内 

・議会並びに各種団体又は機関に

おいて選挙又は推薦された者 

・学識経験者 

任 期 諮問に係る審議時に委嘱 

審議終了時に解任 

報 酬 審議会１回につき ５，２００円

費用弁償 無し 

 

 

 

（２） 総合計画審議会 

設置根拠 西米良村長期総合計画審議会

条例 

委 員 

 

２０人以内 

・村議会議員  ５人 

・農林関係代表 ４人 

・商工関係代表 ２人 

・教育関係代表 ２人 

・各種団体代表 ４人 

・学識経験者  ３人 

任 期 諮問に係る審議時に委嘱 

審議終了時に解任 

報 酬 審議会１回につき６，５００円 

費用弁償 審議会１回につき１，２００円 

（車馬賃は別途実費） 
 

 

審議会の報酬、費用 

弁償に違いがある。 

 

 審議会についても、合併

後条例を整備し新たに設

置する。 



１－（３）．総務・企画専門部会 企画

現 況 
項目 

西都市 佐土原町 新富町 西米良村 
課題 調整方針 

２.国際交流事業 

    (Ｂ) 

 

 

 

（１）天正遣欧少年使節ゆかりの地首長会議 

〇内容：天正遣欧少年使節の縁の下、大村市、千々

石町、波佐見町、西海町及び西都市が、

日本と西洋との国々との平和の使節と

しての功績を後世に伝え、これら市町の

相互の理解と親睦を深め、郷土の発展に

寄与することを目的に協議会を開催す

る。 

〇会議：年１回程度 

〇事業：【１３年度】 

 ●平成の遣欧少年使節ローマ派遣 

    派遣先：イタリアローマ、フィレンツエ、

ベネチア、ミラノ他 

    期 間：平成１３年８月２日～１０日 

    派遣人員：２名（中学２年男女各１名） 

派遣助成：派遣費の２／３市補助 

【１４年度】 

●天正遣欧少年使節ゆかりの地中学生

宿泊体験交流会 

    開催場所：西海町 

    時期：平成１４年８月２１日～２３日 

    内 容：ゆかりの地５市町の中学生によ

る宿泊交流 

    派遣人員：２２人（市内中学２・３年生

男女） 

    ※上記事業は隔年実施     

 

 

 

 

 

 

（１）国際交流派遣事業 

  ①小学生派遣事業 

派遣事業名 佐土原町国際交流派遣事業 

派遣先 シンガポール、マレーシア 

派遣時期 ７月下旬の７日間 

派遣人員 １０名（公立小学校５校より各

２名） 

選考基準 各学校からの推薦による 

派遣助成 １０万円補助 

 

  ②中学生派遣事業 

派遣事業名 佐土原町国際交流派遣事業 

派遣先 マレーシア 

派遣時期 ８月上旬の８日間 

派遣人員 １５名（公立枠１３名、私立枠

２名）、引率６名 

選考基準 公立～学校推薦、私立～公募 

派遣助成 １０万円補助 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）国際交流派遣事業 

  ①小学生派遣事業 

 

    なし 

 

 

 

 

 

 

  ②中学生派遣事業 

派遣事業名 新富町中学生海外派遣事業 

派遣先 中国（北京） 

派遣時期 ８月上旬の６日間 

派遣人員 ２１名、引率３名 

選考基準 公立～学校推薦、私立～公募 

派遣助成 予算の範囲内で補助 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）国際交流派遣事業 

   なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各市町村事業内容が 

異なる。 

 

 

 

 

 

合併後に事業を見直し、統

一を行う。 

 

 

 

 

 



現 況 
項目 

西都市 佐土原町 新富町 西米良村 
課題 調整方針 

  

（２）国際交流員 

人 員 １名 

招致国 カナダ 

期 間 平成１３年７月３０日から 

平成１４年７月２９日 

勤務時間 ８：３０～１６：１５ 

報 酬 月額３０万円 

主な職務 ・国際交流関係事務補助（翻訳、

通訳、国際交流イベントの企

画・立案・参画など） 

・地域住民の語学指導への協力 

 （学校等訪問を含む） 

・地域の民間交流団体の事業活

動に対する助言、参画 

・地域住民の異文化理解のため

の交流活動への協力 

 

（３）団 体 

  ① 西都市国際交流協会 

会長名 会長 黒木正善 

補 助 なし 

会 員 数 

会 費 

個人会員 ５０人 

個人会費 ２，０００円 

 

事務局体制

活動内容 

事務局 西都市総務課内 

・在外外国人へのサポート事業 

・ホームステイ受入及び派遣事

業 

・外国の方との交流、文化理解 

・海外に向けての西都市アピー

ル事業 

 

 

 

（４）友好都市・姉妹都市 

    なし 

 

 

（２）国際交流員 

人 員 １名 

招致国 マレーシア 

期 間 平成１３年８月２４日から 

平成１５年８月２３日 

勤務時間 ８：３０～１６：１５ 

報 酬 月額３０万円 

主な職務 ・国際交流関係事務補助（翻訳、

通訳、国際交流イベントの企

画・立案・参画など） 

・地域住民の語学指導への協力

 （学校等訪問を含む） 

・地域の民間交流団体の事業活

動に対する助言、参画 

・地域住民の異文化理解のため

の交流活動への協力 

 

（３）団 体 

  ① 佐土原町国際交流協会 

会長名 会長 永野繁利 

補 助 ６０万円（運営補助） 

会 員 数 

会 費 

個人会員 ５８人 

個人会費 ２，０００円 

（１家族あたり） 

 

事務局体制

活動内容 

事務局長 吉村恵一 

・町主催行事への協力・参加 

・ホームステイ海外派遣 

・ホームステイ受入 

・英会話教室開催 

・留学生・在住外国人との交流

会 

・ボランティア活動 

 

（４）友好都市・姉妹都市 

    なし 

 

（２）国際交流員 

なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）団 体 

   なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）友好都市・姉妹都市 

    なし 

 

（２）国際交流員 

なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）団 体 

   なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）友好都市・姉妹都市 

    なし 

 

国際交流員がいない 

町村がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国際交流協会がない 

町村がある。 

 

合併後調整する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合併後、支援の在り方につ

いて検討する。 

 

 



１－（３）．総務・企画専門部会 企画

現 況 
項目 

西都市 佐土原町 新富町 西米良村 
課題 調整方針 

 

（１）男女共同参画基本計画策定 

 

   検討中 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）男女共同参画社会づくり普及啓発・推進 

 

県男女共同参画センター作成パンフレッ

ト配布 

 

 

事業の取り組みに 

格差がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業の取り組みに 

格差がある。 

 

合併後、新たに基本計画を

策定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合併後、新たに推進委員会

等を設置する。 

３.男女共同参画 

    (Ｂ) 

 

（１）男女共同参画基本計画策定 

名 称 西都市女性プラン２１ 

策定持期 平成１１年３月 

計画期間 平成１１年度～平成２０年度 

策定体制 ・西都市女性行政推進委員会 

・西都市女性行政推進幹事会 

（上記平成８年１１月設置） 

・西都市女性プラン策定委員会 

 （平成１０年６月設置） 

策定状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・西都市女性行政推進委員会開催 

・西都市女性行政推進幹事会 

・西都市女性プラン策定委員会 

（上記各３回） 

・住民意識調査の実施及び解析 

 無作為抽出 １０００名 

 回収率   ７５．２％ 

・委員会で施策の体系及び骨子に

ついて検討し素案作成 

・委員会で素案検討見直し後策定 

（２）男女共同参画社会づくり普及啓発・推進 

庁内体制 西都市女性行政推進委員会及び

幹事会 

市民組織 女性行政懇話会の設置 

（平成８年１１月） 

普及啓発 

・推進 

・「ピュアさいと」（女性情報誌）

の発行 年１回 

・参画関係ＰＲ用パンフ作成 

・「広報さいと」への情報の掲載 

・参画講座及びフォーラムの開催 

（市民対象） 

・職員研修の開催 

・出前講座への派遣 
 

 

（１）男女共同参画基本計画策定 

名 称 男女共同参画基本計画 

策定持期 平成１４年度・１５年度の２ヶ年

（予定） 

計画期間 検討中 

策定体制 ・佐土原町男女共同参画行政推進

会議及び担当者会議（平成１３

年１０月設置） 

・男女共同参画基本計画策定委員

会（平成１５年４月設置予定）

策定状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・佐土原町男女共同参画行政推進

会議の開催 同担当者会議の

開催（３回） 

・住民意識調査の実施 

 無作為抽出１０００名 

回収率 ３８．５％ 

・職員意識調査の実施 

・住民意識調査の数値解析 

・基本計画策定委員の組織体制整

備 

 

（２）男女共同参画社会づくり普及啓発・推進 

庁内体制 佐土原町男女共同参画行政推進

会議及び担当者会議 

町民組織 懇談会の組織設置 

（平成１６年度予定） 

普及啓発 

・推進 

・「さんかく NEWS」の発行（庁内

情報誌） 

・「広報さどわら」への参画情報

の掲載 

・参画セミナーの開催（町民対象）

・職員研修の開催 
 

 

（１）男女共同参画基本計画策定 

 

   検討中 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）男女共同参画社会づくり普及啓発・推進

 

  県男女共同参画センター作成パンフレット

配布 

 

 

 

  



現 況 
項目 

西都市 佐土原町 新富町 西米良村 
課題 調整方針 

 

（３）支援団体 

団体名 男女共同参画社会を創る市民

ネットワーク【アクティブさい

と】 

代表者 代表 渡辺 悦子 

団体設立 平成１３年１１月２１日 

会員数 ５７名 

活動目的 

 

男女共同参画社会づくりを実

現するために学習し、活動す

る。 

活動実績 ・研修会、講習会の開催 

・会報等の発行 

・ゴミ問題、子育て支援等関連

施設などの視察 

団体補助金 １４年度 補助金なし 

１５年度 １０万円予定 
 

 

（３）支援団体 

団体名 佐土原町こんわ会 

代表者 会長 西條 美代子 

団体設立 昭和６３年女性会議の発足 

平成６年・１４年組織名の改称

会員数 ３３名 

活動目的 

 

男女共同参画社会づくりのた

めに様々な問題を学習し、資質

の向上を図り、明るく豊かなま

ちづくりに貢献する。 

活動実績 ・各種勉強会の実施 

・女性団体ネットワークづくり

事業 

団体補助金 ２５万円 

 

 

 

（３）支援団体 

団体名 しんとみルピナス 

代表者 会長 根井 和子 

団体設立 平成１２年７月発足 

 

会員数 ９名 

活動目的 

 

男女共同参画社会を目指し、住

みよい町づくりに努める 

活動実績 ・研修会、学習会への参加 

・他町との交流会 

 

団体補助金 なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）支援団体 

 

   なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

支援団体の補助金に 

格差がある。 

 

支援団体については、現行

のまま新市に引き継ぐが、

支援方法について検討す 

る。 



１－（３）．総務・企画専門部会 企画

現 況 
項目 

西都市 佐土原町 新富町 西米良村 
課題 調整方針 

４.市・町・村民 

活動支援・推進 

   (Ｂ) 

 

新ひむかづくり運動市民会議 

構成団体 ３８団体 

代表者 会長 上杉兼祺 

メイン 

テーマ 

緑豊かな歴史ロマンのまちづ

くり 

重点運動 

目標   

・花いっぱい運動 

・郷土の伝統文化を知る運動 

・あいさつ運動 

事務局 西都市企画調整課 

運営費補助 １５万円（県民会議補助） 

１５万円（市補助） 

事業費補助 １００万円（県補助） 

１００万円（市補助） 

 

 

 

支援団体 

  なし 

 

新ひむかづくり運動町民会議 

構成団体 ４３団体 

代表者 佐土原町区長会長 増田義一 

メイン 

テーマ 

ふれあい豊かなまちづくり 

重点運動 

目標   

・クリーン・アップ運動 

・子供を健やかに育む運動 

・四季を彩る花と緑の運動 

・まちの特産品を振興する運動

事務局 佐土原町企画調整課 

運営費補助 １５万円（県民会議補助） 

１５万円（町補助） 

 

 

 

 

支援団体 

団体名 佐土原くじら会 

代表者 会長 今田秀徳 

団体設立 平成５年１０月 

会員数 ８２名（平成１４年６月現在）

活動目的 ・青少年健全育成 

・地域の活性化（特産品等の開

発） 

・地域文化の発掘と伝承 

・地域交流 

活動実績 ・一ッ瀬川くじらの筏下り大会

・佐土原城趾弁天山・新春くじ

ら太鼓外 

団体補助金 ８０万円 
 

 

新ひむかづくり運動町民会議 

構成団体 ３５団体 

代表者 新富町文化協会長 山西耕夫 

メイン 

テーマ 

花いっぱい運動 

重点運動 

目標   

・花の里づくり運動 

・時間励行推進運動 

・あいさつ運動 

・環境保全運動 

・村おこしイベント助成 

事務局 新富町企画商工課 

運営費補助 １５万円（県民会議補助） 

１５万円（町補助） 

事業費補助 ４０万円（町補助） 

 

 

支援団体 

団体名 新富町若者連絡協議会 

代表者 会長 大崎 力 

団体設立 平成２年８月 

会員数 １２９名（平成 14 年４月現在）

活動目的 各種青年団体と密接な連携を

保ち、青年の資質向上を図ると

ともに、若者の交流と結束によ

り新富町の活性化に寄与する。

 

活動実績 ・サマーフェスティバル 

in 一ッ瀬 

・ルピナスみらい祭 

団体補助金 １０２万円（運営費２０万円、

事業補助８２万円） 
 

 

新ひむかづくり運動村民会議 

構成団体 ２５団体 

代表者 西米良村自治公民館連絡協議

会長  

重点運動 

目標   

・時間励行推進運動 

・新ひむかづくり運動への積

極的な参加・啓発 

・環境美化運動の取り組み 

・ひむか元気人育生活動 

事務局 西米良村企画商工課 

運営費補助 １３万円（県民会議補助） 

１３万円（村補助） 

 

 

 

 

支援団体 

団体名 西米良村ふるさと研究会 

代表者 会長 浜砂文男 

団体設立 昭和５９年７月 

会員数 ８４名（平成 14 年４月現在） 

活動目的 ・各団体間の情報交換 

・団体相互の融合と扶助 

・地域の発展 

活動実績 ・ほおづきの七夕飾りの作製 

・ほおづきのクリスマスツリー

の作製 

・ほおづきアート、小灯し展の

開催 

団体補助金 １５万円 
 

 

事業の取組みに 

格差がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業の取組みに 

格差がある。 

 

新ひむかづくり会議は、合

併後に統一する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

支援団体については、合併

後も新市に引き継ぎ、支援

方法を検討する。 



１－（３）．総務・企画専門部会 企画

現 況 
項目 

西都市 佐土原町 新富町 西米良村 
課題 調整方針 

５.市(町村)勢要覧 

    (Ｃ) 

 

 

名 称 西都市市勢要覧 

発行回数 ４年ごと１回発行 

発行部数 ２，０００冊 

体 裁 A４版、カラー５６ページ 

資料編２０ページ 

配 布 関係機関、庁内各課 

残りは総務課で無料配布 
 

 

名 称 佐土原町町勢要覧 

発行回数 ２年ごと１回発行 

（平成１４年度策定中） 

発行部数 ２，０００冊 

体 裁 A４版、カラー３６ページ 

    資料編 ８ページ 

配 布 関係機関、庁内各課 

残りは企画調整課で無料配布 
 

 

名 称 新富町町勢要覧 

発行年月 平成６年３月発行、その後内容を

一部変更(平成１５年度発行予定）

発行部数  ― 

体 裁 A４版、カラー４０ページ 

資料編２４ページ 

配 布 関係機関、庁内各課 

残りは総務課で２０００円で販売

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

名 称 西米良村村勢要覧 

発行年月 平成１０年５月発行 

発行部数 １，０００冊 

体 裁 A４版、カラー２８ページ 

資料編２０ページ 

配 布 関係機関、庁内各課 

残りは企画商工課で無料配布 

 

 

 

 

 

合併後に、新たに作成する。



１－（３）．総務・企画専門部会 企画

現 況 
項目 

西都市 佐土原町 新富町 西米良村 
課題 調整方針 

６.総合交通対策 

    (Ａ) 

 

（１）―①陸上（鉄道） 

組織名称 宮崎県鉄道整備促進期成同盟会 

代表者 宮崎県知事 

事業概要 ・ＪＲ九州への改善要望 

・利用促進事業 

負担金 ２０千円 

 

 

（２）―①１陸上（バス） 

補助名 生活路線運行費補助金 

補助対象者 宮崎交通（株） 

補助路線 佐土原高校～佐土原駅～西都 

         （１路線） 

補助金 １，７４１千円 

路線認定 ・宮崎県バス対策協議会西都地

域分科会承認 

・宮崎県バス対策協議会承認 

 

補助名 定期路線（廃止代替バス）運行

経費補助金 

補助対象者 宮崎交通（株） 

補助路線 西都～村所外９路線      

補助金 ２２，４３４千円 

路線認定 ・宮崎県バス対策協議会西都地

域分科会承認 

 

補助名 定期路線（廃止代替バス）運行

附帯経費補助金 

補助対象者 宮崎交通（株） 

補助路線 西都～村所線       

補助金 ６４３千円 
 

 

（１）―①陸上（鉄道） 

組織名称 宮崎県鉄道整備促進期成同盟会 

代表者 宮崎県知事 

事業概要 ・ＪＲ九州への改善要望 

・利用促進事業 

負担金 ４３千円 

 

（１）―②陸上（鉄道） 

組織名称 ＪＲ線宮崎地区利用促進連絡 

協議会 

代表者 会長 宮崎市長 

構成市町 宮崎市・佐土原町・清武町 

田野町・高岡町 

事業概要 ・ＪＲ九州への改善要望 

・利用促進事業 

負担金 ４３千円 

 

 

（２）―①陸上（バス） 

補助名 生活路線運行費補助金 

補助対象者 宮崎交通（株） 

補助路線 佐土原高校～佐土原駅～西都 

         （１路線）

補助金 ２，８３３千円 

路線認定 ・西都～佐土原駅線バス路線廃

止対策会議承認 

・宮崎県バス対策協議会西都地

域分科会承認 

・宮崎県バス対策協議会承認 
 

 

（１）陸上―①（鉄道） 

組織名称 宮崎県鉄道整備促進期成同盟会 

代表者 宮崎県知事 

事業概要 ・ＪＲ九州への改善要望 

・利用促進事業 

負担金 １１千円 

 

 

 

 

（２）―①陸上（バス） 

補助名 地方バス路線維持対策補助金 

補助対象者 宮崎交通（株） 

補助路線 高鍋駅～高鍋～一丁田～西都 

  〃 （めいりんの湯経由）

高鍋～三納代～西都 

         （３路線）

補助金 ３，７６８千円 

路線認定 ・宮崎県バス対策協議会西都地

域分科会承認 

・宮崎県バス対策協議会承認 

 

 

 

 

 

（１）陸上―①（鉄道） 

組織名称 宮崎県鉄道整備促進期成同盟会 

代表者 宮崎県知事 

事業概要 ・ＪＲ九州への改善要望 

・利用促進事業 

負担金 ５千円 

 

 

 

 

（２）―①陸上（バス） 

補助名 地域交通機関運行維持対策補助

金 

補助対象者 宮崎交通（株） 

補助路線 西都～村所 

         （１路線） 

補助金 ５，５３６千円 

路線認定 ・宮崎県バス対策協議会西都地

域分科会承認 

・宮崎県バス対策協議会承認 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

陸上交通特にバス 

について、各市町 

村の補助金等の格 

差がかなりある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合併後、新市において、バ

ス路線の変更等が考えられ

るので、既存の路線及び新

たに再編された路線に対 

し、補助又は運営を行う。

 

 



現 況 
項目 

西都市 佐土原町 新富町 西米良村 
課題 調整方針 

  

（２）―②陸上（バス） 

補助名 バス利用促進等総合対策事業 

補助路線 全路線バス 

補助金 １，１１６，１５９円 

事業概要 宮崎交通（株）のバス乗車券の

ΙＣカード化 

 

（２）―③陸上（バス） 

事業名 市営バス運行事業 

運行区間 尾吐～一ノ瀬（旧東米良村） 

運行回数 ２回／日 

必要経費 １，３６２千円 

形 態 運転業務委託 

 

 

（３）航空 

組織名称 宮崎空港振興協議会 

代表者 宮崎県知事 

事業概要 韓国国際定期便利用促進事業 

・グループ利用補助 

・修学旅行促進補助 

・集客広報支援 

負担金 ４０３千円 

 

（４）各種団体 

 

   なし 

 

（２）―②陸上（バス） 

補助名 バス利用促進等総合対策事業 

補助路線 全路線バス 

補助金 ９６５，８３３円 

事業概要 宮崎交通（株）のバス乗車券の

ΙＣカード化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）航空 

組織名称 宮崎空港振興協議会 

代表者 宮崎県知事 

事業概要 韓国国際定期便利用促進事業 

・グループ利用補助 

・修学旅行促進補助 

・集客広報支援 

負担金 ３７０千円 

 

（４）各種団体 

団体名 佐土原町地域交通対策懇談会 

代表者 佐土原町老人会連合会会長  

河崎 繁 

構成委員 各種関係団体（町議会議員２名

を含む）１２名以内 

設置目的 ・地方バス路線の廃止の対応 

・地域交通の在り方の検討 

任 期 ２年（平成１５年９月４日まで）

謝 礼 協議会１回につき２，０００円

 

 

（２）―②陸上（バス） 

補助名 バス利用促進等総合対策事業 

補助路線 全路線バス 

補助金 ５３０，９９９円 

事業概要 宮崎交通（株）のバス乗車券の

ΙＣカード化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）航空 

組織名称 宮崎空港振興協議会 

代表者 宮崎県知事 

事業概要 韓国国際定期便利用促進事業 

・グループ利用補助 

・修学旅行促進補助 

・集客広報支援 

負担金 ２１７千円 

 

（４）各種団体 

 

   なし 

 

 

 

 

 

 

 

（２）―②陸上（バス） 

補助名 バス利用促進等総合対策事業 

補助路線 全路線バス 

補助金 ６０，７５１円 

事業概要 宮崎交通（株）のバス乗車券の

ΙＣカード化 

 

（２）―③陸上（バス） 

事業名 村営バス運行事業 

事業費 １２，２７２千円 

路 線 小川～村所間 （２回／日） 

湯前～村所間 （３回／日） 

上米良～村所間（４回／日） 

形 態 直営 

 

（３）航空 

組織名称 宮崎空港振興協議会 

代表者 宮崎県知事 

事業概要 韓国国際定期便利用促進事業 

・グループ利用補助 

・修学旅行促進補助 

・集客広報支援 

負担金 １７千円 

 

（４）各種団体 

団体名 宮交バス利用友の会 

代表者 西米良村区長会長 河野充良 

構成委員 各地区区長 ８名 

設置目的 宮交バス利用促進 

任 期 ２年 

謝 礼 区長会と同時開催のため不要 

村補助金 ４，４２０千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各種団体のない市町

がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合併後、支援の在り方の 

検討をする。 



１－（３）．総務・企画専門部会 企画

現 況 
項目 

西都市 佐土原町 新富町 西米良村 
課題 調整方針 

７.新エネルギー 

    (Ｂ) 

 

市としての取り組みなし 

 

名 称 佐土原町地域新エネルギー 

ビジョン 

策定年度 平成１４年度 

導入方針 ・新エネルギーと共に生きるまち

・地球と共に生きるまち 

・町民と共に創るまち 

策定体制 ・庁内検討委員会及びワーキング

グループ 

・新エネルギービジョン策定委員

会 

今後の取

組み 

（仮）庁内新エネルギー推進委員

会を中心に町民、事業者の連携･

協働による新エネルギーの普及

啓発・導入促進 
 

 

町としての取り組みなし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

村としての取り組みなし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

佐土原町のみ取組

んでいる。 

 

合併後、佐土原町の現計

画を基に新たな計画の検

討を行う。 



１－（３）．総務・企画専門部会 企画

現 況 
項目 

西都市 佐土原町 新富町 西米良村 
課題 調整方針 

８.統計調査事業 

    (Ｃ) 

 

（１）統計調査（統計法指定統計の受託） 

  ① 調査区地図作成 

    住宅地図等手書きにより作成 

② 指導員・調査員の選定 

    調査員登録制度なし 

    過去の調査において優秀な者より選任 

 

 

（２）統計刊行物 

① 数字で見る西都（市印刷室で職員作成、

毎年７月発行） 

  ② 統計情報データベースなし 

 

 

 

（３）ＨＰによる統計データの提供 

   数字で見る西都より抜粋掲示 

 

 

（４）産業分類別所得データ提出は不可 

 

（１）統計調査（統計法指定統計の受託） 

  ① 調査区地図作成 

    住宅地図はＧＩＳシステムより出力 

② 指導員・調査員の選定 

    調査員登録制度なし 

    過去の調査において優秀な者より選任

 

 

（２）統計刊行物 

① 統計要覧（５年ごとに発行） 

  ② 統計情報データベース作成中（Ｅｘｃｅ

ｌ形式） 

 

 

 

（３）ＨＰによる統計データの提供 

   庁内ＬＡＮ情報の提供と合わせ検討中 

 

 

（４）産業分類別所得データ提出は不可 

 

（１）統計調査（統計法指定統計の受託） 

① 調査区地図作成 

    住宅地図等手書きにより作成 

② 指導員・調査員の選定 

    調査員登録制度なし 

    過去の調査において優秀な者より選任

 

 

（２）統計刊行物 

① 町勢要覧の資料編に掲載 

② 統計情報データベースなし 

 

 

 

 

（３）ＨＰによる統計データの提供 

   各種統計調査を掲載 

 

 

（４）産業分類別所得データ提出は可 

 

（１）統計調査（統計法指定統計の受託） 

① 調査区地図作成 

住宅地図等手書きにより作成 

② 指導員・調査員の選定 

    調査員登録制度なし 

    過去の調査において優秀な者より選任 

 

 

（２）統計刊行物 

① 村勢要覧の資料編に掲載 

② 統計情報データベース 検討中 

 

 

 

 

（３）ＨＰによる統計データの提供 

検討中 

 

 

（４）産業分類別所得データ提出は可 

 

 

 

 

 

事務レベルで検討し、合

併時までに調整し統一す

る。 



１－（３）．総務・企画専門部会 企画

現 況 
項目 

西都市 佐土原町 新富町 西米良村 
課題 調整方針 

９．地域間交流 

    (Ｂ) 

 

（１）市長会 

① 宮崎県市長会 

構 成 宮崎県内９市 

代 表 宮崎市長 

事務局 宮崎市 

負担金 ４７８，０００円 

 

 

② 九州市長会 

構 成 九州８県９５市 

代 表 鹿児島市長 

事務局 鹿児島市 

負担金 ６６，０００円 

 

 

③ 全国市長会 

構 成 全国６７５市２３区 

代 表 東京都立川市長 

事務局 全国市長会事務局 

負担金 ３５４，０００円 

 

（２）その他 

① 昭和市長政策研究会 

構 成 全国１１４市 

代 表 北海道千歳市長 

事務局 北海道千歳市 

負担金 ４０，０００円 

 

② 全国へそのまち協議会 

構 成 全国１７市町村 

事務局 兵庫県西脇市 

負担金 １００，０００円 
 

 

（１）町村会 

① 宮崎郡町村会 

構 成 宮崎郡３町 

代 表 清武町長 

事務局 清武町 

負担金 ４５１，０００円 

 

 

② 宮崎県町村会 

構 成 県内２８町７村 

代 表 清武町長 

事務局 宮崎県町村会事務局 

負担金 １，２３９，０００円 

 

 

③ 全国町村会 

構 成 全国各町村 

代 表 福岡県添田町長 

事務局 全国町村会事務局 

負担金 宮崎県町村会より直接納付 

 

 

 

（１）町村会 

① 児湯郡町村会 

構 成 児湯郡５町１村 

代 表 木城町長 

事務局 木城町 

負担金 １０７，０００円 

 

 

② 宮崎県町村会 

構 成 県内２８町７村 

代 表 清武町長 

事務局 宮崎県町村会事務局 

負担金 ８６７，０００円 

 

 

③ 全国町村会 

構 成 全国各町村 

代 表 福岡県添田町長 

事務局 全国町村会事務局 

負担金 宮崎県町村会より直接納付 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）町村会 

① 児湯郡町村会 

構 成 児湯郡５町１村 

代 表 木城町長 

事務局 木城町 

負担金 ３０，０００円 

 

 

② 宮崎県町村会 

構 成 県内２８町７村 

代 表 清武町長 

事務局 宮崎県町村会事務局 

負担金 ４２７，０００円 

 

 

③ 全国町村会 

構 成 全国各町村 

代 表 福岡県添田町長 

事務局 全国町村会事務局 

負担金 宮崎県町村会より直接納付 

 

 

 

（１）市長会、町村

会に分かれてい

る。 

 

（１）合併前日をもって各

市町村脱退し、合併後は

新たに市長会等に加入す

る。 



１－（３）．総務・企画専門部会 企画

現 況 
項目 

西都市 佐土原町 新富町 西米良村 
課題 調整方針 

１０.広域行政 

    (Ａ) 

（１）西都児湯広域市町村圏協議会 

 ① 西都児湯広域市町村圏協議会 

目 的 西都児湯広域市町村圏（１市５町

１村）の振興整備に関する計画の

策定及び広域市町村圏計画の実

施に係る連絡調整を図ることを

目的として昭和４７年１１月７

日に設置 

構 成 西都市、児湯郡（高鍋町、新富町、

西米良村、木城町、川南町、都農

町） 

会 長 西都市長 

負担金等 ２６９，０００円 

事務局 西都市企画調整課 

 

② 第四次西都児湯広域市町村圏計画 

圏域の将来像 “虹色しあわせ体感エリア”

の構築へ向けて 

計画期間 平成１３年度から２２年度 

計画の区域 原則１市５町１村域、但し、

必要なものについては圏域を

超えた配慮を行う。 

広域連携目標 Ⅰ多彩な資源が幅広く行き交

う圏域 

Ⅱ大地に根ざした産業が育つ

圏域 

Ⅲ多彩な資源を体感できる圏

域 

Ⅳ誰もがすこかに生活できる

圏域 

Ⅴ自然に恵まれた快適安全な

圏域 

Ⅵ生き生きと輝く人が暮らす

圏域 
 

（１）宮崎東諸県広域市町村圏協議会 

 ① 宮崎東諸県広域市町村圏協議会 

目 的 宮崎東諸県広域市町村圏（１市６

町）の振興整備に関する計画の策

定及び広域市町村圏計画の実施

に係る連絡調整を図ることを目

的として昭和４６年１０月５日

に設置 

構 成 宮崎市、宮崎郡（清武町、田野町、

佐土原町）、東諸県郡（高岡町、

国富町、綾町） 

会 長 宮崎市長 

負担金等 ３３８，０００円 

事務局 宮崎市企画広報課 

 

② 第四次宮崎東諸県広域市町村圏計画 

圏域の将来像 豊かさを実感できる、緑あふ

れる広域圏 

計画期間 平成１３年度から２２年度 

計画の区域 原則１市６町域、但し、必要

なものについては圏域を超え

た配慮を行う。 

広域連携目標 Ⅰ地球と地域にやさしい環境

の創出 

Ⅱ広がりを持った交流の促進

Ⅲ活力ある産業と魅力に満ち

た観光・リゾートの振興 

Ⅳ健康で安心して暮らせる生

活環境の構築 
 

（１）西都児湯広域市町村圏協議会 

 ① 西都児湯広域市町村圏協議会 

目 的 西都児湯広域市町村圏（１市５町

１村）の振興整備に関する計画の

策定及び広域市町村圏計画の実

施に係る連絡調整を図ることを

目的として昭和４７年１１月７

日に設置 

構 成 西都市、児湯郡（高鍋町、新富町、

西米良村、木城町、川南町、都農

町） 

会 長 西都市長 

負担金等 １６０，０００円 

事務局 西都市企画調整課 

 

② 第四次西都児湯広域市町村圏計画 

圏域の将来像 “虹色しあわせ体感エリア”

の構築へ向けて 

計画期間 平成１３年度から２２年度 

計画の区域 原則１市５町１村域、但し、

必要なものについては圏域を

超えた配慮を行う。 

広域連携目標 Ⅰ多彩な資源が幅広く行き交

う圏域 

Ⅱ大地に根ざした産業が育つ

圏域 

Ⅲ多彩な資源を体感できる圏

域 

Ⅳ誰もがすこかに生活できる

圏域 

Ⅴ自然に恵まれた快適安全な

圏域 

Ⅵ生き生きと輝く人が暮らす

圏域 
 

（１）西都児湯広域市町村圏協議会 

 ① 西都児湯広域市町村圏協議会 

目 的 西都児湯広域市町村圏（１市５町

１村）の振興整備に関する計画の

策定及び広域市町村圏計画の実

施に係る連絡調整を図ることを

目的として昭和４７年１１月７

日に設置 

構 成 西都市、児湯郡（高鍋町、新富町、

西米良村、木城町、川南町、都農

町） 

会 長 西都市長 

負担金等 ３８，０００円 

事務局 西都市企画調整課 

 

② 第四次西都児湯広域市町村圏計画 

圏域の将来像 “虹色しあわせ体感エリア”

の構築へ向けて 

計画期間 平成１３年度から２２年度 

計画の区域 原則１市５町１村域、但し、

必要なものについては圏域を

超えた配慮を行う。 

広域連携目標 Ⅰ多彩な資源が幅広く行き交

う圏域 

Ⅱ大地に根ざした産業が育つ

圏域 

Ⅲ多彩な資源を体感できる圏

域 

Ⅳ誰もがすこやかに生活でき

る圏域 

Ⅴ自然に恵まれた快適安全な

圏域 

Ⅵ生き生きと輝く人が暮らす

圏域 
 

 

佐土原町は広域市町

村圏協議会が異な

る。 

また、市町村合併が

すすむ中で広域市町

村圏の枠組みの大幅

な変更も考えられ

る。 

 

 

 

 

 

 

佐土原町の広域市町

村圏計画が異なる。

 

合併前日をもって各市町村

が現協議会を脱退し、合併

後新市としていずれかの協

議会に新たに加入する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新しい協議会において、計

画の見直しが必要である。



１－（３）．総務・企画専門部会 企画

現 況 
項目 

西都市 佐土原町 新富町 西米良村 
課題 調整方針 

１１.市町村合併 

     (Ｂ) 

 

庁内組織 

体制 

合併調査研究委員会 

・助役、 課長（１０課） 

取組状況 ・委員会 ２回開催 

・地区説明会  １１会場２０回

開催（延べ８日間） 

・説明会出席者アンケートの実施 

・「広報さいと」への合併情報の掲

載（２回） 

任意協議 

会等  

・一ッ瀬川流域任意合併協議会設

立 
 

 

庁内組織 

体制 

市町村合併検討会 

・町長、助役、兼掌助役、教育長

 全課長（１８課） 

取組状況 ・検討会 １１回開催 

・地区座談会 ２９会場で開催（延

べ５日間） 

・座談会出席者アンケートの実施

・町立中学校生徒と意見交換実施

町内出身高校生と意見交換実施

成人予定者への意見用紙の配

布・回収 

・各団体での町長講話 

・「広報さどわら」への合併情報の

掲載（１４回） 

任意協議 

会等  

・佐土原・宮崎合併研究会設立 

・一ッ瀬川流域任意合併協議会設

立 
 

 

庁内組織

体制 

市町村合併研究会 

・町長、助役、収入役 

 全課（局）長（２１人） 

取組状況 ・研究会 ６回開催 

・地区説明会 ２１会場で開催（延

べ５日間） 

・説明会出席者アンケートの実施

・各種団体等と意見交換実施 

・「市町村合併のおしらせ」 

 ４回発行 

任意協議

会等  

・一ッ瀬川流域任意合併協議会設

立 

・東児湯任意合併協議会にオブザ

ーバーとして参加 

 

 

 

 

 

庁内組織

体制 

西米良村行政改革研究会 

・庁内の課長補佐から主事までの

１３名 

・財政班、行政班、人事組織機構

班の３班 

取組状況 ・西米良村行政改革研究会 

研究会  ７回 

班長会  ３回 

中間報告平成１５年１月３１日 

・地区座談会 全地区８会場で実

施 

・各団体での村長講話 

・村広報誌で合併特集２回 

シリーズ８回発行 

任意協議

会等  

・一ッ瀬川流域任意合併協議会設

立 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合併後は合併により生

じた諸問題を解決するた

めの新たな機関を設置す

る。 



１－（３）．総務・企画専門部会 企画

現 況 
項目 

西都市 佐土原町 新富町 西米良村 
課題 調整方針 

１２.行財政改革 

     (Ｂ) 

 

（１）―① 行財政改革 

名 称 新たな西都市行政改革大綱 

目 的 地方分権時代において、多様化、

複雑化した市民の行政需要に的確

に対応する行政システム確立のた

めの指針 

目指す 

方向性 

Ⅰ事務事業等の見直し 

・事務事業の整理合理化 

・経費の節減合理化 

・事務処理の簡素合理化 

・民間委託の推進 

・補助金等の適正化 

・施設使用料等の適正化 

 ・広域行政の推進 

Ⅱ時代に対応した組織機構の見直

し 

 ・組織機構の簡素合理化 

 ・会館等公共施設の管理運営の

合理化 

 ・公社等外郭団体の簡素合理化 

Ⅲ定員管理及び給与の見直し 

 ・定員管理の適正化  

・給与制度及び運営の見直し 

Ⅳ資質の向上及び能力の適正な評

価 

・資質の向上及び能力の適正な

評価 

ⅤＯＡ化等事務処理の近代化 

 ・庁内情報化の推進 

 ・地域情報化の推進 

策定年月 平成１３年１１月 

実施期間 平成１３年度から１５年度 

数値目標   ― 
 

 

（１）―① 行財政改革 

名 称 新佐土原町行政改革大綱 

目 的 地方分権時代において、多様化、

複雑化した町民の行政需要に的確

に対応する行政システム確立のた

めの指針 

目指す 

方向性 

Ⅰ事務事業の見直し 

 ・補助金等の整理合理化、民間

活力の導入 

Ⅱ組織機構の見直し 

 ・課の統廃合等 

Ⅲ定員管理及び給与の適正化推進

 ・適正化計画等 

Ⅳ職員の行政能力開発の推進 

 ・研修体制の確立等 

Ⅴ行政情報化の推進 

 ・総合的なシステムの整備 

策定年月 平成１２年３月 

実施期間 平成１２年度から１６年度 

数値目標   ― 

 

 

    

 

（１）―① 行財政改革 

名 称 新たな新富町行政改革大綱 

（改訂版） 

基本方針 Ⅰ行政改革の必要性 

Ⅱ行政改革推進にあたっての基本

的な考え方 

目指す 

方向性 

 

Ⅰ事務事業の見直し関係 

・事務事業等の整理合理化 

Ⅱ組織・機構関係 

・組織等の簡素合理化 

Ⅲ定員及び給与関係 

・適正な定員・給与の管理 

Ⅳ人材育成関係 

・人材の育成の推進 

Ⅴ行政の情報化等行政サービスの

向上関係 

・行政情報化の推進及び行政サ

ービスの向上 

策定年月 平成１２年３月 

実施期間 平成１２年度から１５年度 

数値目標   ― 

 

 

 

（１）―① 行財政改革 

名 称 西米良村行政改革大綱 

目 的 地方分権の推進が図られる中、村

自身の「自己決定・自己責任」の

姿勢が求められることとなり、社

会情勢の著しい変化の中で一層適

切な行政対応が必要となったため

新たな改革に取り組むこととし

た。 

目指す 

方向性 

Ⅰ事務事業の見直し 

 ・行政責任領域の検討、補助金

等の見直し、経常的経費の節

減 

Ⅱ組織及び機構の簡素合理化 

 ・組織機構の見直し、行政責任

の確保 

Ⅲ能力重視の人事及び給与制 

 ・人事給与の適正化、人材の育

成 

Ⅳ定員管理の適正化 

 ・職員の養成と適正配置 

Ⅴ公共施設の管理運営 

 ・類似施設の転用や既存施設の

活用、新設は極力抑制 

策定年月 平成１２年５月 

実施期間 平成１２年度から１４年度 

（１５年度策定予定） 

数値目標   ― 

 

 

 

 

 

合併後、新市において各市

町村の現大綱を基に新たな

行政改革大綱を策定し、委

員会も新たに設置する。  

 

 



現 況 
項目 

西都市 佐土原町 新富町 西米良村 
課題 調整方針 

   

（１）－② 行政改革推進委員会 

名 称 西都市行政改革推進委員会 

目 的 西都市行政の各般にわたる制度及

び運営につき必要な改革の推進に

資する 

設置根拠 西都市行政改革推進委員会設置規

程 

委 員 １０人以内 

・優れた見識を有する者 

任 期 ２年 

報 酬 審議会１回につき６，４００円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（１）－② 行政改革推進委員会 

名 称 佐土原町行政改革推進委員会 

目 的 佐土原町の行政改革の推進に資す

るため 

設置根拠 佐土原町行政改革推進委員会設置

条例 

委 員 １０人以内 

・優れた見識を有する者 

任 期 なし 

報 酬 審議会１回につき６，１００円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）－② 行政改革懇話会 

名 称 新富町行政改革懇話会 

目 的 新富町の行政改革の推進について

調査審議するため 

設置根拠 新富町行政改革懇話会設置要綱 

委 員 １０人以内 

・優れた見識を有する者 

任 期 なし 

報 酬 審議会１回につき５，２００円 

 

 

 

（１）－③ 行政改革推進本部 

名 称 新富町行政改革推進本部 

目 的 行政改革大綱の策定及び実施する

ため 

設置根拠 新富町行政改革推進本部設置要綱

委 員 本部長：町長、副本部長：助役 

委員：収入役、教育長、各課長 

 
 
 

 

 

 

 
 

  

（１）－② 行政改革推進委員会 

名 称 西米良村行政改革推進委員会 

目 的 社会情勢の変化に対応した簡素に

して効率的な村政を実現するため 

設置根拠 西米良村行政改革推進委員会設置

条例 

委 員 ５人以内 

・優れた見識を有する者 

任 期 ４年 

報 酬 審議会１回につき６，５００円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



１－（３）．総務・企画専門部会 企画

現 況 
項目 

西都市 佐土原町 新富町 西米良村 
課題 調整方針 

１３.人権啓発 

    （Ｂ） 

 

（１）人権啓発 

組織名 西都市人権啓発推進協議会 

代表者 会長 市長 

組織構成 区長会長・教育長・関係課長 

関係団体 

事業概要 ・総会 

・人権啓発研修・講演会 

・人権擁護委員の日街頭啓発 

・人権啓発強調月間の啓発 

・人権週間街頭啓発 

・人権相談（年１２回） 

・啓発用物品配布（タオル、うち

わ、ティッシュ） 

・その他共催・委託事業 

 

 

 

（１）人権啓発 

組織名 佐土原町人権啓発推進協議会 

代表者 会長 町長 

組織構成 区長会長・教育長・町議会議員

全課長・関係団体 

事業概要 ・総会 

・人権啓発研修 

・人権啓発強調月間の取組 

・人権啓発映画祭 

・人権週間 

・人権相談（年５回） 

・啓発花種子配布 

・その他共催・委託事業 

 

 

 

 

（１）人権啓発 

①人権啓発推進協議会の設置なし

②新富町独自の活動状況 

   宮崎県人権啓発協会と連携し、町民の人
権意識の普及向陽を図るため下記の事業を
行っている。 
・人権啓発強調月間（８月）広報・啓発
事業実施 

・人権フェスタへの参加 
・女性人権セミナーへの参加 
・地域人権セミナーへの参加 
・人権週間啓発資料の配布、広報 
・人権相談の実施（年６回） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
            

 

（１）人権啓発 

事業区分 事 業 内 容 

教育・研修

事業 

・村職員を対象とした人権・同

和研修 

  県同和対策課または人権

啓発協会に講師依頼 

広報啓発

事業 

・人権啓発標語入り啓発用品の

作成 

  人権啓発週間中、事業所等

に配布 

・ふるさとまつりのイベント会

場でチラシ、パンフレット等

標語入り啓発用品を配布し、

村民への啓発を行う。 

・村広報誌、おしらせ、オフト

ーク放送による村民への広

報啓発活動 

・高齢者学級、中央婦人学級で

のビデオフォーラム等（教育

委員会主催） 

その他の

事業 

・宮崎人権擁護委員協議会西都

市地区部会研修会 

・特設人権相談（年４回） 

・宮崎県人権啓発ネットワーク

協議会（課長 年４回） 

・人権担当者会議（年１回） 

・県女性セミナー、人権フェス

タ、人権研修会等への出席 

・「人権教育のための国連１０

年」 
 

 

人権啓発推進協議

会の未設置の町村

があり、取り組み

に格差がある。 

 

事務レベルで検討し、合

併時までに調整し、合併

後、人権啓発推進協議会

を統一する。 



１－（４）．総務・企画専門部会 総務 ②人事

現 況 
項目 

西都市 佐土原町 新富町 西米良村 
課題 調整方針 

1. 組織 (Ａ) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
<市長部局> 
総 務 課 行政管理係、秘書係、文書広
      報係、職員係 
財 政 課 財政係、予算係、管財係 
企画調整課 女性行政係、企画調整係、 
      情報統計係 
税 務 課 管理係、賦課係、収納係、資
      産税係 
活性化推進室 商工振興係、観光係、西都
       原対策室、中心市街地街づ

くり推進室、活性化推進室
建 設 課 工務第一係、工務弟二係、用
      地係、管理係、東九州自動車
      道建設対策室、公物管理係 
建築住宅課 管理係、業務係、住宅相談室
      住宅係 
下 水 道 課 管理係、業務係、工務係、維
      持係 
都市計画課 管理係、計画係、区画整理 
      第 1 係、区画整理第２係 
農 林 課 農務係、園芸特産係、農政企
      画係、畜産係、林道係、林務
      係、全国植樹祭準備室 
農村整備課 管理係、工務係、農村総合整
      備係、地籍調査係 
生活環境課 市民生活係、環境保全係、廃
      棄物係 
市 民 課 記録整備係、窓口係、年金係
      人権啓発係 
健康管理課 健康推進係、保健予防係、老
      人医療係,保険給付係、賦課
      収納係、 
福祉事務所 高齢者福祉係、障害福祉係、
      保護係、母子児童係、介護保
      険係、 
      保育所 ９ 
穂 北 支 所 
三 納 支 所 
都於郡支所 
三 財 支 所 
東米良支所 
会 計 課 出納係、用度係、 
<教育委員会> 
総 務 課 庶務係、管理係、      
学校教育課 学校教育係、 
社会教育課 成人教育係、青少年教育係、
      図書館、公民館（５） 
文 化 課 文化財係、文化振興係、歴史
      民俗資料館 
スポーツ振興課 スポーツ振興係、施設管
        理係 
学校給食センター 管理係、調理係 
小学校 ８ 
中学校 ６ 

<議会> 
事 務 局 庶務係、議事係、 
<農業委員会> 
事 務 局 庶務係、調整係、農政係 
<選挙管理委員会> 
事 務 局 庶務係、選挙係、 
<監査> 
事 務 局 庶務係、監査係、 

 
<町長部局> 
総 務 課 総務係、行政係、消防交
      通安全係 
財 政 課 財政係、管財契約係、住
      宅係 
企画商工課 企画調整係、開発係、情報
      政策係、合併対策室 
税 務 課 賦課係、収税管理係、固
      定資産係 
町 民 課 戸籍住民係、国民年金係、
      国民健康保険係,支所 
環 境 課 環境保全係、環境業務係、
      清掃センター、クリーン 
      パーク、一般廃棄物埋立 
      処理場 
福祉保健課 高齢福祉係、社会福祉係 
      介護保険係、健康増進係、
      保育所 ５ 
      地域子育てセンター 
商工観光課 商工観光係 
農 政 課 農林水産係、耕地係 
建 設 課 管理係、改良係、維持係
都市計画課 区画整理係、計画係、建 

築係 
下 水 道 課 管理係、建設係、浄化セ
      ンター 
会 計 課 会計係 
<教育委員会> 
教育総務課 学校教育係、庶務係、施 
      設係 
小学校 ５ 
中学校 ３ 

社会教育課 社会教育係、社会体育係、
      文化財係、文化施設開設 
      準備室 
学校給食センター 庶務係、調理係 
<議会> 
事務局 
<行政委員会> 
選挙管理委員会事務局 
農業委員会事務局 
監査委員事務局 
公平委員会事務局 
＜公営企業＞ 
水 道 課 管理係、工務係、浄水係 
 

 
<町長部局> 
総 務 課 庶務係、職員係 
財 政 課 財政係、管財係 
企画商工課 企画調整係、商工観光係 
      市町村合併研究室 
基地対策課 渉外係、工務係 
税 務 課 賦課係、徴収係、固定資
      産係 
町 民 課 戸籍住民係、年金係、国
      保・老健係 
福祉保健課 社会福祉係、児童福祉係、
      高齢福祉係、介護保険係、

保健予防係、 
      保育所 ５ 
生活環境課 生活係、環境係 
農業振興課 農林水産係、畜産係 
農村整備課 管理係、工務係 
建 設 課 管理係、工務係、建築係
      東九州自動車道建設対策 
      室 
都市計画課 管理係、工務係 
新 田 支 所 戸籍住民係 
会 計 課 会計係 
<教育委員会> 
教育総務課 教育総務係、学校教育係 
 小学校 ３ 分校 １ 
 中学校 ３ 
社会教育課 社会教育係、社会体育係、
文化振興課 文化振興係 
<議会> 
事務局 
<行政委員会> 
選挙管理委員会事務局 
農業委員会事務局 
監査委員事務局 
公平委員会事務局 
固定資産評価審査委員会 
＜公営企業＞ 
水 道 課 管理係、工務係 
 

 
<村長部局> 
総 務 課 庶務係、広報・公聴係、財 

政係、人事給与係、消防防 
災係 

生活環境課 住民係、環境衛生係、国民 
      年金係、生活交通係、水道 
      係、下水道係 
福祉保健課 福祉厚生係、保健係、国民 
      健康保険係、老人保健係、 
      介護保険係、 
      保育所 １ 
税 務 課 税務係、管財係、地籍調 
      査係 
企画商工課 企画係、商工観光係、山村 
      振興係、統計係、情報政策 
      係 
建 設 課 庶務係、土木係、建築係 
      林道係、耕地係、 
農 林 課 農業振興係、林業振興係、 
      特用林産振興係、特産水産 
      係、公有林整備係、 
会 計 課 出納係、用度係 
<教育委員会> 
教育総務課 総務係、学校教育係、社会 
      教育係 
 小学校 ２ 
 中学校 １ 
<議会> 
事務局 
<行政委員会> 
選挙管理委員会事務局 
農業委員会事務局 
監査委員事務局 
公平委員会事務局 
固定資産評価審査委員会 
 

 
市町村で課、係の数が異
なる。また、課の名称も
異なる。 
消防組織が、異なる。 

 
本庁の位置についての調整は別として、本
庁舎、支所方式の検討をし、本庁の組織、
支所の数及び支所の組織について調整を
行う。 
 行政委員会等については、本庁 1 本化す
るのか、分庁化するのか検討し、調整する。
 主役は住民であり、住民サービスの低下
にならないよう、また、効率的、機能的な
組織、機構とするため、組織・機構の基本
方針を策定し、その理念に沿って組織体制
を整備する。 
  



現 況 
項目 

西都市 佐土原町 新富町 西米良村 
課題 調整方針 

 
 

<公平委員会> 
事 務 局 庶務係 
<水道事業> 
水 道 課 管理係、工務係、営業係、 
      維持係 
<消防> 
消防本部 総務課 総務係、施設係 
     予防課 予防係、保安係 
     警防課 警防係、消防団係 
消 防 署 第 1 小隊、第 2 小隊、第 3 小隊
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

2.職員 （Ａ） 
 条例定数 
 市町村の事務部局の職員 

 
３１６人 

  
       ２０８人 

 
       １３７人 
 

  
       ５４人 

 議会の事務部局の職員           ７人           ３人          ３人          ２人 

 選挙管理委員会の事務部局の職員 
 
          ２人 

 
          １人 

 
         １人 

 

 監査委員の事務部局の職員           ２人           １人          １人  

 教育委員会の事務部局の職員          ７０人          ３４人         ３５人          ８人 

 農業委員会の事務部局の職員           ７人           ４人          ５人          １人 

 公平委員会の事務部局の職員 
 （兼務） 

          ２人 
 

          １人          １人  

 水道事業に従事する企業職員          １０人          １１人   

 
定数の問題 
 ４市町村の合計 
職員数の問題 
 4 市町村の合計 

 
定数・職員数 
 合併時に、４市町村の一般職の職員はす
べて新市の職員として引き継ぐものと
するが、新市において定員適正化計画を
策定し、その計画に沿って職員定数の調
整を行う。 

 
嘱託員、臨時職員 
 業務量を見直し、適正な配置にするよ
う、調整を行う。 

            ７人         ２０人 

 消防職員          ４６人    

      合 計         ４６０人         ２６３人        １９０人               ８５人 

     職員数 
 正職員 嘱託員 臨時職員 正職員 嘱託 臨時  正職員 嘱託 臨時 正職員 嘱託 臨時 
  一般行政 議会    ７人      ４人      ３人      ２人    

       総務   ６１人     ７人   ４３人   ５人 １０人  ３６人  ５人  ６人   １９人   １人 
       税務   ２５人     ４人   １６人   ３人  ６人  １１人  ２人  ４人    ４人   
       労務                  
       農林   ４０人     ６人   １７人   １人  ４人   １８人  １人  ２人   １０人   ２人 
       商工   １２人      ５人      １人      １人   
       土木   ４５人     ７人   ２６人  ５人  ４人  １９人  １人     ８人   ３人 
       小計  １９０人    ２４人  １１１人 １４人 ２４人  ８８人  ９人 １２人   ４４人   ６人 
  福祉関係 民生   ７９人    ４０人   ４７人  ４９人  １人  ３６人  ３人 ３０人    ７人   
       衛生   ２０人     ７人   ２１人  ２３人  ５人   ９人   １人    １人   ２人 
       小計   ９９人    ４７人   ６８人  ７２人  ６人  ４５人  ３人 ３１人    ８人   ２人 
  特別行政 教育   ６２人    ３３人   ３２人  ５２人  ７人   ３４人 １１人  ６人    ８人   ７人 
       消防   ４６人     １人          

       小計  １０８人    ３４人   ３２人  ５２人  ７人  ３４人 １１人  ６人    ８人   ７人 
  公営企業 病院            １７人   ５人 
       水道   １２人     １人   １１人   ８人     ６人  １人  １人    １人   
       下水道   １１人     １０人   ２人       １人   
       その他   ２０人     ７人   １５人   ４人  １人    ８人   ３人    ４人   
       小計   ４３人     ８人   ３６人  １２人  ３人   １４人  １人 ４人   ２３人   ５人 
    総合計  ４４０人   １１３人  ２４６人 １５０人 ４０人  １８１人 ２４人 ５３人   ８３人  ２０人 

  

3.特別職の職員 （A） 
 常勤職員  市町村長 
       助役 
       収入役 

  日野光幸 
  一原則幸 

   長友義忠 

 
  戸敷 正 
  長友哲男 岩切千秋(収入役兼掌) 

 
   川越俊宏 
   小原基弘 
   長友忠重 

 
   黒木定蔵 
   黒木慶男 
   黒木正近 

 
常勤の職員は同一 

合併時の常勤の特別職の職員及び新市の
職務執行者については、4 市町村長が別に
協議して定めるものとする。 



現 況 
項目 

西都市 佐土原町 新富町 西米良村 
課題 調整方針 

4.服務 （C） ・西都市職員の職務に専念する義務の特例
に関する条例 
・西都市職員の職務に専念する義務の特例
に関する条例施行規則 
・西都市職員の勤務時間及び休日休暇に関
する条例 
・西都市職員の勤務時間等に関する規則 
・西都市職員の勤務を要しない日及び勤務
時間の割り振りに関する規則 
・西都市職員の育児休業等に関する条例 
・西都市職員の育児休業等に関する条例施
行規則 
 

・佐土原町職員の失職に関する条例 
・佐土原町職員の勤務時間、休暇等に関
する条例 
・佐土原町職員の勤務時間、休暇等に関
する施行規則 
・佐土原町職員の被服貸与に関する規則
・佐土原町職員服務規程 

・職務に専念する義務の特例に関する条
例 
・職務に専念する義務の特例に関する規
則 
・職員の勤務時間、休日及び休暇に関す
る条例 
・職員の勤務時間、休日及び休暇に関す
る規則 
・職員の週休日及び勤務時間の割り振り
に関する規則 
・職員の育児休業等に関する条例 
・職員の育児休業等に関する規則 
・新富町職員服務規程 

・西米良村職員の服務に関すの宣誓に関
する条例 
・職務に専念する義務の特例に関する条
例 
・西米良村職員の勤務時間、休暇等に関
する条例 
・西米良村職員の勤務時間、休暇等に関
する規則 
・職員の勤務を要しない日及び勤務時間
の割振りに関する規則 
・職員の勤務を要しない時間の指定に関
する規則 
・西米良村職員の育児休業等に関する条
例及び同規則 
・当直規程 
・服務規程 
・人事考課制度の実施に関する規程 

4 市町村で異なる事項が
ある。 

4 市町村で異なる事項については、合併時
に統一したものにするよう 4市町村で調整
を行う。また、新たな制度が必要なものに
ついても 4 市町村で協議して定めていく。

5.慶弔  (C)  なし  なし  なし なし 必要性 合併時までに必要があるかの検討を行う。

6.職員団体の登録に関する条例 
  （C） 

・西都市職員団体の登録に関する条例 
・西都市職員団体の登録等に関する規則 

・佐土原町職員団体の登録に関する条例 職員団体の登録に関する条例 
職員団体の登録に関する規則 
 

西米良村職員団体の登録に関する条例 同一 合併時までに 4市町村で確認し統一したも
のを整備する。 

7.定年前管理職措置 （C）  なし  なし  なし なし 必要性 合併時までに必要があるかの検討を行う。

8.職員勧奨退職 （C） ・西都市職員退職手当支給条例 
・西都市職員退職手当支給条例施行規則 
（特例要件）定年に達する日から６ヶ月前
までに退職する者で、その者の勤続期間
が 25年以上かつ退職時年齢が 50歳以上
の者 

（手  当）退職手当算定時給料月額を、
定年退職迄の残年数 1年につき 2/100 の
割増措置 

・佐土原町職員退職勧奨実施要領(内規) 内規  なし 制度化してあるところ
と、してないところがあ
る。 

制度化するかどうかを含めて協議し、制度
化するのであれば、合併時までに統一した
ものに調整する。 

9.特別職の給料 （Ａ） 
（給料） 
  市町村長 
  助役 
  収入役 
（期末手当） 
  支給月数 
  役職加算 

     
 

８２２，０００円 
６５６，０００円 
６００，０００円 
 
    ３．５月 
     １５％ 
 

 
 
    ８１３，０００円  
    ６６８，６００円 
    ６２２，０００円 
 
        ３．５月  
         １０％ 

 
 
    ７５５，０００円 
    ６０７，０００円 
    ５７４，０００円 
 
        ３．５月 
         １５％ 

 
 
    ６６５，０００円 
    ５４０，０００円 
    ５２０，０００円 
     
        ３．５月 
         １０％ 

 
 
4 市町村で異なる。 

 
 
合併時までに 4市町村長の考えを踏まえて
報酬額の調整を行う。 

10.職員の給与 （Ａ） 
 給料表 

 
行政職給料表（９級制） 

 
 行政職給料表（８級制）  行政職給料表（８級制）  行政職給料表（７級制）

 医療職給料表（１級制）
医療職給料表（６級制）

行政職給料表の級制が
異なる。 

行政職給料表の級制を何級にするかを 4市
町村で調整を行う。また、職員の給料は現
給を保証するとともに、4 市町村間の給料
の格差是正を行う。 

 給料等の支給日 
  給料 

 
  毎月２１日 

 
  毎月２１日 

 
毎月２１日 

 
毎月２１日 

 
同一 

 
調整なし 

  期末勤勉手当 
 
 

  ３月１５日 
  ６月３０日 
 １２月１０日 

  ３月１５日 
  ６月３０日 
 １２月１０日 

  ３月１５日 
  ６月３０日 
 １２月１０日 

  ３月１５日 
  ６月３０日 
 １２月１０日 

 
同一 

 
調整なし 

初任給 
  大学卒 
  短大卒 
  高校卒 

  
２級２号給 １７１，５００円 

 １級６号給 １５５，０００円 
 １級４号給 １４４，０００円 

 
２級２号給 １７１，５００円 
１級 5 号給 １４９，２００円 
１級３号給 １３９，５００円 

 
２級２号給 １７１，５００円 
１級 5 号給 １４９，２００円 
１級３号給 １３９，５００円

 
１級７号給 １６１，０００円 
１級 5 号給 １４９，２００円 
１級３号給 １３９，５００円

初任給の基準が異なる 合併時までに初任給の基準については、統
一したものに調整する。 

 給料表職務分類 
  １級 
 
 

 
市長部局の主事補、技師補又は雇の職
務 
消防士の職務 
前各号に準ずると認められる職 
務 

 
 主事、技師  定型的な業務を行う主事、技師又は保

育士の職務
定型的な業務を行う主事、技師・保
育士・保健師の職務 

職務分類が異なる。 合併後の組織に応じた職務及び職の設置
が必要であり、組織改正の状況を見なが
ら、統一した職務に応じた職務分類表の調
整を行う。 
 



現 況 
項目 

西都市 佐土原町 新富町 西米良村 
課題 調整方針 

  ２級 市長部局の主事補、技師補又は雇の職
務 
消防士の職務 
前各号に準ずると認められる職  
務 

 主事、技師  主事、技師又は保育士の職務 主事、技師・保育士・保健師の職務   

  ３級 市長部局の主事又は技師の職務 
消防士長の職務 
前各号に準ずると認められる職 
務 

 主事、技師  主任主事又は主任技師の職務 
 高度の知識又は経験を必要とする業
務を行う主事、技師又は保育士の職務

高度の知識又は経験を必要とする業
務を行う主事、技師・保育士・保健
師の職務 

  

  ４級 市長部局の主事又は技師の職務 
消防士長の職務 
前各号に準ずると認められる職 
務 

 主任主事、主任技師  主査の職務
 特に高度の知識又は経験を必要とす
る業務を行う主任主事、主任技師又は
保育士の職務

 係長又は主査の職務   

  ５級 市長部局の係長、主幹及び主査の職務 
支所長代理の職務 
消防司令補の職務 
議会又は農業委員会の事務局の係長の
職務 
教育委員会事務局の係長の職務 
前各号に準ずると認められる職 
務 

係長、保育所長補佐、主査 
 

 係長の職務
 高度の知識又は経験を必要とする業
務を行う主査の職務

 課長補佐又は主幹の職務   

  ６級 市長部局の係長、主幹及び主査の職務 
支所長代理の職務 
消防司令補の職務 
議会又は農業委員会の事務局の係長の
職務 
教育委員会事務局の係長の職務 
前各号に準ずると認められる職 

 保育所長、課長補佐、副参事、 
 係長、主幹 

 課長補佐又はこの職と同等の職務
 保育所長の職務
 検査官の職務
 主幹の職務
 

 課長、事務局長、事務長、所長、看護
師長の職務

 困難な業務を処理する課長補佐の職
務

  

  ７級 市長部局の課長補佐の職務 
福祉事務所の次長の職務 
支所長の職務 
消防司令の職務 
高度な知識経験を必要とする業 
務を行う職員の職務 
前各号に準ずると認められる職 

 課長、参事、所長、課長補佐  課長又はこの職と同等の職務
 参事の職務

 困難な業務を処理する課長の職務   

  ８級 市長部局の課長の職務 
福祉事務所長の職務 
消防長又は消防署長の職務 
議会、監査委員、農業委員会又は選挙
管理委員会の 
事務局長の職務 
教育委員会事務局の課長の職務 
市公民館の館長の職務 
給食センター所長の職務 
図書館長の職務 

 課長、参事 相当の経験を有する課長又はこの職
と同等の職務

  

  ９級 市長部局の課長の職務 
福祉事務所長の職務 
消防長又は消防署長の職務 
議会、監査委員、農業委員会又は選挙
管理委員会の 
事務局長の職務 
消防長又は消防署長の職務 
議会、監査委員、農業委員会又は選挙
管理委員会の 
事務局長の職務 
教育委員会事務局の課長の職務 
市公民館の館長の職務 
給食センター所長の職務 
図書館長の職務 

   



現 況 
項目 

西都市 佐土原町 新富町 西米良村 
課題 調整方針 

管理職手当  市長部局 
  課長        8/100 
  室長        8/100 
  福祉事務所長    8/100 
会計課 課長     8/100 
議会事務局 課長   8/100 
教育委員会 

  事務局の課長    8/100 
  給食センター所長  8/100 
  図書館長      8/100 
監査事務局 局長   8/100 
選挙管理委員会事務局 局長 

            8/100 
農業委員会事務局 局長 8/100 
消防本部 消防長   8/100 

 
 課長、局長、参事  10/100 
 支所長、保育所長、学校給食 
 センター所長     8/100 

町長部局
 総務課長     12/100 
 課長       10/100 
 総務課長補佐    8/100 
 財政課長補佐    8/100  
 企画商工課長補佐  8/100 
 保育所長      8/100 
会計課 課長    10/100 
議会事務局 局長  10/100 
教育委員会 
 課長       10/100 
 教育総務課長補佐  8/100 
農業委員会 局長  10/100
 

 村長部局
  総務課長     8/100
  課長       6/100
  総務課長補佐   6/100
  病院長    30,000 円
  事務長      6/100
 議会事務局 局長  6/100
 教育委員会     
  総務課長     6/100 
  共同調理場所長  6/100
 農業委員会 局長  6/100

管理職手当支給対象者
と手当額が異なる。 

合併後の職の設置及び管理職の範囲の決
定が必要であり、その管理職の範囲で管理
職に応じた管理職手当の額に調整を行う。

住居手当 
 

西都市職員の住居手当の支給に関する
規則（国と同じ） 

国と同じ 国と同じ 国と同じ 同一 
 
 

調整なし 
 
 

扶養手当 
 

国と同じ 
 

国と同じ 
 

国と同じ 国と同じ 同一 
 

調整なし 
 

通勤手当 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

0km 以上 2km 未満  800 円 
 2km 以上 3km 未満 2,300 円 
 3km 以上 4km 未満 2,800 円 
 4km 以上 5km 未満 3,200 円 
 5km 以上 6km 未満 3,600 円 
 6km 以上 7km 未満 3,900 円 
 7km 以上 8km 未満 4,400 円 
 8km 以上 9km 未満 4,600 円 
10km 以上 11km 未満 5,700 円 
11km 以上 12km 未満 6,300 円 
12km 以上 13km 未満 6,900 円 
13km 以上 14km 未満 7,500 円 
14km 以上 15km 未満 8,000 円 
15km 以上 16km 未満 8,500 円 
16km 以上 17km 未満 9,000 円 
17km 以上 18km 未満 9,700 円 
18km 以上 19km 未満 10,300 円 
19km 以上             11,000 円 

２km 未満   支給なし 
２km 以上    
  交通機関利用者 国と同じ 
  交通用具利用者 国と同じ 

2km 未満      支給なし 
2km 以上      2,000 円 

 5km 以上 10km 未満 4,100 円 
10km 以上 15km 未満 6,500 円 
15km 以上 20km 未満 8,900 円 
20km 以上 25km 未満 11,300 円 
25km 以上 30km 未満 13,700 円 
30km 以上 35km 未満 16,100 円 
35km 以上 40km 未満 18,500 円 
40km 以上     20,000 円    
 
 

2km 未満      支給なし 
2km 以上 
交通機関利用者 国と同じ 

 交通用具利用者 国と同じ   

通勤手当が、通勤距離に
より異なる。 
 
 
 
 
 

合併時までに通勤距離に応じた通勤手当
額の調整を行う。 
 
 
 
 

特殊勤務手当 
 
 
 

特殊勤務手当 
 手当数 １６種類 

佐土原町職員の特殊勤務手当条例   
８種類 
佐土原町企業職員の給与の種類及び基
準に関する条例 １種類 

職員の特殊勤務手当に関する条例
5 種類

西米良村職員の特殊勤務手当に関する
条例  ４種類

特殊勤務手当の項目及
び手当額が異なる 
 
 
 

合併時までに特殊勤務手当のあり方を再
考し、特殊勤務手当の項目を見直し、現に
必要なものだけの項目に絞り、4 市町村で
協議し、特殊勤務手当の項目及び手当額を
調整する。 
 

時間外勤務手当 
 

国と同じ 国と同じ 国と同じ 国と同じ 同一 調整なし 
 

管理職特殊勤務手当 
 

 管理職手当 10/100 を支給する職員 
6,000 円 

管理職手当  8/100 を支給する職員 
4,000 円 

課長、参事    6,000 円
その他の管理職  4,000 円

課長、局長、事務長、室長、所長の職に
ある者   7,000 円

対象者の職及び手当額
が異なる。 
 
 

管理職手当の項目と同様に調整する。 
 
 

期末勤勉手当 
 

国と同じ 国と同じ 国と同じ 国と同じ 同一 
 
 

調整なし 
 
 

期末勤勉手当加算割合 課長及び相当職        15/100 
課長補佐及び相当職      10/100 
係長・相当職、これらの職員以外の職員 
で職務の級が 5,6,7 級の職員     5/100 

職務の 8,7,6 級の職員 10/100 
職務の 5,4 級の職員   5/100 

職務の 8 級の職員  15/100
職務の 7,6 級の職員 10/100
職務の 5,4 級の職員  5/100 

職務の 7,6 級の職員 10/100
職務の 5,4 級の職員  5/100 

対象職員と加算割合が
異なる。 

合併時までに、職務の内容に応じた統一し
たものに調整を行う。 

11.福利厚生及び健康管理 （C） 福利厚生 
職員互助会(市 100％助成) 
 人間ドック受診助成 
 結婚祝金支給 

健康管理 
 健康診断(年１回) 
人間ドック 
健康管理セミナー 

福利厚生 
 佐土原町職員福祉会  
 町から補助金、職員組合等より会費
(一人につき 1,000 円) 

健康管理 
 健康診断(年１回) 

福利厚生 
 新富町職員互助会
 町から 1,200 万円補助
 会員一人毎月 200 円
 人間ドック等受診助成
健康管理 
 健康診断(年１回)

福利厚生 
 西米良村職員互助会 
 会費：月本俸の１％＋500 円 
 人間ドック等受診助成 
 村から 1/2,互助会 1/2 
健康管理 
 健康診断(年１回)

職員互助会の運営が異
なる。 

職員互助会の歳入、歳出について、その運
営を含めて調整を行う。 
 
 
 
健康診査については、４市町村とも年 1 回
の実施であり、その後のアフターケアを含
めて調整を行う。 



現 況 
項目 

西都市 佐土原町 新富町 西米良村 
課題 調整方針 

12.公務災害補償 （C） 地方公務員災害補償基金に加入 
・地方公務員災害補償法 
・地方公務員災害補償法施行令 
・地方公務員災害補償法施行規則 

地方公務員災害補償基金に加入 地方公務員災害補償基金に加入 地方公務員災害補償基金に加入 西都市と一部事務組合
で異なる。 

合併時までに、独自方式か、一部組合方式
かを検討し調整を行う。 

13.研修 （C） 西都市研修計画に基づく 特に定めていない 21 世紀における人材育成基本方針に
基づき毎年度職員研修計画を作成し職
員研修を実施

規程なし 職員研修の実施方法が
異なる。 

合併後に研修方針、計画を作成し実施して
いく。 

14.安全衛生 （C） 西都市職員の安全衛生管理に関する規則 佐土原町職員安全衛生管理規程 新富町職員の衛生管理に関する規程 西米良村職員安全衛生規程
衛生管理者、衛生推進者、産業医の設置
に関する規程あり

規則、規程が異なる。 合併時までに、法規に基づいた内容の調整
を行う。また、産業医等の調整も行う。 
 

15.児童手当 （C） ・児童手当法 
・児童手当法施行令 
・ 児童手当法施行規則 

支給方法 現金(15 年度から口座) 
  支給日  6 月 7 日 
       12 月 7 日 
       2 月 7 日 

 
 
 
 支給方法 口座振込 
 支給日  6 月 10 日 
      10 月 10 日 
      2 月 10 日 

 支給方法 口座振込 
 支給日  6 月 10 日 
      10 月 10 日 
      2 月 10 日

 支給方法 現金 
 支給日  6 月 10 日 
      10 月 10 日 
      2 月 10 日

支給方法及び支給日が
異なる。 

合併時までに、支給方法及び支給日を調整
する。 

16.退職手当 （C） ・西都市職員退職手当支給条例 
・西都市職員退職手当支給条例施行規則 

宮崎県町村総合事務組合の退職手当に
関する条例 

宮崎県町村総合事務組合の退職手当に
関する条例

宮崎県町村総合事務組合の退職手当に
関する条例

独自方式、一部組合方式
で異なる。 

独自方式か、一部組合方式かを検討し調整
を行う。 

17.嘱託職員、臨時職員 （C） 
  嘱託職員 
   勤務時間 
 
   勤務日数 
   更新回数  
   賃金 
 
 
   その他 
 

臨時職員 
 勤務時間 
 勤務日数 
 更新回数 
 賃金 
  
 
 その他 

 
非常勤職員 
 勤務時間 
 勤務日数 
 更新回数 
 賃金 
 
 その他 

 
要綱に基づき雇用 
 午前９時～午後４時 
 週 29 時間労働、週 1 時間調整 
 職員と同じ 
 業務内容により異なる。 
 業務内容により異なる。 
・事務 100,000 円～129,500 円 
・その他（有資格者等） 
    120,000 円～150,000 円 

 社会保険・雇用保険あり。 
 年休は臨時職員に準じる。 
 
 職員と同じ 
 職員と同じ 
 6 月以内 1 回限り更新 
 業務内容により異なる。 
 ・事務        5,700 円 
・その他(有資格者等) 5,900 円 
社会保険・雇用保険あり。 
年休は労基法に基づく。規則に特例に
ついての規定あり。 
嘱託職員と同じ 
職員と同じ 
6 月以内 3 回限り更新 
・事務        730 円 
・その他(有資格者等) 755 円 

 嘱託職員と同じ 

 
佐土原町嘱託員要綱に基づき業務ごと
に嘱託要綱制定 
 業務内容で異なる 
 
 
 
原則１年雇用(更新規定は業務内容に

より異なる) 
 日額 5,850 円～10,300 円 
    (業務内容で異なる) 
 
雇用保険の適用あり 
社会保険適用あり 
 
常勤  週 40 時間勤務 
非常勤 週 27 時間 50 分 
常勤  原則 6 ヶ月雇用 
非常勤 ２年以内 
1 回更新 
日額  
一般事務常勤  5,250 円 
一般事務非常勤 5,150 円 

雇用保険適用あり 
社会保険適用(常勤のみ) 

新富町嘱託員設置要綱

原則 午前９時～午後４時
週 29 時間労働、週 1 時間調整 
 職員と同じ 
原則１年雇用 

業務内容により異なる。 
75,000 円～168,000 円 
社会保険・雇用保険あり。 
年休は 10 日 

一般事務 週 40 時間勤務 
パート  週 29 時間 

 原則 6 ヶ月雇用 
 
1 回更新 

 一般事務  日額 5,000 円
 有資格者  日額 5,500 円
 パート   日額 3,900 円
社会保険・雇用保険あり。 
年休は 10 日 

西米良村嘱託員設置要綱

雇用内容で異なる

年度末日まで

月額 250,000 円以内で別に定める基準
により算定した額
社会保険・雇用保険あり。 
 
 
 
一般事務 週 40 時間勤務 

 
原則 6 ヶ月雇用 
 
1 回更新 
一般事務 日額 5,000円～10,000円

社会保険・雇用保険あり。 

嘱託員及び臨時職員に
ついては、職種、業務内
容によりその勤務条件
もことなり、また賃金等
も異なる。 

合併時までに、必要な業務を整理し、業務
ごとの勤務条件、賃金等の調整を行う。 

18.旅費 （C） 
 
   日当 
 
 
 
 
 
   旅費 

・旅費支給条例 
・旅費支給条例施行規則 

県内 1,000 円 
   宿泊伴う場合 2,600 円 

  ただし、近隣 5 町村(佐土原、新富、
高鍋、木城、国富)の旅行については支
給しない。 

  県外 2,600 円  
 市内旅費 1km につき 37 円(4km 以上)
 市外旅費 実費。原則公用車利用。 

・佐土原町旅費支給条例 
 町内旅費 あり     
 町外旅費 交通費は原則実費 
      日当 県内 1,500 円 
      ただし、鉄路 100 km、陸

路 50 km 未満は半額 
         県外 2,500 円 

・新富町職員等の旅費に関する条例
・新富町職員等の旅費に関する規則
 県内 1,300 円
 ただし、宮崎、西都、佐土原、高鍋、
木城,川南、都農は 700 円
 県外 2,300 円
 交通費は実費
私用車の場合 1ｋｍにつき ３０円 

西米良村旅費支給条例

 村内旅費 支給なし
 村外旅費 1,000 円～2,500 円
 私用車利用の場合は、実費の額を支給

(１km当り 15 円)

日当及び旅費の自家用
車使用の場合の旅費額
が異なる。 

合併後は管内が広域となり、私用車利用の
機会が多くなり、日当、交通費の実費、私
用車利用の交通費等統一したものに調整
を行う。 
 
 



１－（５） 総務・企画専門部会 電算

現 況 
項目 

西都市 佐土原町 新富町 西米良村 
課題 調整方針 

1.庁舎内部の処理

システム 

    

(1)住民情報に係る

システム （Ａ） 
（システム名） 

（処理方式） 

（メーカー名） 
（業務内容） （システム名） 

（処理方式） 

（メーカー名） 
（業務内容） （システム名）

（処理方式） 

（メーカー名）
（業務内容） （システム名）

（処理方式） 

（メーカー名）
（業務内容） 

 ①-1税総合 

 

住民税システム ｵﾝﾗｲﾝ・ﾊﾞｯﾁ 

IBM（ホスト） 

特徴・普徴課税、

証明書 

住民税システム ｵﾝﾗｲﾝ・ﾊﾞｯﾁ 

ＮＥＣ（ホスト） 

町県民税（特

徴・普徴）

賦課、税証明 

住民税システム ｵﾝﾗｲﾝ・ﾊﾞｯﾁ 

富士通（ホスト）

町県民税（特

徴・普徴）

賦課、税証明

住民税システム ｵﾝﾗｲﾝ・ﾊﾞｯﾁ 

富士通（ｻｰﾊﾞ）

町県民税（特

徴・普徴）賦課、

税証明 

 ①-2法人市民税 

 

同上 同上 法人住民税管理 法人町民税シス

テム

ｵﾝﾗｲﾝ・ﾊﾞｯﾁ

ＮＥＣ（ホスト） 

法人町民税情報

登録

証明発行

法人町民税シス

テム 

ｵﾝﾗｲﾝ･ﾊﾞｯﾁ

富士通（ホスト）

法人町民税情報

登録

証明発行

法人村民税シス

テム 

ｵﾝﾗｲﾝ・ﾊﾞｯﾁ 

富士通（ｻｰﾊﾞ）

法人村民税情報

登録、証明発行 

固定資産税シス

テム 

ｵﾝﾗｲﾝ・ﾊﾞｯﾁ 

富士通（ホスト）

固定資産税・賦

課処理、証明発

行、家屋の評価

 ①-3固定資産税 

 

固定資産税シス

テム 

ｵﾝﾗｲﾝ・ﾊﾞｯﾁ 

IBM（ホスト） 

土地・家屋の評

価、賦課処理 

固定資産税シス

テム

ｵﾝﾗｲﾝ・ﾊﾞｯﾁ 

ＮＥＣ（ホスト） 

家屋評価win 

固定資産税・都

市計画税賦課処

理、証明発行 

家屋の評価 家屋評価システ

ム 

スタンドアロン

PC 

家屋の評価 

固定資産税シス

テム 

ｵﾝﾗｲﾝ・ﾊﾞｯﾁ 

富士通（ｻｰﾊﾞ）

固定資産税、税

賦課処理、証明

発行 

 ①-4国保税（料） 

 

国民健康保険税

ｼｽﾃﾑ 

ｵﾝﾗｲﾝ･ﾊﾞｯﾁ 

IBM（ホスト） 

資格管理、賦

課・収納、証明

書発行 

国民健康保険シ

ステム 

ｵﾝﾗｲﾝ・ﾊﾞｯﾁ 

ＮＥＣ（ホスト） 

 

資格、賦課・収

納・給付・収納

管理 

資格・賦課・収

納・給付・統計

国民健康保険シ

ステム 

ｵﾝﾗｲﾝ・ﾊﾞｯﾁ 

富士通（ホスト）

資格、賦課・収

納・給付・収納

管理 

資格・賦課・収

納・給付・統計

国民健康保険シ

ステム 

ｵﾝﾗｲﾝ・ﾊﾞｯﾁ 

富士通（ｻｰﾊﾞ）

資格、賦課・収

納・給付・収納

管理 

資格・賦課・収

納・給付・統計 

 ①-6軽自動車税 

 

軽自動車税シス

テム 

ｵﾝﾗｲﾝ･ﾊﾞｯﾁ 

IBM（ホスト） 

登録・課税・収

納、証明書 

軽自動車税シス

テム

ｵﾝﾗｲﾝ・ﾊﾞｯﾁ 

ＮＥＣ（ホスト） 

登録・課税・収

納、証明書 

軽自動車税シス

テム 

ｵﾝﾗｲﾝ･ﾊﾞｯﾁ

富士通（ホスト）

登録・課税・収

納、証明書

軽自動車税シス

テム 

ｵﾝﾗｲﾝ・ﾊﾞｯﾁ 

富士通（ｻｰﾊﾞ）

登録・課税・収

納、証明書 

 ②-1住民記録 

 

住民記録システ

ム 

ｵﾝﾗｲﾝ･ﾊﾞｯﾁ 

IBM（ホスト） 

異動管理、証明

書発行 

住民記録システ

ム 

ｵﾝﾗｲﾝ 

ＮＥＣ（ホスト） 

住民基本台帳登

録管理、証明発

行 

住民記録システ

ム 

ｵﾝﾗｲﾝ・ﾊﾞｯﾁ 

富士通（ホスト）

住民基本台帳登

録管理、証明発

行

住民記録システ

ム 

ｵﾝﾗｲﾝ 

富士通（ｻｰﾊﾞ）

住民基本台帳登

録管理、証明発

行 

 ②-2住民記録 

 

なし   学校教育システ

ム 

ｵﾝﾗｲﾝ・ﾊﾞｯﾁ 

ＮＥＣ（ホスト） 

学校区設定 

入学通知書作成

学校教育システ

ム 

 

ﾊﾞｯﾁ

富士通（ホスト）

学校区設定 

入学通知・就学

時健診通知作成

なし   

 ②-3住民記録 

 

行政基本ｼｽﾃﾑ 

一般課利用 

ｵﾝﾗｲﾝ･ﾊﾞｯﾁ 

IBM（ホスト） 

宛名・送付先管

理 

行政基本ｼｽﾃﾑ 

一般課利用 

ｵﾝﾗｲﾝ・ﾊﾞｯﾁ 

ＮＥＣ（ホスト） 

宛名・送付先管

理 

行政基本ｼｽﾃﾑ 

一般課利用 

ｵﾝﾗｲﾝ・ﾊﾞｯﾁ 

富士通（ホスト）

名簿・宛名・送

付先管理

行政基本ｼｽﾃﾑ 

戸籍係のみ利用

ｵﾝﾗｲﾝ・ﾊﾞｯﾁ 

富士通（ｻｰﾊﾞ）

宛名・送付先管

理 

 ③印鑑登録 

 

印鑑登録システ

ム 

ｵﾝﾗｲﾝ･ﾊﾞｯﾁ 

IBM（ホスト） 

登録、証明書発

行 

陰影取込 

印鑑登録システ

ム 

ｵﾝﾗｲﾝ・ﾊﾞｯﾁ 

ＮＥＣ（ホスト） 

印影取込（MH） 

印鑑登録等管

理、証明 

ｻｲｽﾞ 384 及び
400 
印 影 取 込
（400DPI) 

印鑑登録システ

ム 

ｵﾝﾗｲﾝ・ﾊﾞｯﾁ 

富士通（ホスト）

印影取込

印鑑登録等管

理、証明

印鑑登録システ

ム 

ｵﾝﾗｲﾝ・ﾊﾞｯﾁ 

富士通（ｻｰﾊﾞ）

印影取込 

印鑑登録等管

理、証明  

印 影 取 込

（400DPI） 

 ④-1現戸籍関係 

 

平成15年度中に

構築予定 

未定  戸籍システム 

ｸﾗｻﾊﾞ方式 

ｵﾝﾗｲﾝ・ﾊﾞｯﾁ 

ゼロックス 

戸籍・戸籍附票

情報管理、証明

発行 

なし なし   

開発体制の確立 

データ情報収集・移行方針の

決定・移行プログラム作成 

プログラム開発 

合併までの運用・移行・研修

を十分加味した厳密なスケジ

ュール作成 

開発予算等の確保 

住民サービスの低下を招かないよう

電算システムの統一をはかり、合併

時に稼働できるように調整するもの

とする 

４市町村で独自にシステム構築を行

っているため、どこかに合わせるの

ではなく、合併時までに新たにシス

テムを構築する。 

稼動開始時には、新システム・旧シ

ステムの並行稼動を行う。 



現 況 
項目 

西都市 佐土原町 新富町 西米良村 
課題 調整方針 

 ④-2除籍関係 

 

平成15年度中に

構築予定 

未定  除籍システム 

ｸﾗｻﾊﾞ方式 

ｵﾝﾗｲﾝ 

ゼロックス 

除籍管理、証明

発行 

（ｲﾒｰｼﾞﾃﾞｰﾀ） 

なし なし   

 ⑤選挙 

 

選挙管理システ

ム 

ｵﾝﾗｲﾝ･ﾊﾞｯﾁ 

IBM（ホスト） 

各種選挙人名簿

管理 

住民記録システ

ム 

 

ﾊﾞｯﾁ 

ＮＥＣ（ホスト） 

選挙・選挙区管

理 

選挙システム 

 

ﾊﾞｯﾁ

富士通（ホスト）

選挙・選挙区管

理

選挙人管理シス

テム 

ｵﾝﾗｲﾝ・ﾊﾞｯﾁ 

富士通（ｻｰﾊﾞ）

選挙人・選挙区

管理 

保育料システム

児童手当システ

ム 

ｸﾗｻﾊﾞ 

富士通 

 

保育料管理 

 

児童手当管理 

保育料システム

児童手当システ

ム

ｵﾝﾗｲﾝ・ﾊﾞｯﾁ 

ＮＥＣ（ホスト）

保育料管理

児童手当管理

保育料ｼｽﾃﾑ

児童手当ｼｽﾃﾑ

ｵﾝﾗｲﾝ・ﾊﾞｯﾁ 

富士通（ホスト）

保育料管理

児童手当管理

児童手当システ

ム 

ｵﾝﾗｲﾝ・ﾊﾞｯﾁ 

富士通（ｻｰﾊﾞ）

児童手当管理 

生活保護システ

ム 

 

 

ｸﾗｻﾊﾞ 

富士通 

 

 

生活保護支給事

務、医療扶助介

護扶助関係発給

事務、経理統計 

健康管理システ

ム

ｵﾝﾗｲﾝ・ﾊﾞｯﾁ 

ＮＥＣ（ホスト） 

健診登録 保健衛生システ

ム

ｵﾝﾗｲﾝ・ﾊﾞｯﾁ 

富士通（ホスト）

各種健診管理

予防接種管理

健康管理システ

ム 

ｵﾝﾗｲﾝ・ﾊﾞｯﾁ 

富士通（ｻｰﾊﾞ）

検診登録（住民

検診・母子検診） 

なし   保健総合システ

ム（福祉保健課 

健康増進係管

理）

ｸﾗｻﾊﾞ方式 健診管理 なし  なし   

障害者福祉シス

テム 

ｸﾗｻﾊﾞ 

富士通 

障害者管理 

 

 障害者福祉シス

テム

ｵﾝﾗｲﾝ・ﾊﾞｯﾁ 

富士通（ホスト）

障害者管理 なし   

 ⑥福祉関係 

 

老人保健システ

ム 

ｵﾝﾗｲﾝ･ﾊﾞｯﾁ 

IBM（ホスト） 

所得区分判定  老人医療システ

ム

ｵﾝﾗｲﾝ・ﾊﾞｯﾁ 

富士通（ホスト）

資格管理 なし   

 ⑦介護保険 

 

介護保険システ

ム 

ｵﾝﾗｲﾝ･ﾊﾞｯﾁ 

IBM（ホスト） 

受給資格、保険

料、賦課収納 

介護保険システ

ム

ｵﾝﾗｲﾝ・ﾊﾞｯﾁ 

ＮＥＣ（ホスト）

介護保険資格、

保険料賦課収

納、給付

介護保険システ

ム

ｸﾗｻﾊﾞ方式

ｵﾝﾗｲﾝ・ﾊﾞｯﾁ 

富士通（ホスト）

介護保険資格、

保険料賦課収

納、給付

介護保険システ

ム 

ｵﾝﾗｲﾝ・ﾊﾞｯﾁ 

富士通（ｻｰﾊﾞ）

介護保険資格、

保険料賦課収

納、給付 

 ⑧国民年金 

 

国民年金システ

ム 

ｵﾝﾗｲﾝ･ﾊﾞｯﾁ 

IBM（ホスト） 

異動管理 国民年金システ

ム

ｵﾝﾗｲﾝ

ＮＥＣ（ホスト）

年金資格管理 国民年金システ

ム 

ｵﾝﾗｲﾝ･ﾊﾞｯﾁ

富士通（ホスト）

年金資格管理 国民年金システ

ム 

ｵﾝﾗｲﾝ 

富士通（ｻｰﾊﾞ）

年金資格管理 

 ⑨農業委員会 

 

農地基本台帳ｼｽ

ﾃﾑ 

ｵﾝﾗｲﾝ･ﾊﾞｯﾁ 

IBM（ホスト） 

農地台帳情報管

理 

農地管理システ

ム 

ｵﾝﾗｲﾝ・ﾊﾞｯﾁ 

ＮＥＣ（ホスト） 

農地台帳情報管

理 

農家台帳システ

ム 

ｵﾝﾗｲﾝ･ﾊﾞｯﾁ

富士通（ホスト）

個人・土地情報

管理（使用不可）

農地管理システ

ム 

スタンドアロン

ＮＥＣ 

農地台帳情報管

理 

 ⑩公営住宅 

 

住宅管理システ

ム 

ｵﾝﾗｲﾝ･ﾊﾞｯﾁ 

IBM（ホスト） 

市営住宅・教職

員住宅管理、家

賃判定 

家賃管理システ

ム 

 

ｵﾝﾗｲﾝ・ﾊﾞｯﾁ 

NEC（ホスト） 

住宅家賃管理。

収納 

家賃管理システ

ム 

ｵﾝﾗｲﾝ･ﾊﾞｯﾁ

富士通（ホスト）

住宅家賃管理 

収納

公営住宅管理シ

ステム 

ｵﾝﾗｲﾝ・ﾊﾞｯﾁ 

富士通（ｻｰﾊﾞ）

入居者情報、家

賃、収納、維持

管理 

 ⑪上下水道料金 

 

水道システム ｵﾝﾗｲﾝ･ﾊﾞｯﾁ 

IBM（ホスト） 

上下水道使用

者・料金管理 

上水道料金シス

テム 

 

下水は委託 

ｵﾝﾗｲﾝ・ﾊﾞｯﾁ 

富士通（サーバ） 

上水道料金管理

 

上水道料金シス

テム 

（水道課管理）

下水はなし 

ｵﾝﾗｲﾝ･ﾊﾞｯﾁ

富士通（ホスト）

上水道料金管理 上下水道料金シ

ステム 

ｵﾝﾗｲﾝ・ﾊﾞｯﾁ 

富士通（サーバ）

上下水道料金管

理 

(2)内部情報に係る

システム   （Ａ） 

 

（システム名） 

（処理方式） 

（メーカー名） 

 

（業務内容） 

 

（システム名） 

（処理方式） 

（メーカー名） 

 

（業務内容） 

 

（システム名）

（処理方式） 

（メーカー名）

 

（業務内容） 

 

（システム名）

（処理方式） 

（メーカー名）

 

（業務内容） 

 ①人事・給与 

 

職員給与システ

ム 

ｸﾗｻﾊﾞ 

IBM 

職員給与情報管

理 

職員給与システ

ム 

ｵﾝﾗｲﾝ・ﾊﾞｯﾁ 

ＮＥＣ（ホスト） 

職員給与情報管

理 

給与システム 

 

人事管理システ

ム 

ｵﾝﾗｲﾝ･ﾊﾞｯﾁ

富士通（ホスト）

職員給与情報管

理 

人事情報管理

職員給与システ

ム 

ｵﾝﾗｲﾝ・ﾊﾞｯﾁ 

富士通（ｻｰﾊﾞ）

職員給与情報管

理 

  



現 況 
項目 

西都市 佐土原町 新富町 西米良村 
課題 調整方針 

 ②財務会計 

 

財務会計システ

ム 

ｸﾗｻﾊﾞ 

IBM 

予算編成、執

行、 

決算統計、決算 

財務会計システ

ム 

ｵﾝﾗｲﾝ・ﾊﾞｯﾁ 

NTT ﾃﾞｰﾀ（UNIX） 

予算編成・歳入

歳執行管理・決

算・監査 

財務会計システ

ム 

ｵﾝﾗｲﾝ･ﾊﾞｯﾁ

富士通（ホスト）

予算編成・歳入

歳出執行管理・

決算

財務会計システ

ム 

ｵﾝﾗｲﾝ・ﾊﾞｯﾁ 

富士通（ｻｰﾊﾞ）

予算編成・歳入

歳執行管理・決

算 

 ③土木建築 

 

土木積算システ

ム 

NECなど 各種業務積算

（いろいろあ

る） 

土木設計積算シ

ステム

スタンドアロン 設計、積算管理 土木・水道設計

積算システム 

スタンドアロン 設計、積算管理 土木設計積算シ

ステム 

スタンドアロン

富士通 

工事設計 

委託設計 

  

 ④企業会計シス

テム   

なし   水道課企業会計

システム 

スタンドアロン 財務管理 なし   

 ⑤ｸﾞﾙｰﾌﾟｳｪｱ 

 

Web21 富士通など  導入準備中 ｵﾝﾗｲﾝ

未定

ｸﾞﾙｰﾌﾟｳｪｱ利用 ﾛｰﾀｽ ﾄﾞﾐﾉ・ｼﾃｨｰ ｵﾝﾗｲﾝ 庁内掲示板、三

役ｽｹｼﾞｭｰﾙ、公用

車・会議室予約

C－スクエア ｵﾝﾗｲﾝ・ﾊﾞｯﾁ 

富士通（ｻｰﾊﾞ）

庁内掲示板、三

役ｽｹｼﾞｭｰﾙ、公用

車・会議室予約 

  

2.地域情報化政策    

(1)ホームページ    

 ①ホームページ 

（Ａ） 

・平成11年4月開設 

・コンテンツ 

 行政情報、観光情報、生活情報、住宅団地情報など 

地域イントラのHPと融合させる予定。 

・施設予約の確認、申請様式のダウンロードを行う予定

である。 

・平成１４年に開設している。 

・【主な情報項目】行政情報（広報、観光情報など）、統

計情報等 

・メンテナンスは、総務課で更新を行っている。 

 

・平成１４年に開設している。 

・【主な情報項目】行政情報（広報、観光情報など）、統

計情報等 

・メンテナンスは、総務課で更新を行っている。 

・一部申請書ダウンロード可能 

 

・平成８年に開設している。 

・【主な情報項目】 

 観光情報、施設情報、特産品情報、イベント情報 

・企画商工課で更新を行っている。 

・テニス場・トレーニングセンター・山村広場（野球場）

の使用申込ができる。

(2)その他地域情報

化への取り組み 

   

 （Ａ） ・１４年度に地域イントラネット事業を実施し、市の公

共施設、小中学校及び保育所を光ファイバーで結ん

だ。 

・１５年度以降は、地域イントラネットの活用を図る予

定。 

・図書館については電算化未整備 

・町立図書館で所蔵する図書の図書名・著者名・分類な

どにより検索・貸出予約が可能なシステム準備中。 

・地域情報基盤の一役を担っている宮崎ケーブルテレビ

のエリア拡大等について、国の補助を活用しながら支

援している。 

※１４年度（１３年度繰越）第1期（下田島下那珂地区

など）４０００世帯、 

※１５年度（１４年度繰越）エリア拡大（上田島地区な
ど）５５００世帯予定 

なし ＭＪＨ２１から１０Mbpsの高速回線を確保し、それ

を無線インターネットを利用し、住民がブロードバン

ドでインターネットができる環境を整備した。 

◎現在、役場を中心とした地域のみ（約３３０世帯） 

※加入者は３５世帯 

◎１５年度エリア拡大により約４００世帯をカバーす

る予定 

  

 村内の世帯数は ６３９世帯

開発体制の確立 

移行方針の決定・移行プログ

ラム作成 

プログラム開発 

合併までの運用・移行・研修

を十分加味した厳密なスケジ

ュール作成 

開発予算等の確保 

４市町村で独自にシステム構築を行

っているため、どこかに合わせるの

ではなく、合併時までに新たにシス

テムを構築する。 



１－（６）．総務・企画専門部会 防災・消防・交通安全

現 況 
項 目 

西都市 佐土原町 新富町 西米良村 
課題 調整方針 

1 消防･救急の現況 

 

（Ａ） 

西都市消防本部 

１ １本部１署  

 

２ 職 員 定 数 ４６名 

現在職員数 ４５名 

 

３ 車両配置状況 

   水槽付消防ポンプ自動車 ２台 

   普通消防車       １台 

   救助工作車       １台 

   救急車         １台 

   高規格救急車      １台 

   防火広報車       １台 

   資機材運搬車（軽トラ） １台 

   指揮車         ２台 

 

４ 出動数 

火災出動  ２７件 

救急出動  １，１１６件 

 

５ 消防費予算額 

  常備消防費 ３３０，９６４千円 

  非常備消防費 ９８，０９３千円 

  消防施設費  ７４，６４３千円 

  消防委員会費    １６１千円 

  水防費     ３，６４４千円 

宮崎市消防局へ委託 

昭和４８年４月より広域消防業務を実施 

 

１ 出張所数     １ 

２ 職員数     １９(２班編成) 

  所長       １ 

３ 車両配置状況  ４台 

   水槽付ポンプ車 1 台 

   ポンプ車    1 台 

高規格救急車  １台 

連絡車     1 台 

 

 

 

 

 

４ 出動状況(H13 年中の北部出張所分) 

  火災出動   １１件 

  救急出動  ７８０件 

 

５ 広域消防負担金 ２６０，２７７千円

 

東児湯消防組合 

東児湯５町で構成 

 

１ 分遣所数   １ 

２ 職員数    ９名（２班編成） 

 

３ 車両配置状況 ２台 

   水槽付ポンプ消防車 １台 

   高規格救急車    １台 

 

 

 

 

 

 

 

４ 出動数（H13 年中の新富分遣所分） 

   火災出動      ７件 

   救急出動    ４８７件 

 

５ 消防組合負担金 ２３１，８８９千円

 

常備消防なし 

救急業務については、村立病院が対応。 

各市町村の形態がそれ

ぞれ違う。 

委託解消及び組合脱会

に伴う施設・人員・債

務等の分与処理 

共有財産の権利放棄 

施設・人員の配置 

 

すでに消防本部のある市町につい

ては、関係団体や住民の意見を聞

きながら、調整する。 

西米良村は、新市に移行する。 



現 況 
項 目 

西都市 佐土原町 新富町 西米良村 
課題 調整方針 

2.消防団の組織 

 

（Ａ） 

１ 組織 

分団数    ７分団 

団員定数 ８００名 

現在員  ７７２名 

 

団  長   １名 

  副 団長   ２名 

分 団長   ８名 

副分団長   ８名 

部  長  ６９名 

班  長 １６２名 

団  員 ５２２名 

計  ７７２名 

 

 

 

２ 任期 1 期 ２年 

（１５年３月末）改選１５年４月 

 

 

 

 

 

 

３ 消防団機具庫兼詰所数 ３５箇所 

 

４ 配置消防車数      ５３台 

   消防ポンプ自動車   １０台 

   小型ポンプ積載車   ３５台 

   軽四輪駆動小型ポンプ付積載車 

               ８台 

   小型ポンプ       ４台 

 

１ 組 織 

分団数     ７分団 

団員定数  ２７５人 

現員数   ２７４人 

 

  団 長       １名 

  副団長       ２名 

  分団長       ７名 

  旗 手       １名 

 

  部 長      １６名 

  ﾗｯﾊﾟ隊長      １名 

  班 長      ４８名 

  団 員     １９８名 

   計      ２７４名 

 

２ 任 期 

・団 長   １期 ４年 

(１６年３月末) 改選 １６年４月 

・分団長   １期 ４年 

・旗 手   １期 ４年 

・部 長   １期 ２年 

・ラッパ隊長 １期 ２年 

 

３ 消防団機庫数      １６箇所 

 

４ 配置消防車数      １８台 

水槽付ポンプ消防車   ５台 

   水槽車         １台 

   小型ポンプ付積載車  １２台 

１ 組 織 

  分団数     ４分団 

  団員定数  ２６９名 

  現員数   ２６２名 

 

  団 長     １名 

  副団長     ２名 

  分団長     ４名 

  本部伝令    ７名 

  旗 手     ０名 

  部 長    １６名 

  ラッパ部長   １名 

  班 長    ６４名 

  団 員   １６７名 

   計    ２６２名 

 

２ 任 期 

  ・団 長   １期 ２年 

  （１５年６月末） 改選 １５年７月

  ・副団長   １期 ２年 

  ・分団長   １期 ２年 

  ・部 長   １期 ２年 

  ・ラッパ部長 １期 ２年 

 

３ 消防団機庫（詰所）数  １７箇所 

 

４ 配置消防車数      １７台 

   水槽付ポンプ消防車   ２台 

   消防ポンプ自動車    ２台 

   小型ポンプ付積載車  １３台 

 

１ 組 織 

部 数     ９部 

団員定数  １３７人 

現員数   １４６人 

 

  団 長       １名 

  副団長       ２名 

  指導員       ３名 

部 長       ９名 

  ﾗｯﾊﾟ隊長      １名 

  班 長      ３３名 

  団 員      ９７名 

   計      １４６名 

 

２ 任 期 

・団 長   １期 ２年 

・副団長   １期 ２年 

・指導員   １期 ２年 

・部 長   １期 ２年 

・ラッパ隊長 １期 ２年 

 （平成１５年３月末） 

 

 

 

３ 消防団機庫（詰所）数  ８箇所 

 

４ 配置消防車数     １１台 

   消防ポンプ自動車   １台 

   小型ポンプ付積載車 １０台 

分団制度 

階級制度及び任期 

条例定数 

 

 

定数については、合併前の実団

員数をもとに合併時までに調

整する。 

制度等については、消防団の意

見を聞きながら合併時までに

調整する。 



現 況 
項 目 

西都市 佐土原町 新富町 西米良村 
課題 調整方針 

3.団員報酬･費用弁償 

 

（Ｂ） 

 

 

【報 酬】 

団長  年額 １６１，２００円 

副団長 年額 １１９，９００円 

分団長 年額  ９３，７００円 

副分団長年額  ７６，７００円 

部 長 年額  ７０，３００円 

班 長 年額  ３７，０００円 

団 員 年額  ３５，０００円 

 

【その他の報酬】 

指導員     ３７，０００円 

機関員 自動車・積載車 

 ８，０００円 

  小型ポンプ    ７，２５０円 

 

【費用弁償】 

水火災・警戒・訓練等  

 １回 ２，０００円 

会議出席等   １回 ２，０００円 

 

市内旅行における旅費 

片道（半径）４ｋｍのものについては、

旅行キロ数に対し 1ｋｍ当たり３７円

を乗じた額とする。バス利用の場合はバ

ス料金を実費支給 

 

県内 日 当 １，０００円（新富町・

佐土原町・木城町・国富町・高鍋町を除

く） 

宿泊料 １１，８００円 

県外 日 当  ２，６００円 

   宿泊料 １１，８００円（乙） 

   宿泊料 １３，１００円（甲） 

   車 賃  ２，０００円（乙地方

のみ１日につき） 

 

佐土原町消防団員の定員、任免、服務

に関する条例 

（報 酬） 

  団 長   年額 ３６５，０００円

  副団長   年額 ２８４，０００円

  分団長   年額 ２２７，０００円

  旗 手   年額 ２２７，０００円

  部 長   年額 １３７，０００円

  ﾗｯﾊﾟ隊長  年額 １３７，０００円

  班 長   年額  ５６，５００円

  団 員   年額  ５４，５００円

（費用弁償） 

 水火災・警戒 訓練等  

１回 １，７００円

 会議出席等    １回 ２，０００円

 

 

 

（別表 第１３条関係） 

 車賃１キロメートルにつき   ３７円

 県内  日 当     １，５００円

     宿泊料    １０，０００円

 県外  日 当     ２，５００円

     宿泊料    １２，５００円

新富町消防団員の定員、任免、給与、

 服務等に関する条例 

（報 酬） 

   団 長  年額 ２６１，０００円

   副団長  年額 １９９，０００円

   分団長  年額 １６４，０００円

   部 長  年額 １２０，０００円

   班 長  年額  ３９，０００円

   本部伝令 年額  ３９，０００円

   ラッパ手 年額  ３９，０００円

   団 員  年額  ３７，０００円

（費用弁償） 

 訓練手当     １日 ２，０００円

会議等      １日 ２，５００円

 水火災（５時間内）１回 ２，０００円

 水火災（５時間超）１回 ２，５００円

 自動車ポンプ等運転整備手当 

    １台につき年額 ２０，０００円

（別表 第１３条関係） 

 車賃１キロメートルにつき  ３０円 

 県内 日 当 

     宮崎市、西都・児湯管内（西米

良村除く）     ７００円

     上記以外の地域 １，３００円

    宿泊料     １０，０００円

 県外 日 当      ２，３００円

    宿泊料     １２，５００円

１ 消防功労金 

第２条 消防功労金とは、消防団員として

５年以上勤務し、消防活動に功労

があり他の模範となった者に対

して、その者の勤務年数に応じて

別表に掲げる額を退職時に支給

する。 

○ 特別職の職員で非常勤のものの報酬及
び費用弁償に関する条例

（報 酬）
団 長：１８７，０００円（年額）

副団長：１３０，０００円（年額）

部 長：１１３，０００円（年額）

班 長：３３，０００円（年額）

団 員：３０，０００円（年額）

（費用弁償）
（村 外）
団員日当 １回 １，０００円

車賃 実費

宿泊 １１，０００円
 （村 内）
   団員日当なし

   車賃実費

○ 西米良村消防団条例

（費用弁償）
村内における出動手当

   １回 ２，０００円（日額）

    風水害・火災・警戒・救助・訓練

  村外における出動手当

   １回 ４，０００円（日額）

    公務出張など

特に部長職以上の報酬

額に差があるため調整

の必要がある。 

合併時までに、関係団体等と協

議し消防団の活性化にも配慮

して適正な金額となるよう調

整する。 

 

 



現 況 
項 目 

西都市 佐土原町 新富町 西米良村 
課題 調整方針 

4.団員手当等 

 

    （Ｂ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 消防功労金 

   制度なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位 千円） 

県消防協会負担金      １７６  

消防団員退職報償金掛金 

１２，９６８ 

消防団員福祉共済金   ２，４００ 

消防団員運営補助金   １，４００ 

消防協会西都支部負担金   ４５４ 

 

１ 消防功労金 

第２条 消防功労金は、団員として１０年

以上勤務し、消防活動に功労があ

り他の模範となる者に対して，そ

の者の勤務年数に応じて別表に掲

げる額を退職時に支給する。 

消防功労金支給額表 

     （単位 千円）

年数 金額 年数 金額 

１０ 

１１ 

１２ 

１３ 

１４ 

１５ 

１６ 

１７ 

１８ 

１９ 

２０ 

１００ 

１０５ 

１１０ 

１１５ 

１２０ 

１５０ 

１６０ 

１７０ 

１８０ 

１９０ 

２２０ 

２１ 

２２ 

２３ 

２４ 

２５ 

２６ 

２７ 

２８ 

２９ 

３０ 

 

２３２

２４４  

２５６

２６８

３１０

３２４

３３８

３５２

３６６

４２０

３１ 

以上 

３０年を超えた年数を１年に 

つき１６，０００円を４２０，

０００円に加算した額 

      

 

（単位 千円）

２ 退職報奨金      ３，３３１ 

３ 公務災害補償     ５，４９７ 

４ 分団育成交付金    １，７００ 

５ 大型免許講習料補助    ２００ 

６ 宮崎県消防協会負担金   １６３ 

７ 宮崎郡支部負担金     ６８６ 

８ 団員福祉共催       ８２５ 

９ 防災訓練災害補償共催    ３３ 

10 消火栓設置負担金   ５，０００ 

 ２  前項の勤務年数の算定にあたっ

ては、職責等を考慮してその勤務

期間１年につき１００分の１５

０を超えない範囲内で町規則で

定める割合を乗じて計算するも

のとする。 （団長、副団長、分

団長及び部長の期間） 

消防功労金支給額表 

（単位 千円）

年数 金額 年数 金額 

５

６

７

８

９

１０

１１

１２

１３

１４

１５

１６

１７

１０

２０

３０

４０

５０

１２０

１３０

１４０

１５０

１６０

１７０

１８０

１９０

１８

１９

２０

２１

２２

２３

２４

２５

２６

２７

２８

２９

２００

２１０

２４０

２５０

２６０

２７０

２８０

３００

３１０

３２０

３３０

３４０

３０年以上３５

年未満 

４００

３５年以上 ５００

（単位 千円）

２ 退職報奨金 １４名  ３，９１９ 

３ 夜警手当         ３２０ 

４ 繰法大会報償費       ８４ 

５ 夏季訓練報償費       ９９ 

６ 始式報償費         ９３ 

７ 団員福祉共済掛金     ８０７ 

８ 公務災害補償等負担金 ５，２３１ 

９ 宮崎県消防協会負担金    ９６ 

10 東児湯支部負担金     １０６ 

11 防災訓練災害補償共済    １９ 

12 消火栓管理費     １，９５２ 

 

○ 西米良村消防団員に係る消防功労金の

支給に関する条例 

第２条 消防功労金は、消防団員として１０

年以上又は４５歳を超えて勤務し、

消防活動に功労があり他の模範と

なった者に対して、その者の勤務年

数に応じて別表に掲げる額を退職

時に支給する。 

 

消防功労金支給額表            

（単位：千円） 

年数 金額 年数 金額 

１０

１１

１２

１３

１４

１５

１６

１７

１８

１９

２０

２１

２２

５０ 

６０ 

７０ 

８０ 

９０ 

１１０ 

１２０ 

１３０ 

１４０ 

１５０ 

１８０ 

１９０ 

２００ 

２３

２４

２５

２６

２７

２８

２９

３ ０

～ 

３４

３ ５

以上

２１０ 

２２０ 

２６０ 

２７０ 

２８０ 

２９０ 

３００ 

３５０ 

 

 

４００ 

（単位 千円） 

２ 退職報奨金       ２，２２１ 

３ 公務災害補償       ３０８ 

４ 宮崎県消防協会負担金      ７ 

５ 宮崎県消防協会西都支部負担金 

１１５ 

６ 団員福祉共済        ４５０ 

７ 防災訓練災害補償共済      ５ 

８ 各部運営交付金     １，１４７ 

９ 操法大会出場交付金     ６３０ 

10 始式報償費          ４０ 

功労金制度の有無。 

 

支給対象、年数算定方

法の違い。 

合併時までに、関係団体等と協

議し決定する。 



現 況 
項 目 

西都市 佐土原町 新富町 西米良村 
課題 調整方針 

5.行事、訓練、大会等 

 

（Ｃ） 

辞令交付式（４/１）入退団式 

分団長・指導員研修 

新入団員研修 ６月 

移動消防学校 ６月 

樋門取扱研修 ６月 

分団毎夏季訓練 ７～８月 

西都市操法大会及び支部操法大会（西都

市・西米良）７月 

消防殉職者慰霊祭 

秋季全国火災予防運動期間中 に伴なう

(１１/９～１５) 

防火パレードおよび分団毎夜警 

鎮火祭 １２月（定例部長会どき） 

年末年始分団毎夜警 

西都市消防始式 １月 

春季全国火災予防運動に伴なう （３/

１～７） 

防火パレードおよび分団毎夜警 

定例分団長会議 年４回 

定例部長会議  年４回 

指導員会議   年４回 

 辞令交付式（４月の第１日曜日） 

 夏季訓練大会（７月１、３、５日のい 

ずれか） 

 秋の火災訓練（非常呼集訓練・・全団 

にて） 

 年末特別警戒（夜警）１２月２１日～ 

３０日まで 

 消防出初式（１月７日） 

 春の火災訓練（非常呼集訓練・・各分 

団ごと） 

 

４ 辞令交付式（４月上旬） 

部長消防学校研修（４月上旬） 

５ 新入団員研修（５月第２日曜日）

部長県外研修（２年に１度） 

６  

７ 消防繰法大会（７月上旬） 

８ 花火大会警戒（８月第３土曜日）

夏季訓練大会（８月第３日曜日）

９ 地震津波対策訓練（９月上旬） 

退団式（９月下旬） 

10 幹部県外研修（２年に１度） 

11 火災予防運動（広報・水利点検）

火災防ぎょ訓練（運動期間中） 

移動消防学校（２年に１度） 

ポンプ一斉整備点検（１１月下旬）

12 年末特別警戒（12/21～30） 

１ 消防始式（１月上旬） 

２  

３ 災害危険箇所点検（３月上旬） 

火災予防運動（広報・水利点検）

そ

の

他

消防部長会  月１回 年１２回

  幹部会  月１回 年１２回

機庫点検       年 ４回

 

 

 辞令交付式（４月の幹部会の折） 

 春の防火査察（４月） 

 夏季訓練大会（９月第１日曜日） 

 秋の火災査察（１０月） 

 年末特別警戒（夜警）１２月～１月まで 

 消防出初式（１月６日） 

主要な行事については

ほぼ同じであるが、実

施にあたっては各市町

村で日時・要領が違う

ため調整が必要であ

る。 

合併時までに、関係団体と協議

し決定する。 



現 況 
項 目 

西都市 佐土原町 新富町 西米良村 
課題 調整方針 

6.防災無線施設の状況 

 

（Ｂ） 

１ 西都市防災行政無線（移動系） 

・メーカー 日本無線（アナログ） 

 

   設置年度 昭和５８年度 

   経過年数 ２０年 

・基地局     １局 

・庁舎内設置    １１局 

・可搬型陸上移動局 １６局 

（各集落） 

・車載型移動局   ２３局 

（公用車） 

・携帯型移動局   １０局 

  合 計     ９１局 

        吹山に中継局有り 

 

 

 

 

２ 防災行政無線（同報系なし） 

 

 

 

 

 

３ 防災行政無線運営協議会負担金 

６０７×２＝１，２１４千円 

      （市・消防の２カ所） 

１ 佐土原町地域防災無線（移動系） 

  ・メーカー ナショナル 

 

   設置年度 平成５年度 

   経過年数 １０年 

  ・基 地 局       １局   

・役場半固定可搬局    ２局 

  ・陸上移動中継局     １局   

 ・半固定可搬局      ８局 

・移動局（車載型）   ４０局   

 ・移動局（車携帯型）   ９局 

  ・移動局（可搬型）    ２局  

・移動局（携帯型）   ２７局 

合 計        ９０局 

周波数 ９０２MHz 

 

２ 防災行政無線（同報系） 

   設置年 平成８～１１年度 

  ・メーカー  ナショナル 

  ・基 地 局     １局    

 ・屋外受信局    ５４局 

  ・屋外個別受信局  ２５局 

   周波数 ６９．７６５MHz 

 

３ 防災行政無線運営協負担金  

６０７千円 

 

１ 新富町防災行政無線（移動系） 

メーカー 沖電気 

カスタマアドテック 

設置年度 昭和６１・６２年度 

経過年数 １５～１６年 

  基地局           1 局 

  移動局（車載型）     １５局 

  移動局（可搬型）      ８局 

  移動局（携帯型）      ２局 

  合 計          ２６局 

  周波数 ４６６．８MHz 

 

 

 

 

 

２ 防災行政無線（同報系） 

  メーカー 沖電気 

カスタマアドテック 

  基地局           １局 

  屋外拡声子局       １８局 

  戸別受信機     ５，６３３台 

  周波数 ６９．１２MHz 

３ システム保守委託料    

２，４２５千円 

４ 防災行政無線運営協負担金 

 ６７４千円 

 

１ 防災行政無線（移動系） 

  ・メーカー ナショナル 

 

   設置年度 平成８年度 

   経過年数    ７年 

  ・基地局     １局 

  ・中継局     ２局 

  ・車携帯     ３局 

  ・車載型     ９局 

  ・携帯型    １８局 

   合 計    ３３局 

   周波数  ４０７．２２５MHz 

 

 

 

 

２ 防災行政無線（同報系） 

  ・メーカー  ナショナル 

  ・基 地 局     １局 

 ・屋外受信局    １１局 

   合 計      １２局 

   周波数 

 

３ 防災行政無線運営協負担金   

６０７千円 

 

各市町村でメーカー、

周波数、設置年が異な

る。 

防災行政無線の新設には多大

な費用が必要なため、当分の間

各市町村の現行施設を活用し

合併後、経済面・効率面等を考

慮し、計画的に情報通信の整備

を実施する。 

7.災害対策本部条例 

 

（Ｃ） 

１ 組織 西都市災害対策本部 

 本部長  市長 

 副本部長 助役 

 部 長 総務対策部（総務課長） 

・民政対策部・農林対策部・税務対策部 

・商工対策部・建設対策部・文教対策部 

・出納対策部・消防対策部・水防本部 

・支部（５支所） 

 部長の下に副部長、班長、班員を置く。 

１ 組織 佐土原町災害対策本部組織 

本部長   町長  

副本部長  助役 

部 長  総務対策部長（議会事務局

長）・町民部長・民政対策部長・

農政対策部長・土木対策部長・

上下水道部長・文教対策部長 

 部長の下に班長・班員を配置 

 

１ 組織 新富町災害対策本部 

  本部長  町長 

  副本部長 助役、収入役 教育長 

  部 長  総務対策部（総務課長） 

       民生対策部・産業対策部 

       土木対策部・水道対策部 

       教育対策部・水防本部 

       消防対策部 

   部長の下に班長・班員を配置 

１ 組織 西米良村災害対策本部 

  本部長  村長 

  副部長・部長については規定なし 

災害時の迅速な対応が必

要 

地域の特性を考慮し策定する。



現 況 
項 目 

西都市 佐土原町 新富町 西米良村 
課題 調整方針 

8.地域防災計画 

 

（Ｃ） 

策定日 不明 

毎年更新 

平成１０年３月に地域防災計画を策定 

 

 

 

平成１１年３月に地域防災計画を策定 

 

 

平成１４年度に修正 災害に迅速に対応する

ための計画の策定 

現計画をもとに地域の特性を

考慮し策定する。 

9.防災会議条例 

 

（Ｃ） 

１ 組織 

（１） 会長は市長、委員は次の各号に

掲げるものをもって充てる。 

① 指定地方行政機関のうちから

市長が委嘱する者 2 人以内 

② 宮崎県の知事の部内の職員の

うちから市長が委嘱する者 

6 人以内 

③ 宮崎県警察官のうちから市長

が委嘱する者 1 人 

④ 市長がその部内の職員のうち

から指名する者 １２人以内 

⑤ 教育長  

⑥ 消防長及び消防団長 

⑦ 指定公共機関又は指定地方公

共機関のうちから市長が委嘱

する者 7 人以内 

（２）委員の任期 

７の委員の任期は２年とする。補

欠の委員の任期は、前任者の残存

期間 

（３） 所管事務 

地域防災計画を作成し、及びそ

の実施を促進する。 

(ア) 町の地域に係る災害が発生

した場合において、当該災害

に関する情報を収集するこ

と。 

(イ) 法律又はこれに基づく政令

によりその権限に属する事

務 

 

１ 組織 

（１） 会長は町長、委員は次に掲げるも

のをもってあてる。 

① 指定行政機関のうちから町長が

任命する者 ４名以内 

② 県の職員のうちから町長が任命

する者   ４名以内 

③ 警察官のうちから町長が任命す

る者    ４名以内 

④ 町長が職員のうちから指名する

者     ４名以内 

⑤ 教育長 

⑥ 消防長又は消防団長 

⑦ 指定公共機関又は指定地方公共

機関のうちから町長が任命する

者 

⑧ その他町長が任命する者 

（２） 委員の定数 

① 、②、③、④、⑦、⑧ 

４名以内 全体で２７名 

任期は２年とする。補欠の委員の任期

は、前任者の残任期 

（３） 所管事務 

① 地域防災計画を作成し、及びその

実施を促進する。 

② 町の地域に係る災害が発生した

場合において、当該災害に関する

情報を収集すること。 

③ 法律又はこれに基づく政令によ

りその権限に属する事務 

 

１ 組織 

（１） 会長は、町長をもって充てる。 

（２） 委員は、次の各号に掲げる者をも

って充てる。 

  ①宮崎県の知事の部内の職員のうち 

から町長が委嘱する者。 

②宮崎県警察の警察官のうちから町

長が委嘱する者。 

③町長がその部内の職員のうちから 

指名する者。 

④教育長 

⑤消防長及び消防団長 

⑥指定公共機関又は指定地方公共機

関の職員のうちから町長が委嘱す

る者。 

⑦その他公共的団体の職員のうちか

ら町長が委嘱する者。 

（３） 委員の定数 

①、②、③、⑥、⑦の委員の定数は、

それぞれ５人、２人、１９人、４人、

３人とする。⑤、⑥、⑦の委員の任期

は２年とする。補欠の委員の任期は、

前任者の残任期間とする。 

（４） 所管事務 

  ①地域防災計画を作成し、及びその実

施を推進すること。 

②町の地域に係る災害が発生した場

合において、当該災害に関する情報

を収集すること。 

③水防法による水防計画を調査・審議

④法律又はこれに基づく政令により

その権限に属する事務 

１ 組織 

（１） 会長は村長をもって充てる。 

（２） 委員は次のものをもって充てる。 

① 宮崎県知事の部内の職員のうちか

ら村長が任命するもの。 

② 宮崎県警察官のうちから村長が任

命するもの。 

③ 村長がその部内の職員のうちから

指名するもの。 

④ 教育長 

⑤ 消防団長及び副団長 

⑥ 指定公共機関または指定地方公共

機関の職員のうちから村長が任命

するもの。 

（３） 委員の定数 

①、②、③、⑥の委員の定数はそれ

ぞれ２人、３人、８人、２人とする。 

委員の任期は２年とし、補欠の委員

の任期は、前任者の残任期間とする。 

（４） 所管事務 

① 西米良村地域の防災計画を作成し

及びその実施を推進すること。 

② 西米良村の地域に係る災害が発生

した場合において当該災害に関す

るじょうほうを収集すること。 

③ 非常災害に際し緊急措置に関する

計画を作成し、かつ、その実施を推

進すること。 

④ 法律またはこれに基づく政令によ

りその権限に属する事務。 

 地域の特性を考慮し策定する。



現 況 
項 目 

西都市 佐土原町 新富町 西米良村 
課題 調整方針 

10.水防協議会 

 

（Ｃ） 

本市に水防法第２６条第１項の規定に

より西都市水防協議会を設置する。 

協議会は、本市の水防計画その他水防に

関する重要な事項を調査審議する。 

【協議会の委員】 

議会の議長・総務常任委員・建設常任委

員長・文教厚生常任委員長・産業経済常

任委員長・西都警察署長・西都児湯森林

管理署長・西日本電信電話㈱宮崎支店

長・西都土木事務所長・児湯農林振興局

長・高鍋保健所長・杉安堰土地改良区理

事長・消防団長・消防副団長・九州電力

㈱一ツ瀬工務所長・宮崎県企業局工務課

長・西都市西児湯医師会長とし市長が委

嘱する。 

【会長】 

協議会の会長は市長とする。 

【召集】 

協議会の会議は会長が招集する。 

気象台より洪水注意報が発令されたとき。

又は、水防法第１０条の２の規定による洪

水予報の通知があったときから、洪水の危

険がなくなるまでの間、町役場内に水防本

部を設置する。 

水防本部は、災害対策本部長の指揮下に入

る。 

 

水防協議会は防災会議が兼ねる。 

水防協議会は防災会議が兼ねる。 

 

水防協議会は防災会議が兼ねる。 西都市以外は防災会議が

兼ねている 

地域の特性を考慮し防災会議

と合わせて調整する。 

11. 避難施設・一時避難

場所 

 

（Ｃ） 

１ 災害時の避難場所としては、小中学

校、公民館、体育館等を指定している。 

  ５８ヶ所（内１カ所佐土原小学校） 

 

 

 

 

１ 災害時の避難場所としては、小・中学校、

公民館、体育館等を指定している。 

       ４２ケ所 

１ 災害時避難場所  合計 ８０ヶ所 

 １次避難場所    ６３ヶ所 

  （地区集会所・公立公民館） 

 ２次避難場所     ９ヶ所 

  （小中学校・町内体育館） 

 避難場所       ８ヶ所 

  （運動広場・公園） 

１ 災害時の避難場所としては、小・中学校、

公民館、体育館等を指定している。 

       １１ケ所

指定方法、指定数 現在の指定場所を参考に調整

する。 

12.自主防災組織 

 

（Ｃ） 

１ 自主防災組織  １５団体 

 

 

 

１ 地区数   ９４地区 

２ 自主防災組織 無し 

１ 地区数    ６１地区 

 

２ 自主防災組織 無し 

１ 地区数   ８地区 

２ 自主防災組織 ６地区 

組織の有無 合併時までに調整する。 



現 況 
項 目 

西都市 佐土原町 新富町 西米良村 
課題 調整方針 

13.防犯灯 

 

（Ｂ） 

１ 防犯灯 

（１）防犯灯設置基数 

     不明 

（２）防犯灯設置補助 2/3 

   支柱付の場合  1/2 

   予算額 ３６０千円 

   予算内にて基数調整 

（３）電気料補助なし 

２ 地区外の分は市の補助なし 

１ 防犯灯 

（１） 防犯灯設置基数 

 １，３９６柱（平成１５年３月現在）

（２） 防犯灯設置補助  １／２  

    予算額  ６００千円 

 予算内にて基数調整 

（３） 防犯灯電気料補助 １／２ 

予算額  ３，５００千円 

２ 地区外は、町にて設置費及び電気料負

担 

１ 防犯灯（設置補助金 １５０千円） 

（１） 防犯灯設置基数 

  ６９３柱（Ｓ５８～Ｈ14年度）以前

は不明 

（２） 防犯灯設置補助  １／２  

 当初予算不足時随時補正可 

（３） 防犯灯電気料補助なし 

２ 地区外の分（行政区 61 地区以外） 

（１） 防犯灯設置補助 1／２ 

電気料補助なし 

   （分譲団地） 

（２） 町にて設置電気料も町で負担 

   （激甚地域通学路） 

 

１ 防犯灯 

（１） 防犯灯設置基数 

   把握していない。 

（２） 防犯灯設置補助 

  地域安全防災活動推進協議会が補

助 

  新設・建替え→予算の範囲内におい

て全額補助 

  補修工事→予算の範囲内において

３/４以内の補助 

防犯灯電気料は地区などが負担。 

各市町村で補助割合、

補助金額が違う。 

合併時までに、関係団体と協議

し決定する。 

14.その他の防犯 

 

（Ｂ） 

（単位：千円） 

１ 県防犯協会負担金     ４９ 

２ 県暴力追放県民会議負担金  

１０３ 

３ 西都市地域安全活動推進協補助金 

              ５８５ 

４ 西都地区防犯協会補助金 

２１６２ 

（単位：千円）

１ 安全なまちづくり推進会議謝礼 ２４

２ 県防犯協会負担金       ４５

３ 宮崎地区防犯協会負担金   ２７３

４ 県暴力追放県民会議負担金   ９５

５ 防犯協会補助金        ９５

（単位：千円）

１ 県防犯協会負担金      ２７ 

２ 高鍋地区防犯協会負担金  ５７１ 

３ 県暴力追放県民会議負担金  ５９ 

４ 高鍋地区暴力追放協議会負担金 ３ 

５ 新富町防犯協会補助金     ０ 

（単位：千円） 

１ 県防犯協会負担金        ２ 

２ 西都地区防犯協会負担金   ３３８ 

３ 県暴力追放県民会議負担金   １０ 

４ 暴力団等追放協議会負担金    ３ 

各市町村で補助金額が

違う。 

合併時までに検討し決定する。

15.交通安全施設 

 

（Ｂ） 

（単位：千円） 

１西都地区交通安全協会補助金 

２７０ 

２西都市交通安全都市推進協補助金 

２７０ 

３西都地区安全運転管理者等協会員 

                ９ 

４交通安全指導員報酬 13 名（定員 15

名）           ９７７ 

５西都市交通安全推進大会    ０ 

（単位：千円）

１ 交通安全協会補助金   １，２００

２ 宮崎地区交通安全対策協負担金 １０

３ 宮崎北安全運転管理者協議会会員 

                 １０

４ 交通指導員 １０名     ６４０

５ 交通安全町民のつどい      ０

（単位：千円）

１ 高鍋地区交通安全協会補助金３４５ 

２ 高鍋地区交通指導員負担金  ５８ 

３ 交通指導員年報酬 １０名 ６８０ 

４ 交通安全対策協議会報酬（年 2回） 

  １人 ７００円      １１２ 

（単位：千円） 

１ 西都交通安全協会負担金    １５ 

２ 西米良村交通安全協会補助金  ４５ 

３ 交通指導員 ３名      １５０ 

４ 交通安全推進協議会     １０７ 

５ チャイルドシート補助     ７５ 

６ 安全運転管理者協議会負担金   ９ 

各市町村で補助金額が

違う。 

 

交通指導員の報酬額が

違う。 

合併時までに、関係団体と協議

し決定する。 



１－（７）．総務・企画専門部会 基地対策

現 況 
項目 

西都市 佐土原町 新富町 西米良村 
課題 調整方針 

1 基地対策協議会(B)  

なし 

 

 

 

 

なし 

 

 

 

●組織 
昭和 56 年に基地周辺整備に関する対策を協議

し、町の発展と福祉の向上を図ることを目的とし
て発足。 
平成13年度20次答申を機に発展解消し平成14
年度より 25 名（区長会 4名、激甚地区区長 2名、
各農業部会長、商工会、建設業・医療・福祉関係、
青年・婦人）で再スタート。 
●事業内容 
 
   

 

なし 

組織が新富町のみである。 合併後も新市に引き継ぎ、組織の見直しを

行う。 

2.障害防止事業(B) ●根拠法令  
３条 
●事業規模 
 現在はなし 

●根拠法令  
３条 
●事業規模 
現在はなし 

●法令根拠 
防衛施設周辺の生活環境の整備等に関する法
律  第 3 条 
●事業内容 
航空機の離着陸等により生じる障害あるいは
基地が原因で生じる障害を防止したり軽減する
ために行う工事 
農業用施設、道路、水道 
学校施設、医療施設等 

なし 取組みの有無がある。 事業対象区域が基地との因果関係のある区

域に限定されるためその区域内での実施と

なり、その範囲内での事業調整となる 

3.調整交付金事業(B) ●根拠法令   
９条 
●事業規模  
 集会施設建設事業 
 市道改良事業 

なし 
●法令根拠 
防衛施設周辺の生活環境の整備等に関する法
律  9 条 
●事業内容 
内閣総理大臣が防衛施設を特定防衛施設として、

また、当該市町村を特定防衛関連市町村として指定
した場合、公共用施設の整備を行うための事業。 
交通施設、スポーツレクリエーション施設 
環境衛生施設、教育文化施設 
社会福祉施設、消防に関する施設等 

なし 特定防衛関連市町村の指定 

現在の指定 
西都市、新富町 

合併後の新しく指定された市の区域名での

事業実施となる 

4.民生安定事業(B) 

 

●根拠法令  
 ８条 
●事業規模  
市道改良事業（レスキュー道路） 

 

●根拠法令  
 ８条 
●事業規模  
町道改良事業 

●法令根拠 
防衛施設周辺の生活環境の整備等に関する法律
8条 
●事業内容 
防衛施設の設置または運用によりその周辺地域
の住民の生活または事業活動が阻害されると認め
られる場合、その障害の緩和に資するため、生活環
境施設また事業経営の安定に寄与するための施設
整備について必要な措置を採る事業。 
道路、学習等共用施設、有線ラジオ放送施設、
無線設備、消防施設等 

なし 取組みの有無がある。 事業採択の要件等、法律に基づき実施され

るので、事業採択基準内での事業実施の調

整となる 

5.施設取得事務(B) ●法令根拠 
防衛施設周辺の生活環境の整備等に

関する法律  5 条 
●事業内容 

第１種区域のうち、航空機の離着陸等の頻

繁な実施により生ずる騒音に起因する障

害が特に著しい区域に現存する建物等を

区域外へ移転する場合の費用を補償する

事業 

 

なし ●法令根拠 
防衛施設周辺の生活環境の整備等に関する法
律  5 条 
●事業内容 
第１種区域のうち、航空機の離着陸等の頻繁な実施
により生ずる騒音に起因する障害が特に著しい区
域に現存する建物等を区域外へ移転する場合の費
用を補償する事業 
 

なし 取組みの有無がある。 政令により区域が指定されるため、移転対

象物件は限定される 

6.住宅防音工事(C) ●根拠法令  
 ４条 
●事業規模  
 公営住宅防音工事及び 
 空調器取り替え工事 
 民間住宅防音工事行政相談 

 及び実施名簿作成 

●民間住宅防音工事 
75Ｗ区域（第１種区域）に該当 
 役場の業務は、住民からの問い合わせ
に応じたり、名簿の作成を行う。 
●公共住宅防音工事 
 ７５Ｗ区域（第１種区域）に該当 
 都甲路住宅       ４棟２０戸
 宝塔山住宅      １０棟５０戸
 新町住宅（新五上地区） ９棟３４戸
 追手住宅        ７棟３７戸
※どの住宅も現在機能復旧工事を随時行
 っている。 

●法令根拠 
防衛施設周辺の生活環境の整備等に関する法
律  4 条 
●事業内容 
福岡防衛施設局と地区区長と連絡。 
各地区に実施戸数の割り振り。 
 

なし 取組みの有無がある。 政令により区域が指定されるため、防音公

示対象住宅は限定される。各年度ごとの工

事実施については、予算の範囲内であり実

施住宅の調整が必要である 



現 況 
項目 

西都市 佐土原町 新富町 西米良村 
課題 調整方針 

7.騒音調査(C) 

 

設置数  １基 
設置者  西都市  
調査方法 
 依頼があった場合に設置 
     ７日間 

航空機騒音測定装置を平成１４年に１

台購入し、１ヶ所を約２ヶ月測定して場

所を移動させ測定。 

２台購入。基地周辺に約３ヶ月設置し測定。 なし 測定装置の設置場所につい

ての協議が必要。 
合併後、調査方法について検討する。 

8.農耕阻害損失補償(C) ●根拠法令  13 条 
●事業規模 補償金額 82,623 円 
     事務費  54,000 円 

なし 

 

 

●法令根拠 
防衛施設周辺の生活環境の整備等に関する法

律  13 条 
●事業内容 
飛行場の東西進入表面化（L=2,000m W=870m）

において農業を営む者が航空機の離着陸によっ
て被る損失を補償するもの。 
H14 年度 179 名 874 筆分 

4,958,016 円を交付 
事務費 79,000 円 

なし 取組みの有無がある。 法律に基づき実施されるので、調整は困難

である。 

9.自衛官募集事務(C) 

 

事業内容 
  平成 14 年度募集事務地方公共団体委
託費 65,000 円 

 14 年度は重点市町村の指定あり 

募集事務委託料 21,000 円 

 
募集事務委託料 23,000 円 募集事務委託料 29,000 円 

●事業内容 

自衛官募集の村広報紙掲載 

取組みの違いがある。 合併時までに県と協議して事務の統一を図

る。 

10.自衛隊協力会(C) ●組織 
 宮崎県自衛隊協力会西都支部 
 支部長 日野 光幸 
 会員数 １５１名 
●事業内容 
 総会 自衛隊入隊（校）者 
 壮行会ほか 

 

会長 町長 

会員 ５１名 

助役２名、教育長 

町議１７名 

父兄会理事３０名 

会長 町長 

会員 247 名 

    

●組織 
宮崎県自衛隊協力会西米良村支部 
支部長：村長
事務局：村総務課
会員数：33人 
●事業内容 
会員には年会費を 2 口ずつ納めても
らっているが、総会などの活動はし
ていない。村出身者が新しく自衛官
となる場合、協力会・父兄会合同で
壮行会を開くが、3役のみ出席。 

合併後は会長が１名となる

など人数の減数が予想され、

どのような構成にするかが

課題となる。 

合併時までに組織の在り方について関係機

関と協議して調整する。 

11.自衛隊父兄会(C) 

 

市役所に事務局なし 

 

会長 中野昭男 

会員 １８８名 

会費 年間２，０００円 

活動 総会、壮行会、父兄会だよりの作

成 

会長 鬼塚 渉

会員 197名
会費 年 2,000円
活動 総会、新入隊員激励会など

●組織 
西米良村自衛隊父兄会
会長：上米良武夫
事務局：村総務課
会員数：23人
会費：4，000円
●事務局の業務
会計、行事等の調整など
●事業内容
協力会・父兄会の業務は、村総務課
広報広聴係が兼務するため、広報紙
による募集記事の取り扱いについて
は容易である。

各市町村に組織がありその

取組みに違いがある。 

事務局を団体内に設置し自主運営していく

ことが望ましい 

12.その他基地対策に関する
補助事業(B) 

●TV 受信料補助 
補助あり。ただし、住防区域と補助区域
に相違があるため市単独事業にて補助し
ている。 
●空調器稼働電気料補助 
 ３条施設に対して補助あり（国から） 

（学校、保育所） 

なし ●テレビ受信料補助
騒音が特に著しい地域（85W 区域）のテレビ

受信料契約者（地上波）に対し、受信料の半額免
除措置を受けている額を差引いた額を補助する。
●空気調和機器稼動電気料補助
騒音が特に著しい地域（85W 区域）内の世帯

に対し空気調和機器稼動電気量の一部を補助す
る。

毎年 7月から 9月末までの期間
世帯割 3,000円
人員割 1,000円
最高限度額 10,000円

●激甚地区環境整備事業
激甚地区 13地区を対象に 1地区 100万円を限
度とし、当該地区が実施する生活環境整備事業に
要する経費を一部補助する。

なし 取組みの違いがある。 合併時までに補助事業の見直しを行う。 



３－（４）．住民福祉部会 児童・障害者福祉 ①児童福祉

現 況 
項目 

西 都 市 佐土原町 新 富 町 西米良村 
課題 調整方針 

1.児童手当（国）  
（C） 

  
 
 
 

・受給資格 
義務教育就学前児童を養育してい
る人 
所得制限（扶養人数により異なる）
有り 
 
・手当ての額 
第１子    ５，０００円 
第２子    ５，０００円 
第３子以降 １０，０００円 
さ 
１３年度実績 
支給延件数  ２１，３０４件 
支給額１２６，７３５，０００円
 

・受給資格 
義務教育就学前児童を養育して
いる人 
所得制限（扶養人数により異な
る）有り 
 
・手当ての額 
第１子    ５，０００円 
第２子    ５，０００円 
第３子以降 １０，０００円 
 
 
１３年度実績 
支給延児童数  １７，６０２件 
支給額１０４，１２０，０００円 
 

・受給資格
義務教育就学前の児童を養育して
いる人。ただし前年（１月から５月
までの月分の手当てについては
前々年）の所得により制限有り。
（税の扶養人数により異なる。）
・手当ての額
第１子    ５，０００円
第２子    ５，０００円
第３子以降 １０，０００円
 
 
１３年度実績
支給延児童数 １０，９６７件
支給額  ６７，９８０，０００円

・受給資格 
義務教育就学前児童を養育して
いる人 
所得制限（扶養人数により異な
る）有り 
 
・手当ての額 
第１子    ５，０００円 
第２子    ５，０００円 
第３子以降 １０，０００円 
 
 
１３年度実績 
支給延件数     ５５８件 
支給額  ３，２３５，０００円

(国の制度事業) 引き続き制度を維持する。 
 
 

2.児童扶養手当（国） 
（C） 

 
 
 

・受給資格 
１８歳に達する日以降の最初の３
月３１日までにある児童の者又は
２０歳未満で心身に障害のある者
を養育している母等。ただし所得額
により支給額の制限あり。 
 
 
 
 
・手当ての額（月額） 
児童１人 ４２，３７０円 
一部支給：所得に応じて４２，３６
０円～１０，０００円 
児童２人目は、５，０００円加算
児童３人目以降、１人につき３，０
００円加算 
 
 
 
 
負担 
平成１４年８月から、福祉事務所
に事務委譲となり、支給額の１/
４が市の負担となった。 
 
 
 
 

・受給資格
１８歳に達する日以降の最初の
３月３１日までの間にある者を
母が監護するとき、又は母がない
か、母が監護しないため、母以外
の者が当該児童を養育するとき、
母又は養育者に対して資格があ
る。ただし、所得額により支給額
の制限有り。

・手当ての額（月額）
全部支給 ４２，３７０円（児童
１人）
一部支給 所得に応じて４２，３
６０円～１０，０００円
児童２人目   ５，０００円加
算
児童３人目以降 １人につき３，
０００円加算

・負担
 なし

・受給資格
１８歳に達する日以降の最初の３
月３１日までの間にある者を母が
監護するとき、又は母がないか、母
が監護しないため、母以外の者が当
該児童を養育するとき、母又は養育
者に対して資格がある。ただし、所
得額により支給額の制限有り。

・手当ての額（月額）
全部支給 ４２，３７０円（児童１
人）
一部支給 所得に応じて４２，３６
０円～１０，０００円

児童２人目   ５，０００円加算
児童３人目以降 １人につき３，
０００円加算

・負担
 なし

・受給資格 
１８歳に達する日以降の最初の
３月３１日までにある児童の者
又は２０歳未満で心身に障害の
ある者を養育している母等。ただ
し所得額により支給額の制限あ
り。 
 
 
 
・手当ての額（月額） 
児童１人 ４２，３７０円 
一部支給：所得に応じて４２，３
６０円～１０，０００円 
児童２人目は、５，０００円加算
児童３人目以降、１人につき３，
０００円加算 
 
 
 
 
・負担
 なし

（国の制度事業） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
財政的負担１/４の確
保 
 

引き続き制度を維持する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
制度維持のため財源を確保する 



現 況 
項目 

西 都 市 佐土原町 新 富 町 西米良村 
課題 調整方針 

3.乳幼児医療費助成
（県） 

（Ａ）

対象児童 
・ ３歳の誕生月まで 
助成額 
・ 保険給付の一部負担金額から月

額３００円を控除した額） 
（３歳児まで県補助対象） 
 
１３年度実績 
支給延件数  １６，５８６件
支給額３８，７９６，８７７円

 

対象児童 
・ ３歳の誕生月まで 
助成額 
・ 保険給付の一部負担金額から

月額３００円を控除した額
（３歳児まで県補助対象） 

 
１３年度実績 
支給延件数  １５，２９６件 
支給額３４，７７３，２２９円 

 

対象児童
・３歳の誕生月までの
助成額
・保険給付の一部負担に相当する額
（３歳児まで県補助対象）

13年度実績
支給延件数   １１，３７８件
支給額 ３０，６９３，６０５円
（うち単独費     3,600,000円）

対象児童 
・ 就学前まで 
助成額 
・全額支給（３歳児まで県補助対
象） 
 
 
１３年度実績 
支給延件数     ９５０件 
支給額 ２，４０３，０６０円 
（うち単独費  958,772円）

対象児童の範囲が異な
る。 
助成額が異なる。 

合併時までに新富町方式を基本
として調整する。 
 

4.寡婦医療費助成 
 
    （Ａ）

対象者 
・ 住民票に記載された６０歳以上

７０歳未満の一人暮らしで、
国民健康保険に加入し、市民
税非課税である。 

助成額 
・ 保険給付の一部負担金額から入

院は月額４，０００円を、入
院外は月額２，０００円を控
除した額を助成。ただし、１
００円未満切捨て。 

 
 
１３年度実績 
支給延件数     １６件 
支給額   ９４，７００円

 

対象者 
・ 住民票に記載された６０歳以

上の一人暮らしの寡婦。 
 
 
助成額 
・ 支払った一部負担金から、老人

保健法第 28 条第 1 項で定め
る額を控除した額を助成。 

 
 
 
 
１３年度実績 
支給延件数     １０件 

支給額   ３８，５６４円 

対象者
・ ６０歳に達する月から７０歳

に達する日の属する月までの
者

・ 扶養義務者と生計を同一にし
ていな者

・ 児童扶養手当法に規定する所
得の範囲内の者

・ 生活保護法等により医療費の
全額給付を受けていないもの

助成額
・ 保険給付の一部負担に相当す

る額
１３年度実績
支給額    ３９３，１９０円

対象者 
・母子寡婦福祉法に規定する者
で、民法に定める扶養義務者と生
計を同一にしていない者。 
 
助成額 
・ 全額支給 
 
 
 
 
 
 
１３年度実績 
支給延件数      ２０件 
支給額   ２００，８７４円

（市町村単独補助事
業） 
 
対象者・助成額が異な
る。 

合併時までに新富町・西米良村
方式を基本として調整する。 
 
 

5.母子家庭医療費助成
（県） 
 
     （Ａ）
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

対象者 
・ 母子寡婦福祉法に規定する者 
で、１８歳に達する年度の年度末
までの者 
・ ２０歳未満の児童を養育してい
る母子家庭の母親
・ 児童扶養手当法第９条に規定す
る所得の範囲内の者
 
助成額 
・ 保険給付の一部負担金額から月
額１，０００円を控除した額を助
成。ただし、１００円未満切捨て。
 
・ １３年度実績 
支給延件数   １，０２３件
支給額 ５，８０５，３００円

 
 

対象者 
・ 母子寡婦福祉法に規定する者 
で、１８歳に達する年度の年度
末までの者 
・ ２０歳未満の児童を養育して 
いる母子家庭の母親 

・児童扶養手当法第９条に規定す
る所得の範囲内の者
 
助成額 
・ 保険給付の一部負担金額から 
月額１，０００円を控除した額
を助成。 
 
・１３年度実績 
支給延件数     ９７８件 
支給額 ４，５７９，６４３円 

対象者
・ 母子寡婦福祉法に規定する者

で、１８歳に達する年度の年
度末までの者 

・ ２０歳未満の児童を養育して
いる母子家庭の母親

・ 児童扶養手当法第９条に規定
する所得の範囲内の者

・ 
助成額
・ 保険給付の一部負担に相当す
る額

・ １３年度実績
支給延件数     ８５６件
 支給額  ３、９９６，５５０円

対象者。 
・ 母子寡婦福祉法に規定する者

で、１８歳に達する年度の年
度末までの者 

・ ２０歳未満の児童を養育して
いる母子家庭の母親 

・児童扶養手当法第９条に規定す
る所得の範囲内の者
 
助成額 
・ 全額支給 
 

 
・１３年度実績 
支給延件数     １０４件 
支給額    ２９０，１２０円

助成額が異なる。 合併時までに新富町・西米良村
方式を基本として調整する。 
 
 



現 況 
項目 

西 都 市 佐土原町 新 富 町 西米良村 
課題 調整方針 

6.父子家庭医療費助成 
    （Ａ） 

対象者 
・ 母子寡婦福祉法に規定する者

で、１８歳に達する年度の年
度末までの者 

・２０歳未満の児童を養育している
父子家庭の父親 
助成額 
・ 保険給付の一部負担金額から月

額１，０００円を控除した額
を助成。ただし、１００円未
満切捨て。 

１３年度実績 
支給延件数      ３５件
支給額   １３５，１００円

 
 
 
 

なし なし 対象者 
・ 母子寡婦福祉法に規定する者

で、１８歳に達する年度の年
度末までの者 

・２０歳未満の児童を養育してい
る父子家庭の父親 
 
助成額 
・ 全額支給 
 
 
１３年度実績 
支給延件数       ６件 
支給額   ２１４，０２６円

（単独事業） 
西都市・西米良村のみ
実施。 
 

 
合併時までに調整する。 
 

7.母子世帯貸付金 なし 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

なし なし   

8.児童館 
    （C） 

なし 
 
 
 
（平成１６年度１か所建設予定）
 
 
 
 
 
 
 

１ヶ所 
（旭町児童館） 

なし なし  新市に引き継ぐ。 

9.母子クラブ助成 なし 
 
 
 
 
 
 
 

なし なし なし   



現 況 
項目 

西 都 市 佐土原町 新 富 町 西米良村 
課題 調整方針 

10.保育所 
    （A） 

１．保育所数及び定員 
・公立：9箇所 定員 525 名 
・私立：9箇所 定員 565 名 
 
２．保育時間 
・公立：月～土（7：00～18：00）
・私立：月～土（6：50～18：50）

（7：00～19：00）
 
 
 
 
 
 
３．保育料 
 

別紙 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ｂにおける負担軽減世帯 
・母子世帯 
・障害世帯 
Ｂ～Ｄ４の世帯において 
・2人入所の場合保育料の低いほう
が半額 
・3人以上入所の場合保育料の低い
ほうの 
 1/10 
Ｄ５～Ｄ８の世帯において 
・2人入所の場合保育料の高いほう
が半額 
・3人以上入所の場合保育料の高い
ほうの 1/10 
 
 

１．保育所数及び定員 
・公立：5箇所 定員 330 名 
・私立：5箇所 定員 300 名 
 
２．保育時間 
・公立：月～土（7：30～18：00） 
・私立：月～土（7：00～18：00） 
（私立のみ延長保育～19：00） 

 
 
 
 
 
 
３．保育料 
 

別紙 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ｂ及びＣにおける負担軽減世帯 
・母子世帯・父子世帯 
・父母が重度の障害世帯 
Ｂ～Ｄ２の世帯において 
・2人入所の場合保育料の低いほ
うが半額 
・3人以上入所の場合保育料の低
いほうが無料 
  
Ｄ３～Ｄ６の世帯において 
・2人入所の場合保育料の高いほ
うが半額 
・3人以上入所の場合保育料の高
いほうが無料 

１．保育所数及び定員 
・公立：5箇所 定員 345 名 
・私立：5箇所 定員 300 名 
 
２．保育時間 
・公立：月～金（7：30～17：30）
      土（7：30～12：30）
・私立：月～土（7：30～17：30）

（7：00～18：00）
 
 
 
 
 
３．保育料 
 

別紙 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ｂにおける負担軽減世帯 
・母子、父子世帯 
・障害世帯 
Ｂ～Ｄ２の世帯において 
・2人入所の場合保育料の低いほう
が半額 
・3人以上入所の場合保育料の低い
ほうの 
 1/10 
Ｄ３～Ｄ６の世帯において 
・2人入所の場合保育料の高いほう
が半額 
・3人以上入所の場合保育料の高い
ほうの 1/10 

１．保育所数及び定員 
・へき地保育所 (公立)：１箇所
定員   ３歳以上 ６０人 
      ３歳未満 １２人 
        計  ７２人 
 
 
 
２．保育時間 
月～金（７：３０～１８：００）
土 （７：３０～１１：３０）
 
 
 

３．保育料 
  均等割以下  ９，５００円

住民税額が
２万円以下 １０，０００円
２万円超  １１，０００円

３歳未満は、
上記額に８，０００円加算

通園距離が
４㎞以上 １，０００円減額
６㎞以上 ２，０００円減額

(１５年度改正予定。)
別紙

・保育時間、保育料の
基準が異なる。 

・新市に引き継ぐ。 
・保育料、保育時間等について
は合併時までに調整する。 



現 況 
項目 

西 都 市 佐土原町 新 富 町 西米良村 
課題 調整方針 

11.私立保育所助成 
 （国費・県費対応分） 

（C） 
 
 
 
 
 
 
 
 （単独分） 

（Ａ） 

（国費・県費対応分） 
１．法人立保育所運営費国庫負担金
２．延長保育等促進事業 
３．乳児保育促進事業 
４．一時保育促進事業 
５．障害児保育 
６．保育所地域活動事業 
７．子育て家庭支援推進事業 
８．乳幼児すこやか健康管理事業 
 
 
（市町村単独） 
１．法人立保育園運営費補助 
        ２，８８６千円 
（児童補助分 1,920 千円） 
（職員共済事業主負担金補助

735 千円）
（学校健康会共済掛金補助 

231 千円）
 
２．西都市児童福祉施設建設整備費

補助金（１/2,限度額３００万
円） 

 

（国費・県費対応分） 
１．私立保育所運営費国庫負担金 
２．延長保育等促進事業 
３．乳児保育促進事業 
４．一時保育促進事業 
５．障害児保育 
６．保育所地域活動事業 
７．休日保育事業 

（国費・県費対応分） 
１．法人立保育所運営費国庫負担金
２．延長保育等促進事業 
３．一時保育促進事業 
４．障害児保育 
５．保育所地域活動事業 
６．保育所地域活動事業 
７．元気に子育て支援事業 
８．地域子育て支援センター事業 
 
 
 
（市町村単独） 
 
日本体育・学校健康センター掛け金
補助     ３２７，２５０円

なし （国・県補助制度） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
単独補助実施団体（西
都市、新富町）がある。 
 

引き続き実施する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
合併時までに調整する。 

12.その他の事業 
 （国・県補助事業） 

（C） 
 
 
 
 
 
 （単独分） 

（B） 

１．放課後健全育成事業（放課後児
童クラブ 

・実施箇所      ２箇所 
・定員    それぞれ３０人 
 
 
 
 
 
１．市民福祉（遺児）手当 
 父が死亡した児童を養育及び監
護している母又は母に準ずる者
（市民税均等割以下）に支給 
資格要件 

 ・市内に１年以上居住し、住民票
を有する者 

 対象児童 
・義務教育終了前の児童 
助成額 
・一人に年額３６，０００円 
（１４年度実績） 

２１人 
７９２，０００円 

１．放課後健全育成事業（放課後
児童クラブ 

・実施箇所      ４箇所 
・定員      概ね２０人 
・実施場所 児童館：１箇所 

       保育園：２箇所 
       公民館：１箇所 
 
 
 

１．放課後健全育成事業（放課後児
童クラブ 

・実施箇所      １箇所 
・定員        ３０人 

・県放課後児童クラブ整備事業 
・実施箇所      ２箇所 
・定員     １０～１９人

なし （国県の補助事業） 
 
 
 
 
 
 
 
 
西都市のみの実施 

引き続き実施する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
合併時までに調整する。 



３－（４）．住民福祉部会 児童・障害者福祉 ②障害者福祉

現 況 
項目 

西 都 市 佐土原町 新 富 町 西米良村 
課題 調整方針 

1.更生医療給付事業 （国・県） 
（C） 

 
 
 
 
 
 

給付内容 
・ 身体障害者の更生を促進するため、 
必要とする医療費の給付を行う。 

 
 
 
１３年度助成実績件数 

８８０件 
１３年度助成実績金額 

１０，６５４，１５９円 

給付内容 
障害の軽減や機能を回復するための
治療費の助成を行う。 
 一般・内部障害 24 人 
 人工透析 51 人 
 
１３年度助成実績件数 

８３０件 
１３年度助成実績金額 

 １０，０６９，５４８円

給付内容 
・ 身体障害者の更生を促進するため、
必要とする医療費の給付を行う。 
 
 
 
１３年度助成実績件数 

７８０件
１３年度助成実績金額 

８,２７８,０８９円

給付内容 
・ 身体障害者の更生を促進するため、
必要とする医療費の給付を行う。 
 
 
 
１３年度助成実績件数 

８２件
１３年度助成実績金額 

３３５，５０８円

 引き続き制度を維持する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2.重度心身障害者医療費助成事業 
 （県） 

（A） 
 
 
 
 
 
 

給付内容 
・重度心身障害者（児）に対し、病院等
で診療を受けた場合に、保険診療によ
る自己負担額の１，０００円を控除し
た額を助成する。 

 
 
１３年度助成実績件数 

         ３，７４７件 
１３年度助成実績金額 

    ４２，０９９，９２７円 
                  

給付内容 
・重度心身障害者（児）に対し、病院
等で診療を受けた場合に、保険診療
による自己負担額の１，０００円を
控除した額を助成する。 
 
 
１３年度助成実績件数 
         ２，８５６ 件 
１３年度助成実績金額 
    ２９，８３１，６８７ 円 
 

給付内容 
・重度心身障害者（児）に対し、病院
等で診療を受けた場合に、保険診療
による自己負担額の全額を助成す
る。 
 
 
１３年度助成実績件数 

２，７００件
１３年度助成実績金額 

   ２６，９２１，０６３円
 
（うち単独費 ２，７００，０００円）
 
 

給付内容 
・重度心身障害者（児）に対し、病院
等で診療を受けた場合に、保険診療
による自己負担額を助成する。 
 
 
 
１３年度助成実績件数 

         ４２５件
１３年度助成実績金額 

   ２，１４４，７２８円
 
（うち単独費  ４２５，０００円）
 

助成額が異なる。 合併時までに新富町・西米良村を基本と
して調整する。 
 

3.身体障害者（児）補装具給付事業 
 （国・県） 

（C） 

給付内容 
・身体障害者（児）に対し、障害を補う
補装具を交付又は修理する。 

 
 
 
１３年度助成実績件数 

(者)２１０件 （児）２６件 
１３年度助成実績金額 

(者) ６，５９７，６２９円 
    （児） １，８６９，６１０円 

給付内容 
・身体上の障害を補って、日常生活や
社会生活をしやすくするための補装
具の交付、修理を行い、障害児・者の
福祉の増進を図る。 
 
１３年度実績件数 
   （者）１９３件 （児）４１件
１３年度女性実績金額 

（者）６，０５１，２８４円
      （児）２，９３８，４４２円

給付内容 
・身体障害者（児）に対し、障害を補
う補装具を交付又は修理する。 
 
 
 
１３年度助成実績件数 
   （者）１５１件   （児）３０件
 １３年度助成実績金額 
   （者） ３，３０５，４３６円
 （児）  １，４５４，１７０円

給付内容 
・身体障害者（児）に対し、障害を補
う補装具を交付又は修理する。 
 
 
 
１３年度助成実績件数 

(者) ７件
１３年度助成実績金額 
    （者） ６０１，３５４円

 引き続き制度を維持する。 
 
 

4.身体障害者施設措置事業（国） 
（C） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

内容 
・自宅において自立が困難な身体者害を
障害の程度に応じた施設に入所・通所
させ、自立の促進を図る。 

 
愛生園  ７名  向陽園  ３名 
清友の里 １名  大島授産所１名 
翼    １名  あゆみの里２名 
乙房苑  ２名 宮崎リハビリ３名 
 
 
１３年度実績 

６５，５９５，３１３円 
 
・更生訓練費等給付事務 
あゆみの里１名宮崎リハビリ１名 

１１９，５６０円 
 

内容 
・自宅において自立が困難な身体者害
を障害の程度に応じた施設に入所・通
所させ、自立の促進を図る。 
 
清友の里 ４名  北郷荘 ２名 
翼    １名  乙房苑 １名 
あゆみの里１名  向陽園 １名 
やじろべえ１名  太陽の家２名 
宮崎ﾘﾊﾋﾞﾘ更生ｾﾝﾀｰ ３名 

（計 16 名）
１３年度実績 

５４，４９１，０９１円 
 
・更生訓練費等給付事務 
１３年度事業費 
     ３，７１８，１０５円 

内容 
・自宅において自立が困難な身体者害
を障害の程度に応じた施設に入
所・通所させ、自立の促進を図る。
 
愛生園 ７名 あすか園 １名 
清友の里１名 大島授産所２名 
太陽の家１名 あゆみの里６名 
宮崎リハビリ１名  計 １９名 
 
 
１３年度実績       

 ５９,１１２,７９７円
 
・更生訓練費等給付事務 

      ３５４,５３０円

内容 
・自宅において自立が困難な身体者害
を障害の程度に応じた施設に入
所・通所させ、自立の促進を図る。

 
愛生園  ４名   
あすか園 １名   
太陽の家 １名   
 
 
 
１３年度実績 

２６，１８２，４８５円
 
・更生訓練費等給付事務 

３７，８００円

 引き続き制度を維持する。 
 
 



現 況 
項目 

西 都 市 佐土原町 新 富 町 西米良村 
課題 調整方針 

5.知的障害者地域生活支援ホーム
事業
（県） 

（C） 
 
 
 
 

内容 
・施設に通所している、中・重度の知的
障害者で、就労の困難な者等の地域で
の共同生活を支援し、社会参加を促進
する。 
晴陽会     エデンの園 
向陽の里 

 
１３年度実績 
           ４名 

５，４９８，８５０円 

内容 
・施設に通所している、中・重度の知
的障害者で、就労の困難な者等の地
域での共同生活を支援し、社会参加
を促進する。 
 
向陽の里 １名 
 
１３年度実績 1,571 千円 

 
なし 

 
なし 

 引き続き制度を維持する。 
 
 

6.ホームヘルプサービス事業 
 （国・県） 

（C） 

内容 
・在宅の重度障害者（児）の家庭を対象
に、介護介助、家事援助が必要な家庭
に対してホームヘルパーを派遣する。 
利用料：世帯の生計中心者の所得税課
税状況に応じて自己負担がある。 

 
１３年度助成実績 
  時間数 ４，７０２時間 

金 額 
１２，１４６，８３０円 

内容 
・重度の障害のため、日常生活を営む
ことができない人にﾍﾙﾊﾟｰを派遣し
て家事や身体介護を行う。 
 
 
 
１３年度実績 

    実施ヶ所 １ヶ所 
      利用登録者数 24 人 
   時間数  ５，６１２．５時間
   金額 １８，６２３，０４４円
  
内ｶﾞｲﾄﾞﾍﾙﾊﾟｰ派遣分 
      利用登録者数 9 名 
      委託費 5,000 千円 

内容 
・在宅の重度障害者（児）の家庭を対
象に、介護介助、家事援助が必要な家
庭に対してホームヘルパーを派遣す
る。 
利用料：世帯の生計中心者の所得税課
税状況に応じて自己負担がある。 
 
１３年度助成実績 

 時間数 １,０８１.５時間
金 額 

４,１９７,０３５円

 
なし 

(１５年度開始予定。) 
 

 引き続き制度を維持する。 
 

7.ディサービス事業（国・県） 
（C） 

 
 
 
 
 
 
 

内容 
・通所可能な在宅の身体障害者、知的障 
害者に対し、通所により創作活動、機
能訓練、入浴、給食等のサービスを行
う。 

 
１３年度延べ利用者実績 

１名 
１３年度実績金額 

宮崎市へ委託料 
２６４，０００円 

内容 
・施設に通所し、創作的活動や機能訓
練等を行う。 
 
 
 
１３年度実績 実施ヶ所 １ヶ所 
      利用登録者数 １７名 
       （内知的 ２名） 
 延べ利用者数    １，３６２人
 委託費   ９，０４４，５９６円
 利用料負担額   ８５９，４００円

内容 
・通所可能な在宅の身体障害者、知的
障害者に対し、通所により創作活
動、機能訓練、入浴、給食等のサー
ビスを行う。 

 
１３年度実績 
延べ利用者      １４７名
金 額   １,１０２,５００円
総自己負担額  １２９,８００円

 
なし 

 引き続き制度を維持する。 
 

8.身体障害者短期入所事業（国・県） 
（C） 

 
 
 
 
 
 

内容 
・在宅の重度障害者が家庭の事情により
一時的に介護ができないときに施設
にて介護するもの。 

 
１３年度実績 

延べ人員数     １名 
延べ日数      ４日 
実績金額 ３１，２００円 

 

内容 
・在宅の重度身体障害者が、一時的な
保護を必要とする場合に施設に保
護し福祉の向上を図る。 
 
１３年度実績  

延べ人員数      ２名 
延べ利用日数     ６日 

  実績金額  ５６，１００円 

内容 
・在宅の重度障害者が家庭の事情によ
り一時的に介護ができないときに
施設にて介護するもの。 

 
１３年度実績 

延べ人員数 ０名 
延べ日数  ０日 
実績金額  ０円 

 
なし 

 引き続き制度を維持する。 
 

9.日常生活用具給付事業（国・県） 
（C） 

内容 
・重度心身障害者（児）の在宅での生活
の便宜を図るため、吸引器、屋内信号
装置等の用具の給付を行う。 

 
 
１３年度実績 
給付件数 (者)２６件、（児）１件 
実績金額  

(者)１，６３３，９０２円 
      （児）   ２５，９５０円 

内容 
・在宅の身体障害者（児）、療育手帳
所持者に対し、日常生活用具の購入
費用の一部又は全部を助成し、経済
的負担の軽減を図る。 
 
１３年度実績   
給付件数（者）３１件（児） ８件
実績金額  

(者)１，９８６，０２４円
（児）   ６０３、９０４円

内容 
・重度心身障害者（児）の在宅での生
活の便宜を図るため、吸引器、屋内
信号装置等の用具の給付を行う。 
 
 
１３年度実績 
給付件数     （者）  ６件
実績金額 （者）２５９,０１０円

内容 
・重度心身障害者（児）の在宅での生
活の便宜を図るため、吸引器、屋内
信号装置等の用具の給付を行う。 
 
 
１３年度実績 
給付件数       （者）３件
実績金額 （者） １２６，０５０円

 引き続き制度を維持する。 
 



現 況 
項目 

西 都 市 佐土原町 新 富 町 西米良村 
課題 調整方針 

10.障害者住宅改造助成事業（県） 
（C） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

内容 
在宅の障害者（児）のいる世帯に対し、
その住宅を当該障害者（児）の居住に
適するために改造する費用を助成す
るもの（１００万円と対象経費の低い
ほうの額に所得税非課税世帯は３／
３、課税世帯は２／３乗じた額を助
成。但し、住宅改修費給付分を含み 
１００万円を限度とする。 

 
１３年度実績 

件数           ７件 
助成金額  ４，８２３，４４７円 

 

内容 
在宅の障害者（児）のいる世帯に対
し、居住に適するよう改造するため
に必要な費用を助成する。 
 
 
 
 
 
 
１３年度実績         

件数          ３件 
  助成金額 １，５３３，０００円
   
   

内容 
在宅の障害者（児）のいる世帯に対
し、その住宅を当該障害者（児）の
居住に適するために改造する費用
を助成するもの（１００万円と対象
経費の低いほうの額に所得税非課
税世帯は３／３、課税世帯は２／３
乗じた額を助成。但し、住宅改修費
給付分を含み１００万円を限度と
する。 
１３年度実績 

件数 １件 （課税世帯１件）  
助成金額   ２７３,０００円

内容 
在宅の障害者（児）のいる世帯に対
し、その住宅を当該障害者（児）の
居住に適するために改造する費用
を助成するもの（１００万円と対象
経費の低いほうの額に所得税非課
税世帯は３／３、課税世帯は２／３
乗じた額を助成。但し、住宅改修費
給付分を含み１００万円を限度と
する。 
１３年度実績 

件数   １件 
助成金額   ６４２，７００円

  

 引き続き制度を維持する。 
 
 

11.特別児童扶養手当 （国） 
（C） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・身体障害者手帳の１級～３級、あるい
は療育手帳のＡ～Ｂ程度の障害を持
つ児童を養育している方（所得制限あ
り） 
 
 
 
 
手当の額（一人） 
 
１級・２級 （月額） 

５１，５５０円 
  ３級 

３４，３３０円  

・在宅の重度障害児（20 歳未満）を監
護。養育している保護者に手当を支
給する。（県事業） 
  
 
 
 
 
手当の額（一人） 
 
１級・２級 （月額） 

５１，５５０円 
  ３級 

３４，３３０円 

対象者数：５６人 

・２０歳未満の障害児を父若しくは母
が監護するとき、又は父母以外の者
が養育するとき、父もしくは母又は
養育者に対して支給する。 

･ 障害程度は、国民年金法の１級及
び２級に相当する。 

・扶養義務者の所得制限あり 
 
手当の額（一人） 
 
１級・２級 （月額） 

５１，５５０円 
  ３級 

３４，３３０円  

・身体障害者手帳の１級～３級、ある
いは療育手帳のＡ～Ｂ程度の障害
を持つ児童を養育している方（所得
制限あり） 
                
 
 
 
手当の額（一人） 
 
１級・２級 （月額） 

５１，５５０円 
  ３級 

３４，３３０円  

 引き続き制度を維持する。 
 

12.特別障害者手当等（国・県） 
（C） 

・重度の心身障害児者で生活において常
時介護を必要とする人に対し支給し、
負担の軽減を図る。 

 
１３年度実績 
支給額及び対象者数（人） 
特別障害者手当：月額 26,860 円（41） 
障害児福祉手当：月額 14,610 円（14） 
経過的福祉手当：月額 14,610 円（2） 

 
 
 
 

・在宅で日常生活に常時特別の介護を
要する重度障害児、者に手当を支給
する。 

 
１３年度実績 
支給額及び対象者数（人） 
特別障害者手当：月額 26,860 円（16）
障害児福祉手当：月額 14,610 円（23）
経過的福祉手当：月額 14,610 円（1）
 
 
 
 

（中部福祉事務所の所管） 

・在宅で日常生活に常時特別の介護を
要する重度障害児、者に手当を支給
する。 
 
１３年度実績 
支給額及び対象者数（人） 
特別障害者手当：月額 26,860 円(11)）
障害児福祉手当：月額 14,610 円（10）
経過的福祉手当：月額 14,610 円（1）
 

（児湯福祉事務所の所管）

・重度の心身障害児者で生活において
常時介護を必要とする人に対し支
給し、負担の軽減を図る。 
 
１３年度実績 
特別障害者手当  ０件 
障害児福祉手当  ０件 
経過的福祉手当  ０件 

（児湯福祉事務所の所管） 

 
 

引き続き制度を維持する。 
 

13.進行性筋萎縮者療養等給付
（国・県） 

（C） 
 

・１８歳以上の身体障害者手帳の交付を
受けた進行性筋萎縮者が療養等によ
る治療等の費用を給付し負担の軽減
を図る。（所得税により本人負担額が
ある。） 

 
 
１３年度実績 

給付件数 ３名 
給付金額 ９，３８７，８７１円 

・１８歳以上の身体障害者手帳の交付
を受けた進行性筋萎縮者が療養等
による治療等の費用を給付し負担
の軽減を図る。（所得税により本人
負担額がある。） 

 
 
１３年度実績 

給付件数 ０名 
 

・１８歳以上の身体障害者手帳の交付
を受けた進行性筋萎縮者が療養等
による治療等の費用を給付し負担
の軽減を図る。（所得税により本人
負担額がある。） 

 
 
１３年度実績 

給付件数 １人 
給付金額 ３,２５６,６７０円 

・１８歳以上の身体障害者手帳の交付
を受けた進行性筋萎縮者が療養等
による治療等の費用を給付し負担
の軽減を図る。（所得税により本人
負担額がある。） 

 
 
１３年度実績 

給付件数 ０件 
給付金額 ０件 

 
 

引き続き制度を維持する。 
 

14.知的障害者施設措置費（国・県） 
（C） 
 
 
 

つづく 

・在宅での生活が困難な知的障害者を、
障害の程度に応じた施設に入・通所さ
せ、自立の促進を図る。 

 
向陽の里 つよし学園 一羊園 
向陽の里通勤寮 うからの里 
あすなろの里 あさひの里 

。（1５年度より町村負担分有り） 
  入所  25 名 

通所  ９名 

同左
入所 18名
通所 ７名

同左 
  入所４名、 

通所１名 
 

 
 

引き続き制度を維持する。 
 



現 況 
項目 

西 都 市 佐土原町 新 富 町 西米良村 
課題 調整方針 

つづき エデンの園  やまびこの里 
阿波岐原通所センター  ４５名 
１３年度実績 

１３０，２５０，９４１円 
 
 
（１５年度から清水台通所センター開
所） 

15.在宅心身障害者福祉対策事業
（国・県） 

（C） 
 
 
 
 
 
 
 
 

・在宅可能な知的障害者が地域におい
て、生活し食事の世話等の援助を受け
る。 

 
（グループホーム） 
巴会 ４名  向陽の里 １名 
うからの里 ２名 
 
１３年度実績   ７名 

４，６６４，２８０円 
 

 

・地域の中にあるｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑでの生活
を望む知的障害者に対し、日常生活
における援助等を行うことにより
自立生活を助長する。 
（13 年度迄は県事業） 
 
巴会 １名 

（グループホーム  2名）

(児湯福祉事務所の事務)

なし 
(１５年度開始。) 

 
（グループホーム） 

第６向陽ホーム １名
 

 引き続き制度を維持する。 

16.障害児通園(ディサービス)事 
業（国・県） 

（C） 
 
 
 
 

・障害児が日常生活における基本的動作
を習得し集団生活に適応できるよう
に通園にて指導訓練を行う。 

 
１３年度実績     
１０名定員 
１０月事業開始 

５，７９９，１２０円 
 
 
 

・障害児が日常生活における基本的動
作を習得し集団生活に適応できる
ように通園にて指導訓練を行う。 

 
H14.8 より西都市ﾚｲﾝﾎﾞｰﾊﾟｰｸ子供村へ
の通園開始（1名） 

・障害児が日常生活における基本的動
作を習得し集団生活に適応できる
ように通園にて指導訓練を行う。 
 
１３年度実績 
西都市の通園事業施設に１名通園
  

なし  引き続き制度を維持する。 

17.知的障害者デイステイ事業(県) 
（C） 

 
 
 
 

・在宅の知的障害児(者)の保護者が一時
的に介護が困難となった場合施設に
於いてあずかり生活指導を行う。 
うからの里 高鍋分場 
 
５，０００円×２０４月分 

    ＝１，０２０，０００円 

・在宅の知的障害児(者)の保護者が一
時的に介護が困難となった場合施
設に於いてあずかり生活指導を行
う。 

 
＊ｼｮｰﾄｽﾃｲ（日中日帰り）への移行 

・在宅の知的障害児(者)の保護者が一
時的に介護が困難となった場合施
設に於いてあずかり生活指導を行
う。 
 
１３年度実績 
  うからの里高鍋分場 
委託費 
   １,４９５,０００円

なし  引き続き制度を維持する。 

18.福祉作業所運営補助事業 
（県補助） 

（B） 

・西都市福祉作業所に対する運営補助金 
３，８７４，０００円     

 
 
 
 
（１５年度から対象事業所なし） 

・小規模作業所育成事業 
 
実施ヶ所 １ヶ所通所生数 11 名 
13 年度助成額 ３，８７４，０００円
 
 
 
 
 
 

なし なし （県補助事業 1/２） 新市に引き継ぐ。 



現 況 
項目 

西 都 市 佐土原町 新 富 町 西米良村 
課題 調整方針 

19.その他の事業 
（A） 

 
 
 
 
 

１． 県事業
・盲人施術施設近代化整備事業 
・聴覚障害者コミュニティ事業 

 
    
 
 
 
 
 
 
 
 
２．単独事業 
・ 重度障害者タクシー料金助成事業 
     188 件 1,546 千円 
・ さわやか福祉のつどい 
・ 福祉電話設置事業 
      8 件  220 千円 
 
 
 
 
 
 
 
 
３． 団体補助 
・ 身体障害者福祉協会  144 千円  
・ 知的障害者福祉会    72 千円 

１．県事業 
・盲人施術施設近代化整備事業 
 13 年度実績 1 件、事業費 250 千円
・盲導犬貸与事業（県事業） 
 13 年度実績 0 件 
・自動車運転免許取得助成事業（県事
業） 
 13 年度実績 0 件 
・自動車改造費助成事業（県事業） 
 13年度実績 2件 事業費148千円
 
 
 
２．単独事業 
・訪問入浴ｻｰﾋﾞｽ事業 
 13 年度実績 利用登録者数  

4 名 
      委託費 2,980 千円 
・移送ｻｰﾋﾞｽ事業（障害者についても

老人福祉費で実施）
・知的障害者宿泊訓練ﾎｰﾑ事業 
 13 年度実績 利用登録者数 

3 名 
       負担金 79 千円 
 
 
３．団体補助 
・ 身体障害者福祉協会 100 千円 
・ 視覚障害者福祉会  250 千円 
・ 腎友会       100 千円 
 
 
 
 
 
 
 
 

１．県事業 
・盲人施術施設近代化整備事業 
13 年度実績なし 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２．単独事業 
・新富町身体障害者特別手当 
    43 名 478 千円 
 障害等級 1級～4級 年 12,000 円
   〃  5 級・6級 年 10,000 円
・ 新富町重度心身障害児福祉手当
・     11 件 132 千円 
 障害者手帳 １，２級 
 知的障害者 知能指数５０以下
一人つき月額 4,000     円

・人工血液透析患者の交通費助成事業
              1,749 千円 
町内医療機関月額 2,000 円 
隣接医療機関〃 3,000 円 
以外医療機関〃 5,000 円 
  
３．団体補助 
・身体障害者福祉協会  90 千円 
・知的障害者育成会   20 千円 
・視覚障害者      20 千円 

１．県事業 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２．単独事業 
・ 重度障害者タクシー料金助成事業
・ 人工透析患者通院交通費助成事業
       2 名 312 千円 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３．団体補助 
・身体障害者福祉協会  30 千円 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２．市町村単独事業が異なる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３．団体補助が異なる 

１． 県事業 
引き続き制度を維持する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２．合併時までに調整する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
３．合併時までに、組織の整理統合を含
め組織体制の見直しを図り、補助金を
一本化する。 



３－（５）.住民福祉専門部会 高齢者福祉

現 況 
項目 

西 都 市 佐土原町 新 富 町 西米良村 
課題 調整方針 

1. 高齢者人口の推移 

（Ｃ） 

 

年

度 

全人口 （割合） 

65歳以上 

（割合） 

75歳以上 

 

２ 

 

37,218 

(16.8) 

6,250 

(6.9) 

2,575 

 

７ 

 

36,331 

(20.8) 

7,563 

(8.5) 

3,085 

 

12 

 

35,381 

(24.5) 

8,683 

(10.7) 

3,788 

 

14 

 

35,977 

(25.7) 

9,154 

(11.8) 

4,230 
 

 

 
全 人 口 

（割合） 

65歳以上人口 

（割合）

75歳以上人口

平成 2年 30,758 
(12.4%) 

3 , 8 0 6 

(5.1%)

1 , 5 7 4

平成 7年 31,827 
(14.4%) 

4 , 5 9 6 

(5.7%)

1 , 8 2 0

平成 12 年 32,499 
(17.3%) 

5 , 6 2 0 

(7.1%)

2 , 3 1 6

平成 14 年 33,668 
(18.4%) 

6 , 1 7 7 

(7.8%)

2 , 6 3 9

平成 2,7,12 年度は国勢調査数値 

年

度

全人口 （割合）

65歳以上

（割合）

75歳以上

 

２

 

18,085 

(12.8) 

2,315 

(5.5) 

965 

 

７

 

18,037 

(15.3) 

2,767 

(6.3) 

1,140 

 

12

 

19,058 

(17.4) 

3,313 

(7.2) 

1,370 

 

14

 

19,468 

(17.7) 

3,443 

(7.6) 

1,480 

年

度

全人口 （割合）

65歳以上

（割合）

75歳以上

 

２

 

1,694 

(22.8) 

387 

(8.1) 

137 

 

７

 

1,543 

(32.0) 

493 

(13.6) 

210 

 

12

 

1,480 

(35.9) 

532 

(15.8) 

234 

 

14

 

1,417 

(37.1) 

526 

(16.7) 

237 

  

2.敬老事業 

（Ａ） 

（１）敬老年金 

 対象：当年８月１日現在で 75 歳以上の

者であって西都市内に継続して

１年以上住民登録がある者 

 内容：年金を９月１０日に支給。（一律

５千円） 

（２）敬老記念品 

対象：当年度、白寿（９９歳）・米寿（８

８歳）・喜寿（７７歳）になる方。 

 

内容：記念品、祝い状の贈呈 

白寿 10,000 円相当 

   米寿 7,000 円相当 

    喜寿 5,000 円相当 

 百歳以上記念品 

当年度１００歳以上の方に市長訪問と

祝い金 20,000 円 

（１）敬老祝金

対象：翌年の 4月 1日における年齢が

80,88,90 歳以上で 9月 15 日に現存

する者 

内容：祝金を 9月に支給（80 歳 1 万円、

88 歳 2 万円、99 歳以上 3万円） 

実績：80 歳 187 名、88 歳 90 名、99 歳以

上 13 名 総支給額 4,060 千円(13

年度) 

（２）卒寿祝品支給事業 

対象：翌年の 4月 1日における年齢が

90歳で 9月 15日に現存する者 

内容：祝品及び祝い状を 9月に配布。 

実績：71 名 370 千円(13 年度) 

（３）敬老・百歳祝金支給事業 

対象：百歳に到達した者で、佐土原町に

1年以上居住している者 

内容：祝金 10 万円及び祝い状を贈呈 

実績：４名、400 千円(13 年度) 

（４）健康保養券配布事業 

対象：9月 1日現在において、満 65 歳以

上の者 

内容：町営石崎浜荘入浴券１２枚綴りを

（１）敬老祝金（１５年度～） 

対象：翌年の４月１日における年齢が７５

７歳以上で９月１５日に現存する

者 

内容：７７歳 ５千円、８０歳 ８千円 

   ８８歳 ２万円、９０歳 ２万円 

   ９９歳 ３万円 

   百歳到達者１０万円 

実績：７７歳 １３５名 

   ８０歳 １０６名 

   ８８歳  ５７名 

９０歳  ４５名 

９９歳   ８名 

   百歳到達者 ３名 

敬老会記念品 

敬老会記念品代 一人１，０００円

   対象者  １，７２９人  

総支給額  ５，８３２千円 

 

(14 年度までは、７５～７９歳 ５千円、

８０～８７歳 ８千円、 ８８歳以上

１万円、 百歳到達者 １０万円  

実績 １１，１６４千円)

（１）敬老年金

対象：９月１５日現在で８０歳以上の者

内容：年金を９月に支給(８０歳以上１万

円、９０歳以上３万円、１００歳以

上３０万円)

実績：８０歳以上１３２人、９０歳以上

２０人、１００歳以上０人

総支給額 １，９２０千円(13年度)

（２） 敬老祝品

対象：９月１５日現在で７０歳以上の者

内容：祝品を９月に配布

実績：４０４人 総支給額 ４８８千円

支給対象者、金額などが異な 

る。 

 

合併時までに.佐土原町方式を基本として

調整する。 

 



現 況 
項目 

西 都 市 佐土原町 新 富 町 西米良村 
課題 調整方針 

送付 

実績：5,895 名、 

総支給額 23,580 千円(13 年度)  

3.敬老会 

（Ａ） 

敬老会祝金（補助） 

 対象：敬老会を開催する地区に祝金を 

支給 

 内容：各地区の敬老会に１地区当たり以

下の通り補助。 

・敬老会参加者が 

    30 名以下   5,000 円 

    31 名～60 名 10,000 円 

    61 名～90 名 15,000 円 

    91 名以上  20,000 円 

 実績：171 地区 

    １，２７５，０００円(13年度) 

地区敬老会補助 

対象：翌年の４月１日において満７０歳

以上に到達する者で、対象者名簿出

力時において当該地区に住民票をお

いている者 

内容：各地区の敬老会に対し、１人当た

り千円を補助 

実績         ４，０８５人 

４，０８５，０００円 

(１３年度) 

 

地区敬老会補助 

 対象：敬老会を開催する地区に補助 

 内容：敬老会開催地区６０地区に１地区

あたり５千円補助 

  

 

 

実績          ６０地区 

３００、０００円 

   （１３年度） 

 

[１５年度から廃止]

地区敬老会補助 

対象：９月１５日現在で７０歳以上の者

内容：各地区の敬老会に対し、１人当り

１千円、地区割５万円を補助

実績      ４０４人 

    ８０４、０００円

 (13年度)

支給対象、金額などが異なる 

。 

 

合併時までに佐土原町方式を基本とし調整

する。 

（開催自治会に７０歳以上の者を対象に、

人数×１，０００円） 

 

4.金婚祝賀会 

（Ｂ） 

金婚式事業

対象：結婚後５０年を迎えられた夫婦。

及び以前に申し込みされていな

い夫婦。

内容：記念品授与及び祝賀会の開催。

実績：35組、事業費 875千円(13年度) 

金婚祝賀会補助 

内容：婦人団体連絡協議会が主催。補助金

として 60万円支給 

金婚・米寿祝賀会 

 金婚対象：各地区に対象者を照会する。

 米寿対象：翌年の４月 1日における年齢

が 88 歳に到達する者 

内容：11 月 15 日に文化会館にて当日出席

できる者を対象に祝賀会を開催し、

併せて記念写真を贈呈する。 

 実績：写真代   659,400円 

   ：舞踏謝金  30,000円 

   ：生花代   26,000円 

   ：祝賀会賄 347,610円 

   総額    1,063,010円

合同金婚式

対象：結婚後５０年を迎えられた夫婦。

内容：記念品授与及び祝賀会の開催。

実績：８組、事業費 １８２千円(13年度)

開催方法が異なる。 合併時までに以下のいずれかの方式にて調

整する。 

案１.西都市方式により継続。 

案２.佐土原町方式により、民間団体等へ

依頼。 

5.高齢者保健福祉推進事業 

（Ｃ） 

宮崎県高齢者等保健福祉推進事業 

内容：県費補助 1/2 

 事業名：ふれあいいきいきサロン事業 

     小地域ネットワーク事業 

     ボランティア活動きっかけづ 

くり事業 

 実績：３，７７０千円(１３年度) 

宮崎県高齢者等保健福祉推進事業 

内容：県費補助 1/2 

事業名：生活支援型ホームヘルプ、痴呆性

通所、特殊寝台、重度障害者訪問入浴,

ふくしまつり補助、ふれあいの花づく

り事業補助  

実績：５，２３５千円(１３年度) 

宮崎県高齢者等保健福祉推進事業 

内容：県費補助 1/2 

事業名：知的障害者（児）デイステイ事業

新富町ボランティア推進事業  

 

 

実績：２，７１３千円(１４年度)

宮崎県高齢者保健福祉推進事業

内容：県補助１／２．社会福祉協議会へ

補助。(ふれあいサロン等に活用)。

実績：４００千円(１３年度)

（県単独補助事業１／２） 

事業内容が異なる。 

引き続き制度を維持する。 



現 況 
項目 

西 都 市 佐土原町 新 富 町 西米良村 
課題 調整方針 

6.在宅介護支援センター運営

事業 

（Ｃ） 

在宅介護支援センター運営事業 

内容：地域型３箇所 

平成１４年度より基幹型設置 

実績：委託費総額 11,058千円(13 年度) 

（実態把握加算） 

実績：3,405件 9,193千円(13 年度) 

単価 2,700 円 

（介護予防計画作成事業） 

実績：作成 34件 68千円(13年度)

   単価 2,000円

（福祉用具購入プラン）

実績：作成 39件 78千円(13年度)

   単価 2,000円 

在宅介護支援センター運営事業 

内容：基幹型１所（社協）、地域型３箇所

基幹型については障害者も対象とす

る 

実績：委託費総額 39,779千円(13 年度) 

（実態把握加算） 

実績：3891件 11,673千円(13 年度)単価

3千円（町単込み、障害者把握につ

いても支給） 

（介護予防・転倒骨折予防教室） 

実績：町内の在介合同で１回開催、経費 89

千円(13 年度) 

（介護予防計画作成事業） 

実績：作成 121件 242千円、指導 96 件

192千円(13 年度) 

 

 

在宅支援センター運営補助金 

 内容  ：地域型１箇所 

 実績  ：4,949千円

在宅介護支援センター運営事業

基幹型１箇所 

委託費 9,678千円（13年度）

（国県補助事業３／４） 

基幹型支援センターが３箇 

所、地域型７箇所になる。 

支援センターの設置数、職員 

体制、事業内容及び事業費が 

異なる。 

新市に引き継ぐ。 

（合併後、地域の高齢者数等を考慮した、

支援体制、職員体制、事業内容の調整が

必要） 

7.生活支援ハウス運営事業 

（Ｃ） 

なし 生活支援ハウス運営事業 

対象：おおむね 60 歳以上の一人暮らし老

人、高齢者夫婦の世帯で高齢のため在

宅での生活が不安な人で地域支援会

議において、利用が適当と認められた

者。 

内容：佐土原町内１箇所、定員 12 名 1 日

当たりの食材費及び光熱水費 1,460

円 

実績：利用延人数 4,215人 委託料 9,277

千円(13 年度) 

 

 

 

なし なし 佐土原町のみが実施。 新市に引き継ぐ。 



現 況 
項目 

西 都 市 佐土原町 新 富 町 西米良村 
課題 調整方針 

8.外出支援サービス事業 

（Ｃ） 

外出支援サービス 

対象：要介護認定で｢自立｣と認定された

概ね６５歳以上の家に閉じこも

りがちな在宅虚弱高齢者等。

 

 

 

 

内容：生きがい活動支援通所事業の送迎 

  

 

 

 

 

 

実績：延利用件数   ７，５６３件 

   実利用件数     ２４０人 

   委託料     ３，０２５千円 

利用料（自己負担）  無料 

移送サービス事業 

対象：おおむね６５歳以上の老衰、心身の

障害及び傷病等を理由に臥床してい

る高齢者及び障害者、又は車椅子を利

用しており一般の交通手段の利用が

困難な者で、地域支援会議において移

送サービスが必要と判断された者 

 

内容：運転手及び介助員がリフト付車両に

よる送迎。 

登録料年間    １，２００円 

１０キロ毎に運賃   ２００円。

利用日は、地域福祉センターの休館日

を除く毎日。利用限度日数は１月当た

り 4日 

実績：利用延人員      １１２人  

委託料総額   ４，５０３千円 

(13 年度) 

 
 
 
 
 
介護予防型デイサービス 
実績：委託料片道 440 円 2,464 回 

総委託料 1,084 千円(13 年度) 
 
 
生きがい対応型デイサービス 
実績：委託料片道 440 円 4,391 回  

総委託料 1,932 千円(13 年度) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

外出支援サービス 

対象：町内に在住する６５歳以上の単身

世帯、高齢者のみの世帯、および

これに準じる世帯に属する高齢

者で、心身が虚弱等の理由により

日常生活上の援助が必要なもの

で、介護認定審査会において｢自

立｣と認定された者。

内容：外出・散歩の付き添い、運転代行

外出児の援助 

シルバー人材センターに委託 

委託料１時間 ８００円 

利用料１時間 ８０円 

    

 

実績  ０ 

外出支援サービス事業

対象：概ね 65歳以上の心身に障害があ

る者及び概ね 60歳以上で下肢が

不自由な者で外出支援が必要と

認められる者。

内容：保健・福祉・医療機関との間の移

   送車両による送迎。（利用範囲は

村内・球磨郡内）。

利用料 3,000円。

利用限度日数は１月当り２日内。

実績：利用延人数 8人。

委託料 24千円（13年度）

（国県補助事業３／４） 

対象者、利用料が異なる。 

合併時までに調整する。 



現 況 
項目 

西 都 市 佐土原町 新 富 町 西米良村 
課題 調整方針 

9.生きがい活動支援通所事業 

（Ｃ） 

生きがい活動支援通所事業  

対象：要介護認定で｢自立｣と認定された

概ね６５歳以上の家に閉じこも

りがちな在宅虚弱高齢者等。

内容：市内７法人９施設に委託。委託料

3,600円。

利用者負担 900円（内訳） 

利用料 260円 送迎費 40円 

給食 400円 入浴 200円。 

利用限度 週 1回。 

実績：利用延人数 8,217人 

   利用実人員 240人 

    委託料 25,378千円（13 年度） 

介護予防型デイサービス事業 

対象：要介護認定で「自立」と認定された

概ね６５歳以上の者で次のいずれか

に該当する者 

１）地域支援会議のおいて介護予防型

が必要と認められた者 

２）平成 12年 3月 31日現在において、

町のデイサービス事業の措置を受

けていた者 

内容：町内４箇所のデイサービスに委託。

委託料 3,000円。利用基本料 640円、

施設毎に食材費を設定。利用日は、デ

イサービスを行っている日で、利用限

度は、１週間あたり１日。 

実績：延べ利用人員 1,284人 委託料

3,030千円(13年度) 

 

生きがい対応型デイサービス事業 

対象：比較的元気な概ね 60 歳以上の一人

暮らし老人等で、閉じこもりがちな人

（介護保険対象外）で、地域支援会議

において生きがい対応型デイサービ

スが必要と認められた者 

内容：社協に委託。開催日は、月曜から木

曜。利用限度は、1週間当たり 1日。

生きがい活動援助員を配備し、ボラン

ティア等の協力を得て利用対象者の

状況に応じて、地域福祉センターにお

いて教養講座、スポーツ活動、創作活

動、趣味活動、日常動作訓練、社会奉

仕活動等を行っている。委託料１人当

たり 3,000円、利用料無料 

実績：利用延人数 2,533名      

委託料   7,599千円(13年度) 

生きがい活動支援通所事業 

 対象：要介護認定で｢自立｣と認定された

概ね６５歳以上の者 

 内容：町内の１箇所のデイサービスに委

託。委託料 3,000円。１割負担 

 実績：０ 

 

介護予防型デイサービス（町単） 

対象：要介護認定で｢自立｣と認定された

概ね６５歳以上の者 

 内容：町内の１箇所のデイサービスに委

託。委託料 3,000円。 １割負担

食費：400円 入浴料：200円 

 実績：１人利用 176千円

生きがい活動支援通所事業  

対象：家に閉じこもりがちな在宅虚弱高

齢者等。

内容：天包荘デイサービスセンターに委

託。委託料 3,900円。利用者負担

900円。利用限度日数は週 1回。

実績：利用延人数 1,193人

    委託料 4,653千円（13年度）

（国県補助事業３／４） 

委託料や対象者、利用料が異 

なる。 

合併時までに調整する。 



現 況 
項目 

西 都 市 佐土原町 新 富 町 西米良村 
課題 調整方針 

10.寝具等洗濯乾燥消毒サー

ビス事業 

（Ｃ） 

なし 寝具洗濯乾燥消毒サービス事業 

対象：概ね６５歳以上の一人暮らし老人、

高齢者のみの世帯及びこれに準ずる

世帯に属する高齢者並びに身体障害

者であって、老衰、心身障害及び傷病

等の理由により寝具の衛生管理が困

難な人。 

地域支援会議で寝具洗濯乾燥消毒サ

ービスが必要とされた人。 

内容：内の事業所（１箇所）に委託。 

委託料 

３枚１組    ６，４００円 

利用料       ６４０円   

４枚１組   １０，５００円 

利用料    １，０５０円 

実績：利用者数１２名   

委託料６８千円(１３年度) 

 

 

 

寝具洗濯乾燥消毒サービス事業 

 対象：概ね６５歳以上の在宅の一人暮ら

し高齢者、老衰、心身の障害及び

疾病等の理由により臥床してい

る高齢者並びに重度身体障害者

であって、寝具の衛生管理が困難

な者。 

 

 

 内容：１箇所に委託。 

委託料３枚１組 ６,３００円   

利用料      ６３０円 

  

 

 

実績：利用者６名  

総額７６千円円(１３年度)

寝具等洗濯乾燥消毒サービス事業 

対象：在宅における概ね 65歳以上の高

齢者で老衰、心身の衰弱及び疾病

等で臥床している者、1人暮らし

高齢者で衛生管理等が困難な者。

内容：村外業者に委託。委託料 6,300円

実績：利用者延４０人

    委託料２５２千円（１３年度）

（国県補助事業３／４） 

西都市が実施していない。 

利用料が異なる。 

国県補助事業の制度に基づき事業継続す

る。 

合併時までに調整する。 



現 況 
項目 

西 都 市 佐土原町 新 富 町 西米良村 
課題 調整方針 

11.軽度生活援助事業 

（Ｃ） 

軽度生活援助事業

対象：概ね 65歳以上の単身世帯、高齢

者のみの世帯及びこれに準ずる

世帯並びに身体障害者であって、

心身が虚弱等の理由により、自立

した日常生活を行う上で援助が

必要な者で要介護認定にて自立

と判定された者

内容：市内４ヘルパーステーションに委

託。委託料 

１時間      ８００円 

利用料１時間    ８０円 

生保 0円 

   週２時間まで 

実績：延利用時間２２，７８４時間 

委託料   ２，２２７千円

(13年度)

 

軽度生活支援事業 

対象：概ね 65 歳以上の単身世帯、高齢者

のみの世帯及びこれに準ずる世帯に

属する高齢者で、地域支援会議におい

て、何らかの生活支援サービスが必要

と認められた者 

 

 

内容：社協、シルバー人材に委託。委託料

１時間      ８００円。 

利用料１時間 1  １５０円 

 

 

 

 

 

 

 

 

実績：延利用時間   ６２７時間  

委託料     ４１１千円 

(13年度) 

生活支援型ホームヘルプサービス事業 

対象：要介護認定で非該当と認定された概

ね６５歳以上の方で、次のいずれかに

該当する者 

１）地域支援会議において生活支援型

が必要と認められた者 

２）平成 12年 3月 31日現在において、

町のホームヘルプサービスを受

けていた者 

内容：佐土原町内 4箇所のホームヘルパー

事業所に委託。 

委託料 1時間  １，５３０円。 

利用料       １５０円 

実績：延利用時間   ２７２時間  

委託料     ４００千円 

(13 年度) 

軽度生活援助事業 

 対象：町内に在住する６５歳以上の単身

世帯、高齢者のみの世帯及びこれ

に準ずる世帯に属する高齢者で、

心身が虚弱等の理由により日常

生活上の援助が必要なもので、介

護認定審査会において｢自立｣と

判定された者。 

 内容：シルバー人材に委託。委託料  

１時間     ８００円   

利用料１時間   ８０円 

１）外出・散歩の付き添い、運転代

行外出時の援助 

   ２） 宅配の手配、食材の買い物等、

食事・食材の確保 

３） 寝具等大物の洗濯・日干し、

クリーニングの洗濯物の搬出

入 

４） 庭・生垣・庭木等、家回りの

手入れ 

５） 電気修理等、家屋の軽微な修

理・修繕 

６） 配偶者が亡くなった時などの

遺品処理等、家屋内の整理・

整頓 

７） 多小眼が不自由な人に対する

朗読・代筆等のサービス 

８） 台風時等自然災害への防備 

９） 健康管理や栄養管理に関する

助言等 

実績：０ 

生活支援型介護ヘルプサービス事業 

 対象：町内に在住する６５歳以上の単身

世帯、高齢者のみの世帯及びこれ

に準ずる世帯で、介護認定審査会

において｢自立｣と認定された者。

内容：家事援助、身体介護 

 実績：０ 

軽度生活援助事業

対象：概ね 65歳以上の単身世帯、高齢

者のみの世帯及びこれに準ずる

世帯並びに身体障害者であって、

心身が虚弱等の理由により、自立

した日常生活を行う上で援助が

必要な者。

内容：村内の訪問介護事業所に委託。委

託料

1時間    ８００円。

利用者負担  ８０円。

実績：延利用時間   ４９時間

   委託料     ４０千円

（13年度）

（国県補助事業３／４） 

委託料、利用料が異なる。 

国県補助事業に基づき継続する。 

合併時までに委託料・利用料を調整する。



現 況 
項目 

西 都 市 佐土原町 新 富 町 西米良村 
課題 調整方針 

12.住宅改修支援事業 

（Ｃ） 

高齢者住宅改造助成事業 

対象：高齢者住宅改造が必要な者で、次

の各号に該当する者 

１）世帯員が西都市内に住所を有す

ること。 

２）満 65歳以上であって、要支援

又は要介護状態の区分にある者 

３）生計の中心となる者の前年の所 

得税課税年額が 140,000円以下

であること 

予算：1住宅 800千円まで

 実績 11件 5,472千円(13年度実績)

（単独事業）

高齢者住宅改造指導支援事業

 対象：高齢者住宅改造助成を受けようと

する者。

内容：理学療法士により住宅改造に伴う

指導助言を行う。

報酬：256,000円（6,400円×40回）

老人居室整備資金貸付事業

 対象：西都市内に居住し高齢者と同居す

る世帯。貸付金の償還能力のある者

 貸付限度額：1000千円

  

高齢者住宅改造助成事業 

対象：地域支援会議において、高齢者住宅

改造が必要と認められた者で、次の各

号に該当する者 

１）世帯員が佐土原町内に住所を有する

こと。 

２）満 65歳以上であって、要支援又は

要介護状態の区分にある者 

３）生計の中心となる者の前年の所得税

課税年額が 140,000円以下であるこ

と 

   予算：1名 800千円（14 年度当初）

 

 

 

（単独事業） 

民間住宅改造指導支援事業 

対象：概ね 65 歳以上の介護保険対象、対

象外となった高齢者及び身体障害者

で、地域支援会議のおいて指導支援が

必要と認められた者 

内容：潤和リハビリ研究所及び町内１級建

築事務所に委託。住宅改修に伴う助言

及び器具の紹介等を行う。 

委託料 4,080 円（１時間）利用料無料 

実績：延件数 102 件、 

総委託料 776 千円(13 年度) 

高齢者住宅改造助成事業

 対象：要援護高齢者、障害者等住宅改造

推進チームにおいて、高齢者住宅

改造が必要と認められた者で、次

の各号に該当する者。

１） 世帯員が新富町に住所を有する

こと。

２） 満６５歳以上であって要介護又

は要支援者。

３） 生計中心者となる者の前年の所

得課税年額が 140,000円以下で

あること。

 実績：４名 2,114千円

高齢者住宅改造助成事業 

対象：次の各号すべてに該当する世帯。

１ 世帯員が西米良村内に住所を

有すること。

２ 漫 65歳以上であって、要支援、

要介護状態の区分にある者。

３ 生計の中心となる者の前年の

所得税課税額が 14万円以下で

あること。

実績：1件 175千円（13年度）

（県補助事業１／２） 

県補助事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単独事業 

事業内容が異なる 

 

県補助事業に基づき事業継続する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合併までに調整する。 

13.転倒骨折予防教室 

（Ｃ） 

 

１４年度より在宅介護支援センターに委

託 

在宅介護支援センター運営事業（介護予

防・転倒骨折予防教室） 

実績：町内の在介合同で１回開催、経費 89

千円(13年度) 

なし なし （国県補助事業３／４） 

 

補助事業に基づき事業継続する。 



現 況 
項目 

西 都 市 佐土原町 新 富 町 西米良村 
課題 調整方針 

14.生活管理指導短期宿泊事

業 

（Ｃ） 

生活管理指導短期宿泊事業 

対象：概ね 65歳以上であって、心身機

能の低下等により社会適応が困

難なもので「自立」と判定された

者。

内容：市内の特養・養護に委託。

利用は７日以内

委託料 1日 3,810円。

利用者負担 1,930円。

実績：４日,     15,240円（13年度） 

生活支援型ショートステイ事業 

対象：要介護認定で「自立」と認定された

概ね 65 歳以上の者で、地域支援会議

において、生活支援型ショートステイ

のサービスが必要と認められた者 

 

内容：町内の２箇所の特養、西都市の１箇

所の養護老人ホームに委託。利用は、

1回につき原則 7日以内。 

委託料 1日 3,810円 

利用料   1,730円 

 

実績：なし(13年度) 

生活支援型ショートステイ事業

 対象：町内に住所を有する６５歳以上の

者で、「地域ケア会議」でサービ

スが必要と認められ介護認定審

査会において｢自立｣と認定され

た者。

 内容：養護老人ホームや特別養護老人ホ

ームに委託。

利用は、月１回、７日間程度。

    委託料１日 8,000円

自己負担 生活保護世帯０円

      その他 １割負担

 実績：なし０（１３年度）

生活管理指導短期宿泊事業 

対象：概ね 65歳以上であって、心身が

虚弱等の理由により日常生活を

行う上で援助が必要な者で、「自

立」と判定された者。

内容：村内の特養に委託。

利用は月 6日以内。

委託料 1日 8,000円。

利用者負担 3,000円。

実績：0円（13年度）

（国県補助事業３／４） 

委託料・利用料が異なる。 

国県補助事業に基づき事業継続する。 

委託料・利用料は、合併時までに調整する。

15.食の自立支援事業 

（Ｃ） 

 

配食サービス事業

対象：概ね 65歳以上の単身世帯、高齢

者のみの世帯及びこれに準ずる

世帯並びに身体障害者であって、

心身が虚弱等のため食事の調理

又は買出しが困難な者。

内容：社会福祉協議会に委託。日曜祝

祭日を除く毎日を基本とする。

委託料１食当り 1,050円、

利用料 400円。   

実績：総配食数 22,341食

    委託料 23,458千円（13年度） 

配食サービス事業 

対象：概ね 65 歳以上の一人暮らし老人、

高齢者夫婦、及びこれに準ずる世帯や

障害者で老衰、心身の障害及び傷病等

により食事の調理が困難な者で地域

支援会議で配食サービスが必要とさ

れた者。 

内容：社会福祉協議会に委託。日曜祝祭日

を除く毎日を基本とする。 

委託料１食当たり 1,050円（食材込）、

利用料 400円 

実績：総配食数 11,827食、 

委託料 7,688千円(13年度) 

配食サービス事業

 対象：町内在住の概ね６５歳以上の単身

世帯、高齢者のみの世帯及びこれ

に準ずる世帯並びに身体障害者

で、心身が虚弱等で食事の調理が

困難な者。

 

内容：社会福祉協議会に補助。 （平成１

５年度より福祉保健課）月、水、金

１食当たり 900円（食材込）、   

利用料  300円

 実績：総配食数 5,760食、

補助 4,837千円(13年度）

配食サービス事業

対象：概ね 65歳以上の単身世帯、高齢

者のみの世帯及びこれに準ずる

世帯並びに身体障害者であって、

心身が虚弱等のため食事の調理

又は買出しが困難な者。

内容：JA西都西米良支所女性部に委託。

委託料年間 400千円。

実績：総配食数 1,132食

    委託料  400千円（13年度）

（国県補助事業３／４） 

利用料が異なる。 

国県補助事業に基づき事業継続する。 

利用料は、合併時までに調整する。 



現 況 
項目 

西 都 市 佐土原町 新 富 町 西米良村 
課題 調整方針 

16.家族介護支援事業 

（Ａ） 

 

【単独事業】 

(1)市民福祉手当支給事業 

対象：概ね 65歳以上の寝たきりの高齢

者及び痴呆性高齢者を居宅で半  

年以上介護している者     

 内容：年額 72千円（月額 6千円）

 実績：5,034千円     

【補助事業】

(2)家族介護者交流事業

 対象：要介護と認定されたものを介護し

ている家族 

内容：高齢者を在宅で介護している家族

に対し交流会を開催することに

より身体的精神的な負担の軽減

を図る。

実績：１３人 325千円

  委託料１人当たり 25,000円

社会福祉協議会に委託

 (3)家族介護慰労事業

 対象：要介護認定において要介護４，５

    と判定され１年以上状態が続い

ており、過去１年以上介護保険の

給付を受けていないこと。

高齢者の属する世帯が市民税非

課税世帯であること。

上記条件を満たす介護者

 内容 年額 100千円

    市民福祉手当との併用可

 実績：０人

【単独事業】 

（1)寝たきり老人等介護手当支給事業 

内容：寝たきり老人又は痴呆性老人の介護

者に対し、介護手当(1 月 15 千円)を支

給することにより、寝たきり老人等の

家庭の安らぎと、福祉の向上に寄与す

ることを目的とする。 

対象：寝たきり老人及びその介護者が本町

に６ヶ月以上住所を有する場合にお

いて介護者に対し支給する。 

実績：4,830千円(13 年度) 

 

【補助事業】 

(2)家族介護者ヘルパー受講支援事業 

内容：家族介護の経験を生かしてホームヘ

ルパーとして社会で活躍することを

支援するため、高齢者を介護している

か又は介護していた家族がホームヘ

ルパー研修（２級、３級課程）を受講

した場合、受講料の一部を助成。 

対象：高齢者を介護しているか、又は介護

していた家族で、地域支援会議におい

て支援が適当と判断された者 

実績：０(13 年度) 

介護者の集い事業（Ｈ１５度実施予定） 

【単独事業】 

（１）寝たきり老人等介護手当支給事業 

対象：概ね６５歳以上の寝たきり老人痴

呆性老人を居宅で半年以上介護してい

る者 

内容：月額１万円を支給することにより

家庭の安らぎと福祉の向上に寄与する 

実績：１，７９０千円（１３年度） 

(２)在宅介護用おむつ給付事業

 対象：概ね６５歳以上の寝たきり老人及

び重度の身体障害者(児)におむつ

を支給する。

内容：在宅において６ヶ月以上常におむ

つを付けている寝たきり老人に

対して、月額４,０００円以内で現

品を給付。

 実績：１,４３３千円

(３)あん摩、マッサージ、はり、きゅうに

要する費用の一部助成事業

 対象：新富町の住民基本台帳に記載され

た６５歳以上の者。

 内容：生きがいある健康な老後を築くた

めあん摩、マッサージ、はり、き

ゅうに要する費用の一部助成

 実績：328千円

(４)介護保険利用者負担軽減対策事業

 対象：ホームヘルプサービスの利用実績

のある６５歳以上の障害者及び

高齢者並びに障害手帳の交付を

受けている障害者、特定疾病によ

り要介護、要支援状態になった４

０～６４歳までの者。

 内容：訪問介護費用の７％軽減。

 実績：４０名 1,035千円

【単独事業】 

(1) 寝たきり老人等介護手当支給事業

対象：概ね 65歳以上の寝たきりの高齢

者及び痴呆性高齢者又は重度心

身障害者を居宅で半年以上介護

している者

内容：要介護者へ介護手当(15千円)を支

給することで家庭のやすらぎと

福祉の向上に寄与する。

実績：１，６３５千円(１３年度)

【補助事業＋単独事業】

(2) 在宅介護用紙おむつ等支給事業

対象：概ね 65歳以上の寝たきりの高齢

者及び痴呆性高齢者で居宅にお

いて半年以上紙おむつ等を利用

している者

内容：対象者へ紙おむつ等を給付（月額

１万円以内）することで在宅福祉

サービスの向上に寄与する。

実績：882千円(１３年度)

限度額 補助事業 年額 75,000円  

（対象者・要介護４．５の者）

単独事業 年額 45,000円

単独事業 

対象者、金額、事業内容が異

なる。 

（在宅介護であるが、ほとん

どが介護保険でのサービ

ス利用中である。） 

 

 

 

 

 

 

補助事業 

西米良村の「在宅介護用紙

おむつ等支給事業」は、単

独費を上乗せして支給し

ている。 

・合併時までに以下の内容で調整する。 

 単独事業の現金支給は廃止し、介護用

品（おむつ）の支給などの補助事業等

に切り替える） 

 

 

 

 

 

 

 

 

補助事業は引き続き実施する。 

 「紙おむつ支給」の限度額については、

西米良村の制度を基準に、合併時までに

調整する。  

 



現 況 
項目 

西 都 市 佐土原町 新 富 町 西米良村 
課題 調整方針 

17.緊急通報体制整備事業 

（Ｃ） 

緊急通報体制整備事業 

対象：概ね６５歳以上の日常生活上常時

注意を要する一人暮らし老人。 

  

 

内容：緊急通報装置を貸与。３名の通報先

が必要 

 実績：140台 1,471千円 

 15年度よりオペレーターによるセンタ

ー方式を導入予定 

緊急通報体制整備事業 

対象：概ね６５歳以上の日常生活に不安を

持つ一人暮らし老人、地域支援会議に

おいて緊急通報装置貸与が必要と判

断された人。 

内容：緊急通報装置を貸与。第１通報先を

社協とすることで、基幹型在宅介護支

援センターで対応する。（24 時間対応）

実績：利用者数 40人 総経費 1,706千円

(13年度) 

緊急通報体制整備事業

 対象：概ね６５歳以上の日常生活に不安

を持つ一人暮らし老で緊急通報

装置貸与が必要と判断された者。

 内容：緊急通報装置を貸与。３名の通報

先があり最終通報先はタクシー

会社。

 

実績：利用者数 33名 経費０

(13年度)

緊急通報体制整備事業 

対象：概ね６５才以上の独居又は重度障

害者で、緊急通報の必要性がある

者。

内容：緊急通報送致を貸与。村委嘱協力

員、病院、福祉施設の連携により

対応する。

実績：利用者数 4人 経費 ０

(13年度)

（県補助事業３／４） 

通報の形態や業者が異なる。 

 

合併後、随時に統一したシステムへ変更す

る。 

18.老人クラブへの助成 

（Ａ） 

 

単位老人クラブ運営補助

 実績：38単位 1,596千円

  積算：3,500円×12月×38単位

老人クラブ連合会補助金

 実績：3,780千円

活性化促進モデル事業

 実績 3クラブ 400千円 

単位老人クラブ運営補助 

予算：46単位 2,650千円(14 年度当初)

積算：4,800円×12 月×46 単位 

老人クラブ連合会運営補助 

実績：1,215千円(14 年度当初) 

積算：194,000円＋(基準額 72円＋花づく

り 300円)×2,500 人 

老人クラブ活性化促進モデル事業 

実績：3地区 600千円(14 年度当初) 

老人クラブが行う健康づくり事業 

実績：2事業 513千円(14 年度当初) 

単位老人クラブ運営補助

 実績：26単位   1,497千円

  積算：4,800円×12月×26単位

老人クラブ連合会補助金

 実績：501千円

生きがいある老後づくり推進事業委託料

 実績：750千円（町単）

単位老人クラブ運営補助

実績：９単位  452千円(1４年度)

老人クラブ連合会補助

実績：369千円(1４年度)

（国県補助事業２／３） 

・補助事業であるが、市町村 

の持ち出しの方が多い。 

・単位老人クラブの活動助成 

金の額が異なる。 

・各老人クラブ連合会の体制 

の統合等の調整。 

・各市町村で実施している事

業の調整。 

 

合併時までに以下の内容で調整する。 

 

・単位老人クラブ運営補助については、佐

土原・新富町の制度を適用する。 

・関係機関と協議しながら、組織を一本化

する。 

・地域性に即した事業については、継続し

て実施する。 

19.日常生活用具給付事業 

（Ｃ） 

老人日常生活用具給付事業

 対象：概ね６５歳以上で給付が必要と認

められた者

 内容：一人暮らし高齢者等にたいし、日

常生活用具（電磁調理器、火災報

知器、自動消火器、老人用電話）

    給付

 実績：電磁調理器 3台

老人福祉電話貸与事業 

対象：概ね 65 歳以上の低所得の一人暮ら

し老人等 

内容：電話料金の基本料部分を扶助 

実績：４８台 394千円(13年度) 

高齢者日常生活用具給付事業 

対象：概ね６５歳以上の高齢者で、地域支

援会議において、日常生活用具給付等

サービスが必要と認められた者 

内容：ひとり暮らし高齢者等に対し、日常

生活用具（電磁調理器、火災警報器自

動消火器）を給付 

実績：0 (13 年度) 

老人福祉電話貸与事業 

対象：概ね 65 歳以上の低所得の一人暮ら

し老人等 

内容：電話料金の基本料部分を扶助 

実績：18台 394千円(13 年度) 

老人日常生活用具給付事業

 対象：概ね６５歳以上で給付及び貸与が

必要と認められた者

 内容：一人暮らし高齢者等にたいし、日

常生活用具（電磁調理器、火災報

知器、自動消火器、老人用電話）

    給付及び貸与

 実績：０

高齢者日常生活用具給付等事業 

対象：概ね６５才以上の寝たきり高齢者

及び独居高齢者

内容：対象者の日常生活への便宜や防火

等の配慮を図る用具を給付、貸与

する。

実績：０(13年度)

（国県補助事業２／３） 国県補助事業の制度に基づき事業継続す 

る。 

 



現 況 
項目 

西 都 市 佐土原町 新 富 町 西米良村 
課題 調整方針 

20.老人福祉センター等の運

営事業 

（Ｃ） 

老人福祉センター等の運営事業 

 対象：市内に居住する６０才以上の者

（付添人含む）。また管理に支障

のない範囲でその他の者に使用

させることができる。 

 内容：地域高齢者の各種相談に応ずると

ともに健康の増進、教養の向上

及びレクリエーションその他の

老人福祉の推進をはかる。

 

実績：1,879人

    利用料 無料

管理費補助 9,140千円     

老人福祉館管理運営事業 

対象：佐土原町に居住する６０歳以上の者

 

 

 

内容：地域老人の各種相談に応ずるととも

に健康の増進、教養の向上及びレクリ

エーションその他の老人福祉の推進

をはかる。利用料 100円 管理は、社

協に委託 

実績：延利用人員 2,006人 利用料収入

843千円 管理委託料 3,980千円 

(13年度)   

老人福祉センター管理運営事業

 対象：原則６０歳以上

 内容：老人の生活相談、健康相談、機能

回復訓練、教養の向上及びレクレ

ーション等の実施

    大集会室 1,240円 会議室

教養図書室：620円

結婚式：15,450円

実績：延利用人数 2,608名利用料収入０

    管理補助金  ０ 円

高齢者福祉センター運営事業

対象：村内に居住する６０歳以上の者等

内容：高齢者からの相談対応や健康管理

各種講座等により高齢者福祉の

向上に寄与する。 利用料：無料

 

実績：０(13年度)

利用料が異なる。 合併後も各施設は新市の施設として存続さ

せる。利用料については、当分の間現行と

おりとし、随時調整する。 

21.老人福祉施設保護措置事

業 

（Ｃ） 

老人福祉施設保護措置事業

内容：市内 1箇所 措置者 44人

   市外 5箇所 措置者 12人

 実績：144,725千円 

   負担金収入 16,786千円(13年度) 

 

老人福祉施設保護措置費 

内容：町内１箇所措置者３５名、町外３箇

所措置者５名 

実績：94,039千円  

負担金収入 12,410千円(13年度) 

老人福祉施設保護措置費

 内容：措置者２５名

 

実績：53,412千円 

負担金収入 7,770千円

老人福祉施設保護措置事業

内容：村外３箇所 措置者５人

 

実績：10,846千円 

   負担金収入 1,268千円(13年度)

（国県制度事業１／２） 

 

制度事業に準じ、事業継続する。 

22.シルバー人材センター育

成事業 

（Ｃ） 

シルバー人材センター育成事業 

内容：シルバー人材センターの育成を目

的とした助成金を支出する。

   国費 1/2補助に対し、県費・西都

市・佐土原町で負担している。

   西都負担分 6,634千円 

西都支所実績 

実績 会員数 215名 

契約数 1,435件 

就業延人数 24,763人 

契約金額 141,543千円 

シルバー人材センター育成事業 

内容：シルバー人材センターの育成を目的

とした助成金を支出する。西都市との

広域事業で行っており、事務局は西都

市においている。佐土原町は負担金と

して西都市に支払っている。(6,374

千円 14 年度当初) 

実績：会員数 225人  

契約件数 1,766件  

就業延人数 24,258人  

契約金額 145,363千円 

シルバー人材センター育成事業

 内容：シルバー人材センターの育成を目

的とした助成金を支出する。（16,252千円）

実績：会員数 255人 

契約件数 1,415５件  

就業延人数 21,636人

契約高 115,427千円

なし 西都・佐土原広域ｼﾙﾊﾞｰ人材ｾ 

ﾝﾀｰと新富町ｼﾙﾊﾞｰ人材ｾﾝﾀｰ 

の２つの法人組織がある。 

 

 

 

 

 

 

関係機関と協議しながら、合併時に組織を

一本化する 



現 況 
項目 

西 都 市 佐土原町 新 富 町 西米良村 
課題 調整方針 

23.社会福祉協議会 

（Ａ） 

 

社会福祉協議会補助金 

 総計 46,949千円 

社会福祉協議会人件費  37,469千円 

ふれあいのまちづくり事業 4,440千円 

シルバーいきいきサービス事業 

1,384千円 

ボランティアセンター事業 2,405千円 

私たちのデイサービス事業 1,000千円 

社会福祉会運営補助金(14 年度当初) 

事務局補助金：      10,610千円

原爆被爆団体協補助費：    30千円

慰霊祭補助費：        150千円

ボランティア連協活動支援助成金： 

25千円

健康ふくしまつり補助：    400千円

ふれあい花づくり交流事業：  500千円

ふれあいのまちづくり事業補助金 

5,959千円

社会福祉協議会補助金（１４年度）

事務局補助金：      27,747千円

年会費 ：一般会員      300円

賛助会員       3,000円

特別会員       5,000円

主な事業（補助金の内訳）

    運営費：      21,110千円

相談事業：      300千円

 福祉給食サービス事業：  4,837千円

 ふれあいまちづくり事業： 1,500千円

慰霊祭補助費：       771千円

社会福祉協議会補助金(14年度)

：事務局補助金       9,510千円

（組織 職員 ２人 ボランティア

コーディネーター １人

主な事業

 相談事業（心配事相談、地域福祉権利擁

護事業]、

 「社協だより」発行

 ボランティアセンター事業

 福祉団体等支援事業

 社会福祉推進校の指定事業

 福祉ふれあい交流会

 たすけあい金庫貸付事業

 テント貸出事業

 老人クラブ連合会

運営内容（取組事業）が異な

る。 

現法（社会福祉法第１０７条）では、１行

政区に１組織が適当とされているため、関

係機関と協議しながら、合併時に組織を一

本化する。 

 

事業内容については、合併までに調整する。



現 況 
項目 

西 都 市 佐土原町 新 富 町 西米良村 
課題 調整方針 

24.民生・児童委員関連事業 

（Ｂ） 

 

（１）民生委員・児童委員 

・ 委員定数：87 人（うち区域担当 76 人、

主任児童委員 11 人） 

・ 一人当たりの担当世帯：163 世帯 

・ 任期：平成 16 年 11 月 30 日まで 

・ 法定民生委員・児童委員協議会数：6地

区 

・ 補助金（平成 14 年度） 

市民生委員・児童委員協議会補助金 ： 

15,175 千円（総計） 

地区民生委員・児童委員協議会補助金： 

民生委員・児童委員活動費補助金  ： 

10,492 千円 

民生委員・児童委員活動費補助 

（１人あたり）：120 千円 

主任児童委員活動費補助 

（１人あたり）：120 千円 

地区会長活動費補助 

（１人あたり）：42 千円 

地区民協活動運営費助成金 

1,169 千円 

民生委員研修費 

15,000 円×87 名 

国県民生委員児童委員協議会負担金 

479 千円 

その他全国民生・児童委員研修費等 

（２）民生委員推薦会 

委員数：14 名 

a.市議会の議員 

b.民生委員・児童委員 

C.社会福祉事業の実施に関係ある者 

d.区域を単位とする社会福祉関係団

体の代表者 

e.教育に関係ある者 

f.関係行政機関の職員 

g.学識経験のある者 

任期：平成 17 年 3 月 31 日まで 

委員報酬：1回 6,400 円 

 

（１）民生委員・児童委員 

・ 委員定数：56 人（うち区域担当 52 人、

主任児童委員 4人） 

・ 一人当たりの担当世帯：240 世帯 

・ 任期：平成 16 年 11 月 30 日まで 

・ 法定民生委員・児童委員協議会数：１地

区 

・ 補助金（平成 14 年度） 

町民生委員・児童委員協議会補助金 ：

9,814 千円（下記含む） 

地区民生委員・児童委員協議会補助金：

民生委員・児童委員活動費補助金  ：

8,475 千円円 

民生委員・児童委員活動費補助 

（１人あたり）：150 千円 

主任児童委員活動費補助 

（１人あたり）：150 千円 

地区会長活動費補助 

（１人あたり）： 

（２）民生委員推薦会 

委員数：14 名 

a.町議会の議員 

b.民生委員・児童委員 

C.社会福祉事業の実施に関係ある者 

d.区域を単位とする社会福祉関係団

体の代表者 

e.教育に関係ある者 

f.関係行政機関の職員 

g.学識経験のある者 

任期：平成 16 年 11 月 30 日まで 

委員報酬：1回 6,100 円 

（３）社会福祉審議会 民生委員審査専門

分科会 

 民生委員・児童委員の適否の審査に関す

る事項の調査審議を行う。 

委員数：0名 

（１）民生委員・児童委員 

・ 委員定数：34 人（うち区域担当 32 人、

主任児童委員 2人） 

・ 一人当たりの担当世帯：218 世帯 

・ 任期：平成 16 年 11 月 30 日まで 

・ 法定民生委員・児童委員協議会数：１地

区 

・ 補助金（平成 14 年度） 

町民生委員・児童委員協議会補助金 ：

4,420 千円（下記含む） 

地区民生委員・児童委員協議会補助金：

民生委員・児童委員活動費補助金  ：

民生委員・児童委員活動費補助 

（１人あたり）：150 千円 

主任児童委員活動費補助 

（１人あたり）：150 千円 

地区会長活動費補助 

（１人あたり）： 

（２）民生委員推薦会 

委員数：14 名 

a.町議会の議員 

b.民生委員・児童委員 

C.社会福祉事業の実施に関係ある者 

d.区域を単位とする社会福祉関係団

体の代表者 

e.教育に関係ある者 

f.関係行政機関の職員 

g.学識経験のある者 

任期：平成 16 年 11 月 30 日まで 

委員報酬：1回 5,200 円 

民生・児童委員協議会

 ・委員定数 10人(内、児童委員１人)

補助金：１，４００千円(1４年度)

社会福祉協議会で運営

（民生委員法、国県事業） 

委員報酬等の単価が異なる。 

制度に準じ実施する。 

報酬等については合併時までに調整する。



現 況 
項目 

西 都 市 佐土原町 新 富 町 西米良村 
課題 調整方針 

25.その他 

（Ａ） 

 

戦没者遺族連合会運営補助金 

 630 千円 

戦没者追悼奉賛会補助金 

 720 千円 

西都地区保護司会 

 保護司：30 名 

 補助金 140 千円 

原爆被害者の会補助金 

 90 千円 

傷痍軍人会補助金 

 90 千円 

献血推進協議会運営補助金 

160 千円 

介護機器リサイクル事業 

 対象：西都市内に住所を有するおおむね

６５歳以上の高齢者 

 内容：不要になった介護機器を修理消毒

し貸与する。 

 実績：300 千円 

宮崎地区保護司会佐土原支部 

保護司：14 名 

補助金：600 千円（積算基礎：人口１人

あたり 20 円） 

宮崎地区更生保護婦人会佐土原支部 

会員：18 名（平成 14 年 4 月 1 日現在）

補助金：なし 

更生保護法人宮崎県更正保護協会 

負担金：37,290 円（市町村の世帯数にて

負担） 

行旅病人・行旅死亡人等 

取扱件数等：行旅病人 0件、0円 

行旅死亡人 0件、0円  

行旅人貸与 100 千円(14 年度当初)  

戦没者遺族連合会運営補助金 

 120 千円 

戦没者追悼奉賛会補助金 

 720 千円 

宮崎地区保護司会新富支部 

 保護司：10 名 

 補助金 870 千円 

原爆被害者の会補助金 

 25 千円 

傷痍軍人会補助金 

 50 千円 

傷痍軍人会補助金 

  50 千円 

高齢者壽乗車券交付事業

 対象：４月１日現在で、７０歳以上 79

才以下の者

内容：村営バスの乗車券を交付すること

で、社会参加を促し、生きがいと

健康づくりに寄与する。

実績：1,077千円(13年度)

・組織の一本化 

・単独事業の調整見直し 

・合併時までに、組織の整理統合を含めた

組織体制の見直し、 

補助金の一本化、事業内容の整理を行う。

 

・地域性に準じた事業については、継続事

業とする。 



３－（７）．住民福祉専門部会 保健

現 況 
項目 

西 都 市 佐土原町 新 富 町 西米良村 
課題 調整方針 

1. 医療関係施設整備の状況 

（A） 

名称：西都市保健センター 

        西都市聖陵町２－１ 

敷地面積：１，０９２．８５㎡ 

延べ床面積：６００．４３㎡ 

内容 幼児健診、両親・育児学級、母子手

帳交付、健康相談、老人医療受給者

証交付、アルコール依存症者自主活

動支援 

名称：佐土原町保健相談センター： 

宮崎郡佐土原町大字下田島 20,660 番地

延床面積：９３０．４０㎡ 

診療科目：内科・小児科(嘱託医 １名） 

名称：新富町保健相談センター

     新富町大字上富田７４９１

鉄筋コンクリート２階建て

延床面積：２９８．７３㎡ 

職員数

・ センター長福祉保健課長兼務１名

・ 課長補佐兼係長 保健師１名

・ 係員４名事務史員１名保健師３名

栄養士１名

（基幹集落センタ－） 機能・事業内容が異なる。 それぞれの地域に応じた必要不可欠な施

設であり、新市に引き継ぐ。 

2. 救急医療制度 

（A） 

 

西都市・西児湯地域医療圏 

１次救急（在宅当番医制） 

西都市西児湯医師会に、関係市町村（１

市１町１村）が共同で負担している。 

２次救急（西都市・西児湯医師会立西都救

急病院） 

運営費補助（国県補助）、運営費助成（単

独）、貸付金（単独））による援助をして

いる。 

宮崎東諸県医療圏（１市６町）として同じ

救急医療制度の下にある。 

１次救急（宮崎市夜間急病センター、在宅

当番医制）、 

２次救急（宮崎市郡医師会病院）、 

３次救急（県立宮崎病院、宮崎医科大学付

属病院） 

が整備されており、１次救急、２次救急の

運営費について１市６町が共同で負担して

いる。 

西都市・西児湯地域医療圏、東児湯地域医

療圏

１次救急（西都西児湯圏在宅当番制、国立

宮崎病院、都農町国民健康保険病院）

２次救急（西都救急病院）

３次救急（県立宮崎病院、宮崎医科大学付

属病院）が整備されている。

・児湯地区 5町で負担している。

・西児湯地区で負担している。

西都市・西児湯地域医療圏、 

１次救急（村立西米良病院）

２次救急（公立多良木病院・西都救急病

院・国立宮崎病院）

３次救急（県立宮崎病院・宮崎医科大学付

属病院）

医療圏が異なる。     

医療施設への新たな負担金の

増加が見込まれる。 

合併時までに、現状を踏まえ、地域性を

重視して調整する。 

 

 

 

 

 



現 況 
項目 

西 都 市 佐土原町 新 富 町 西米良村 
課題 調整方針 

3.母子保健       

(1)出産準備教室 

(C) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)健康診査 

(Ｂ) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）出産準備教室 

①両親学級（ピーチくらす） 

対象者：妊娠中の夫婦 

実施場所：保健センター 

実施回数：年１６回       

     （１クール４回で４クール） 

実施内容：①妊娠中の日常生活・呼吸法・ 

      先輩ママとの交流 

     ②妊娠中及び授乳期の栄養 

     ③乳房のケア（助産師講話・個 

      別相談・健康チェック    

     ④父親の妊婦体験・乳児の接し 

      方・沐浴 

 

 

 

 

 

（２）健康診査 

①妊婦一般健康診査 

対 象 者：妊娠前期・後期の妊婦 

実施方法：医療機関委託 

②乳児健康診査 

対 象 者：３～５か月・７～１１か月の乳

児 

実施方法：医療機関委託 

③６か月児健康診査 

対 象 者：６か月の乳児 

実施場所：保健センター 

実施内容：月１回 （個人通知） 

     問診・計測・小児科診察・グル 

     ープワーク・離乳食試食・ブッ 

     クスタート・個別相談    

④１歳６ヶ月児健康診査 

対 象 者：１歳６ヶ月～２歳未満の幼児 

実施場所：保健相談センター 

実施内容：月１回 （個人通知） 

 

（１）出産準備教室 

①はっぴいママスクール 

対 象 者：妊婦とその家族 

実施内容：場所 保健相談センター 

     内容 年２４回 

（１クール４回で６クール） 

①妊娠中の過ごし方と母乳栄養 

②育児（沐浴実習等） 

③歯科相談と栄養 

④妊婦体操と座談会と赤ちゃんとの 

ふれあい 

 

②はっぴいパパママスクール 

対 象 者：妊婦と夫 

実施内容：場所 保健相談センター 

     内容 年２回  

     妊診体験・妊婦体操・実習 

（沐浴・調乳等）・座談会 

（２）健康診査 

①妊婦一般健康診査 

対 象 者：妊娠前期・後期の妊婦 

実施方法：医療機関委託 

②乳児健康診査 

対 象 者：３～４ヶ月・７～８ヶ月・１歳

の乳幼児 

実施方法：医療機関委託 

③１歳６ヶ月児健康診査 

対 象 者：１歳６ヶ月～２歳未満の幼児 

実施場所：保健相談センター 

実施内容：月１回 （個人通知） 

     問診・計測・尿検査・小児科 

診察・歯科診察・保健指導・ 

栄養指導・ブラッシング指導・

しつけ、心理相談（個別） 

④３歳６ヶ月児健康診査 

対 象 者：３歳６ヶ月～４歳未満 

実施内容：月１回（個人通知） 

 

（１）出産準備教室 

①母親学級 

対 象 者：妊婦と夫 

実施内容：場所 保健相談センター 

     内容 年１２回  

     （１クール３回で４クール） 

①妊娠中の生活・出産準備用品について

お産のため妊婦体操 

②赤ちゃんの取扱い・お風呂の入れ方 

産後の健康・母子制度・家族計画 

③妊娠中の栄養調理実習 

 

 

 

 

 

 

 

(２)健康診査 

①妊婦一般健康診査 

対 象 者：妊娠前期・後期の妊婦 

実施方法：医療機関委託 

②乳児健康診査 

・対 象 者：３～６ヶ月・７ヶ月～１歳の

乳児 

実施方法：医療機関委託 

②乳児健康診査（集団） 

・対 象 者：４～７ヶ月の乳児 

実施方法：保健相談センターで集団健診

③１歳６ヶ月児健康診査 

対 象 者：１歳６ヶ月～２歳未満の幼児 

実施場所：保健相談センター 

実施内容：年６回 （個人通知） 

     問診・計測・小児科 

診察・歯科診察・保健指導・ 

栄養指導・ブラッシング指導・

しつけ 

 

 教室なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）健康診査 

①妊婦一般健康診査 

対 象 者：妊娠前期・後期の妊婦 

実施方法：医療機関委託 

②乳児健康診査 

対 象 者：３～４ヶ月(６ヶ月未満)・７～

８ヶ月(６ヶ月～１歳未満)乳児 

実施方法：医療機関委託 

③乳児健康診査（集団）

対象者：１歳未満児

実施方法：集団

実施場所：基幹集落センター

     ３か月に１回

③１歳６ヶ月児健康診査(３歳と同時) 

対 象 者：１歳６ヶ月～２歳未満の幼児 

実施場所：基幹集落センター 

実施内容：３か月に１回 （個人通知） 

実施回数・内容が異なる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

対象者、実施方法等が異なる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合併時までに調整する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合併時までに調整する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



現 況 
項目 

西 都 市 佐土原町 新 富 町 西米良村 
課題 調整方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3)要フォロー児教室 

(C) 

 

 

 

 

 

 

 

(4)乳幼児健康相談 

(C) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     問診・計測・小児科診察・歯科 

栄養指導・しつけ・保健指導・

保育士による親子遊び 

④３歳６ヶ月児健康診査 

対 象 者：３歳６ヶ月～４歳未満 

実施内容：月１回（個人通知） 

     問診・計測・尿検査・視聴覚 

検査・小児科診察・歯科診察・ 

保 健 指 導 ・ 栄 養 指 導 

ブラッシング指導・しつけ・ 

心理相談（個別） 

（３）要フォロー児教室（わくわくランド） 

対 象 者：１歳６か月健診・３歳児健診で 

の要観察もしくは要指導と 

判定された親子        

及び育児不安のある親子    

実施場所：保健相談センター 

実施内容：年９回 

     親子遊び（保育士）・音楽遊び 

    （音楽療法士）・個別相談 

（４）乳幼児健康相談 

①にこにこランド 

対象者：生後３か月から１歳６か月未満児 

実施場所：保健センター 

実施内容：年９回 

     講演・音楽遊び・親子遊び・遠 

     足その他・個別相談 

 

 

②おっぱい学級 

対象者：母乳保育中の母子 

実施場所：保健センター 

実施内容：年６回 

     助産師講話・個別相談・児の身 

     体計測 

 

 

 

     問診・計測・尿検査・視聴覚 

検査・小児診察・歯科診察・ 

保健指導・栄養指導・ 

ブラッシング指導・しつけ・ 

心理相談（個別） 

 

 

 

 

 

 

（３）要フォロー児教室（あそびの教室）

対 象 者：乳幼児健康診査での要観察者 

及び育児不安のある親子 

実施場所：保健相談センター 

実施内容：年６回 

    音楽遊び（音楽療法士）・個別相談

 

 

 

（４）乳幼児健康相談 

①赤ちゃん相談 

対 象 者：１歳未満の乳児 

実施場所：保健相談センター 

佐土原地区公民館 

実施内容：月１回 

（佐土原地区公民館は隔月） 

     問診・身体計測・栄養相談・ 

育児相談 

②バブバブ学級 

対 象 者：１歳未満の乳児とその親 

実施場所：保健相談センター 

実施内容：月１回 

     身体計測・個別相談（必要時）

親同士の交流 

（絵本の読み聞かせ・離乳食の

試食） 

③ワイワイ学級 

④３歳６ヶ月児健康診査 

対 象 者：３歳６ヶ月～４歳未満 

実施内容：年６回（個人通知） 

     問診・計測・尿検査・視聴覚 

検査・小児診察・歯科診察・ 

保健指導・栄養指導・ 

ブラッシング指導・しつけ 

 

 

 

（３）要フォロー児教室（２歳児元気な歯

教室） 

対象者：１歳６か月健診の事後フォロー 

実施場所：保健相談センター 

実施内容：年３回 個別相談 

 

 

 

 

(４)乳幼児健康相談 

①育児学級 

対 象 者：１歳未満の乳児 

実施場所：保健相談センター 

実施内容：年３回 

問診・身体計測・栄養相談離乳

食試食・育児相談 

   

     問診・計測・内科診察・歯科診

察・保健指導・栄養指導 

 スタッフ：保健師・栄養士国保連委託、

 村内看護師２名雇上げ 

④３歳児健康診査（１．６歳と同時） 

対 象 者：３歳３ヶ月～４歳未満 

実施内容：３か月に１回（個人通知） 

     問診・計測・尿検査・視聴覚 

検査・内科診察・歯科診察・ 

保健指導・栄養指導 

 

教室無し

(４)乳幼児健康相談

実施無し

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

対象・内容が異なる。 

西米良村が実施していない。 

 

 

 

 

 

 

 

対象者・実施内容が異なる。 

西米良村が実施していない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合併時までに調整を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

合併時までに調整する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



現 況 
項目 

西 都 市 佐土原町 新 富 町 西米良村 
課題 調整方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5)思春期保健事業 

(C) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(6)健康教育 

(C) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）思春期保健事業 

①ふれあい体験事業 

対 象 者：妻高校福祉生活科の生徒 

実施場所：保健センター 

実施内容：年１回  

     赤ちゃんとのふれあい・ 

ビデオ上映（生命創造）・ 

グループワーク 

②思春期教育 

対象者：小中学校の児童生徒 

実施場所：依頼のあった施設 

実施方法：依頼に応じた内容で実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）健康教育 

①小児生活習慣病予防教室 

（わくわく健康ランド） 

対 象 者：小学校生と保護者の中から希望

者 

実施場所：小学校 

実施内容：年間１～２校指定 

     講話（栄養・運動・日常生活）

調理実習・運動・ゲーム 

対 象 者：１歳～就学前までの幼児と 

その親 

実施場所：保健相談センター 

実施内容：月１回 

 地域子育て支援センターが 

主になって実施 

     講演・絵本の読み聞かせ・ 

親同士の交流・親子での遊び 

（５）思春期保健事業 

①ふれあい体験事業 

対 象 者：佐土原高校生の希望者 

実施場所：保健相談センター 

実施内容：年１回  

     赤ちゃんとのふれあい・ 

ビデオ上映（生命創造）・

グループワーク 

②思春期教育 

 

 
実施場所 実 施 内 容 

中学生 各学校 

年１回 

二次性徴につい

て等 

高校生 各学校 

年１回  

「未来へはばた

く君達へのメッ

セージ」 

生命の尊さや避

妊方法、ＳＴＤ

について 

（６）健康教育 

①子どもの生活習慣病予防教室 

（夏休みわくわく体験教室） 

対 象 者：小学校３～６年生とその親 

実施場所：保健相談センター 

実施内容：年４回 講演・調理実習・運動・

ゲーム・個別指導・血液検査 

（医療機関） 

 

思春期実施なし 

②思春期教育 

未実施

（６）健康教育 

 

 

 

 

 

 

 

 

 思春期実施なし 

②思春期教育 

未実施

（６）健康教育 

①親子うんどう教室 

対象者：保育園児主で乳幼児制限なし 

実施場所：トレーニング施設 

実施内容：年３回、運動指導士による講話

と運動指導、保育士による教育 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

西都市、佐土原町のみ実施。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

対象・実施内容等が異なる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合併時までに調整する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合併時までに調整する 

 

 

 

 

 

 

 

 



現 況 
項目 

西 都 市 佐土原町 新 富 町 西米良村 
課題 調整方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(7)心身障害児支援事業 

(C) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(8)母子保健推進員支援事業 

(B) 

 

 

 

 

 

②その他の教室 

対 象 者：保育所、幼稚園、小中学校の 

児童と保護者等 

実施場所：保健相談センター及び依頼が 

あった施設 

実施内容：依頼要望に合わせて

育児・疾病・栄養・生活習慣等

について講話 

 

 

 

 

 

 

（７）心身障害児支援事業 

未実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（８）母子保健推進員支援事業 

推進員数：１１名（内看護師６名） 

任  期：２年 

活動内容：状況の把握・健診、学級のすす

め・育児相談等 

②就学児健康診査時教育 

対 象 者：就学前児とその親 

実施場所：各学校（５ヶ所） 

実施内容：各学校１回 保健師による 

（予防接種・生活習慣・歯の健康等）

③その他の教室 

対 象 者：保育所、幼稚園、小中学校の 

児童と保護者等 

実施場所：保健相談センター及び依頼が 

あった施設 

実施内容：依頼要望に合わせて育児・ 

疾病・栄養・生活習慣等に 

ついて講話 

 

 

 

 

 

 

（７）心身障害児支援事業 

   エンジェル 

キッズ 

わんぱく 

キッズ 

対 

象 

者 

障害のある子

どもを持つ親 

自閉症等の 

障害のある 

子供を持つ親

実 

施 

場 

所 

保健相談 

センター 

保健相談 

センター 

実 

施 

内 

容 

月１回 

親同士の交流 

・情報交換 

月１回 

親同士の交流

・情報交換 

 

（８）母子保健推進員支援事業 

未実施 

①就学児健康診査時教育 

対 象 者：修学前児とその親 

実施場所：各学校（３ヶ所） 

実施内容：各学校１回 保健師による 

（予防接種・生活習慣・歯の健康等）

②その他の教室 

対 象 者：保育所、幼稚園、小中学校の 

児童と保護者等 

実施場所：保健相談センター及び依頼が 

あった施設 

実施内容：依頼要望に合わせて育児・ 

疾病・栄養・生活習慣等に 

ついて講話 

生活習慣病予防教室（４地区）

対 象 者：保育所、幼稚園、小中学校の 

児童と保護者等 

実施場所：保健相談センター及び依頼が 

あった施設 

実施内容 

（７）心身障害児支援事業 

未実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（８）母子保健推進員 

任期  １年 

数  １０名 

１件 ５００円年間活動７５０件

 

 

 

 

 

②その他の教室 

対 象 者：保育所、小中学校の児童と保護

者等 

実施場所：小中学校など依頼があった施設

実施内容：依頼要望に合わせて育児・ 

疾病・栄養・生活習慣等に 

ついて講話 

（７）心身障害児支援事業

未実施 

（８）母子保健推進員

 ６人、任期２年

 活動内容：健診など受診案内、予防接種、

   教室など案内、勧奨、相

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

佐土原町のみ実施。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

任期・報償費等が異なる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

引き続き実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合併時までに調整する。 



現 況 
項目 

西 都 市 佐土原町 新 富 町 西米良村 
課題 調整方針 

4予防接種 

(Ｃ) 

予
防
接
種
名 

対象者 実施場所 

実
施
方
法 

急
性
灰
白
随
炎 

生後 

３ ～ 90

月未満 

２
回
・
個
別
接
種 

三
種
混
合
（
二
種
） 

生後 

３ ～ 90

月 

未満 

４
回
・
個
別
接
種 

麻 

し 

ん 

生後 

12 ～ 90

月未満 

１
回
・
個
別
接
種 

ツ
反
・
Ｂ
Ｃ
Ｇ 

生後 

３ ～ 48

月未満 

各
１
回
・
個
別
接
種 

風 
 

疹 

生後 

12 ～ 90

月未満 

１
回
・
個
別
接
種 

日 

本 

脳 

炎 

生後 

６ ～ 90

月未満 

医療機関 

３
回
・
個
別
接
種 

 

 

 

 

予
防
接
種
名 

対象者 実施場所 

実
施
方
法 

急
性
灰
白
随
炎 

生後 

３～90月

未満 

保健相談 

センター 

２
回
・
集
団
接
種 

三
種
混
合
（
二
種
） 

生後 

３～90月 

未満 

４
回
・
個
別
接
種 

麻 

し 

ん 

生後 

12～90月

未満 

１
回
・
個
別
接
種 

ツ
反
・
Ｂ
Ｃ
Ｇ 

生後 

３～48月

未満 

各
１
回
・
個
別
接
種 

風 
 

疹 

生後 

12～90月

未満 

１
回
・
個
別
接
種 

日 

本 

脳 

炎 

生後 

６～90月

未満 

医療機関 

３
回
・
個
別
接
種 

 

予
防
接
種
名 

対象者 実施場所 

実
施
方
法 

急
性
灰
白
随
炎 

生後 

３～90 月

未満 

保健相談 

センター 

年４回 

２
回
・
集
団
接
種 

三
種
混
合
（
二
種
） 

生後 

３～90 月 

未満 

４
回
・
個
別
接
種 

麻 

し 

ん 

生後 

12～90 月

未満 

 

１
回
・
個
別
接
種 

ツ
反
・
Ｂ
Ｃ
Ｇ 

生後 

３～48 月

未満 

保健相談 

センター 

年４回 

各
１
回
・
個
別
接
種 

風 
 

疹 

生後 

12～90 月

未満 

１
回
・
個
別
接
種 

日 

本 

脳 

炎 

生後 

６～90 月

未満 

 

３
回
・
個
別
接
種 

予
防
接
種
名 

対象者 実施場所

実
施
方
法 

急
性
灰
白
随
炎 

生後 

３ ～ 90

月未満 

医療機関 

２
回
・
集
団
接
種 

三
種
混
合
（
二
種
） 

生後 

３ ～ 90

月 

未満 

４
回
・
集
団
接
種 

麻 

し 

ん 

生後 

12 ～ 90

月未満 

１
回
・
集
団
接
種 

ツ
反
・
Ｂ
Ｃ
Ｇ 

生後 

３ ～ 48

月未満 

各
１
回
・
集
団
接
種 

風 
 

疹 

生後 

12 ～ 90

月未満 

１
回
・
集
団
接
種 

日 

本 

脳 

炎 

生後 

６ ～ 90

月未満 

医療機関

３
回
・
集
団
接
種 

実施方法が異なる 合併時までに調整する。 

 



現 況 
項目 

西 都 市 佐土原町 新 富 町 西米良村 
課題 調整方針 

5.成人･高齢者保健  

(1)健康診査 

(A) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）健康診査 

１ 基本健康診査 

□対象者：４０歳以上 

□実施期間：４月から３月 

□実施方法：医療機関にて個別健診 

□実施内容：血圧測定、尿検査、血液 

 検査（貧血・肝機能・血糖・

脂質・腎機能）、心電図、

眼底検査は選択 

□自己負担：1,000 円 

２ 肝炎ウィルス検診 

□対象者：国の定めた要件を満たした人 

□実施期間：４月から３月 

 

□実施方法：医療機関にて個別検診 

（基本健診と同時）、 

 

□実施内容：Ｃ型肝炎ウィルス検査、 

ＨＢｓ抗原検査 

□自己負担：６００円～１，８００円 

 

 

□免除規定：あり（老人医療受給者、 

生活保護世帯に属する人、

市民税非課税世帯に 

属する人） 

３ 胃がん検診 

□対象者：４０歳以上 

□実施期間：個別 ４月から３月 

 集団 ７月と２月  

 

□実施方法：個別検診・集団検診 

□実施内容：胃部Ｘ線間接撮影 

□自己負担：1,２00 円 

□免除規定：なし 

４ 子宮がん検診 

□対象者：30 歳以上 

□実施期間：個別 ４月から３月 

（１）健康診査 

１ 基本健康診査 

□対象者：30 歳以上 

□実施期間：４月から６月 

□実施方法：集団健診 

□実施内容：血圧測定、尿検査、血液 

 検査（貧血・肝機能・血糖・

脂質・腎機能）、心電図、

眼底検査は選択 

□自己負担：1,000 円 

２ 肝炎ウィルス検診 

□対象者：国の定めた要件を満たした人

□実施期間：４月から６月 

（二次検診は 12 月まで）

□実施方法：集団検診 

（基本健診と同時、 

二次検診のみ個別検診） 

□実施内容：Ｃ型肝炎ウィルス検査、

ＨＢｓ抗原検査 

□自己負担：基本健診に含まれる、 

      ＧＰＴ値に基づく検査  

無料 

 

 

 

 

３ 胃がん検診 

□対象者：30 歳以上 

□実施期間：４月から６月 

（基本健診等他の健診と 

同時実施） 

□実施方法：集団検診 

□実施内容：胃部Ｘ線間接撮影 

□自己負担：1,000 円 

□免除規定：なし 

４ 子宮がん検診 

□対象者：30 歳以上 

□実施期間：４月から６月 

（１）健康診査 

１ 基本健康診査 

□対象者：４0歳以上 

□実施期間：９月から１１月 

□実施方法：集団健診 

□実施内容：血圧測定、尿検査、血液

 検査（貧血・肝機能・血糖・

脂質・腎機能）、心電図、

□自己負担：なし 

 

２ 肝炎ウィルス検診 

□対象者：国の定めた要件を満たした人

□実施期間：７月から９～１１月 

（二次検診は 12 月まで）

□実施方法：集団検診 

（基本健診と同時） 

□実施内容：Ｃ型肝炎ウィルス検査 

ＨＢｓ抗原検査 

□自己負担：基本健診に含まれる、 

      ＧＰＴ値に基づく検査  

無料 

 

３ 胃がん検診 

□対象者：４0歳以上 

□実施期間：９月から１１月 

（基本健診等他の健診と 

同時実施） 

□実施方法：集団検診 

□実施内容：胃部Ｘ線間接撮影 

□ 自己負担：1,000 円 

免除規定：なし

（１）健康診査

１ 基本健康診査 

□対象者：４０歳以上 

□実施期間：４月 

□実施方法：集団健診 

□実施内容：血圧測定、尿検査、血液

 検査（貧血・肝機能・血糖・

脂質・腎機能）、心電図、

眼底検査は選択 

□自己負担なし 

２ 肝炎ウィルス検診 

□対象者：国の定めた要件を満たした人

□実施期間：４月 

（二次検診はなし） 

□実施方法：集団検診 

（基本健診と同時） 

□実施内容：Ｃ型肝炎ウィルス検査、

ＨＢｓ抗原検査 

□自己負担： 無料 

 

 

 

 

 

 

 

３ 胃がん検診 

□対象者：４０歳以上 

□実施期間：４月、８月から９月 

（基本健診とセットまたは

単独実施） 

□実施方法：集団検診 

□実施内容：胃部Ｘ線間接撮影 

□自己負担：社保５００円、他無料 

□免除規定：なし 

４ 子宮がん検診 

□対象者：30 歳以上 

□実施期間：４月から６月 

 

対象年齢・自己負担額・免除

規定・実施方法等が異なる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合併時までに調整する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



現 況 
項目 

西 都 市 佐土原町 新 富 町 西米良村 
課題 調整方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 集団 ７月と２月 

□実施方法：個別検診・集団検診 

□実施内容：検診車および医療機関によ

る細胞診 

□自己負担：1,000 円 

□免除規定：なし 

５ 乳がん検診 

□対象者：30 歳以上 

□実施期間：４月から３月 

□実施方法：個別検診 

□実施内容：触診 

 

□自己負担：４00 円 

□免除規定：なし 

６ 大腸がん検診 

□対象者：４0歳以上 

□実施期間：４月から３月 

 

□実施方法：個別検診 

□実施内容：便潜血検査２日法 

□自己負担：６00 円 

７ 肺がん検診 

未実施 

 

 

 

 

 

 

８ 骨祖鬆症検診 

□対象者：４０歳および５０歳の女性 

 

□実施方法：医療機関にて個別検診 

 

 

□実施内容：問診・ＤＸＡ法による 

    骨密度測定・保健指導 

□ 自 己 負 担 ： ６ ０ ０ 円 

（基本健診等他の健診と 

同時実施） 

□実施方法：集団検診 

□実施内容：検診車による細胞診 

□自己負担：1,000 円 

□免除規定：なし 

５ 乳がん検診 

□対象者：30 歳以上 

□実施期間：９月から 11 月 

□実施方法：個別検診 

□実施内容：マンモグラフィー＋ 

超音波検査 

□自己負担：3,000 円 

□免除規定：なし 

６ 大腸がん検診 

□対象者：30 歳以上 

□実施期間：４月から６月 

（他の健診と同時実施） 

□実施方法：集団検診 

□実施内容：便潜血検査２日法 

□自己負担：500 円 

７ 肺がん検診 

□対象者：ふしめ健診希望者 

（30,35,40,45,50,55,61 歳の男女）

□実施期間：４月から６月（日曜日）

□実施方法：集団検診 

□実施内容：検診車による胸部Ｘ線間接

撮影＋喀痰細胞診（必要時）

□自己負担：ふしめ健診の料金に含む 

８ 骨祖鬆症検診 

□対象者：ふしめ健診希望者 

（30,35,40,45,50,55,61 歳の男女）

□実施方法：集団方式 

□実施回数：年５回 

（日曜日のふしめ健診時、同時実施）

□実施内容：問診・ＤＸＡ法による 

    骨密度測定・保健指導 

□自己負担：ふしめ健診の料金に含む

４ 子宮がん検診 

□対象者：30 歳以上 

□実施期間：７月と２月 

□実施方法：集団検診 

□実施内容：検診車による細胞診 

□自己負担：1,000 円 

□ 免除規定：なし 

５ 乳がん検診 

□対象者：４0歳 50 歳 

□実施期間：７月 

□実施方法：個別検診 

□実施内容：マンモグラフィー＋ 

超音波検査 

□自己負担：３,000 円 

□免除規定：なし 

６ 大腸がん検診 

□対象者：４0歳以上 

□実施期間：９月から１１月 

（他の健診と同時実施） 

□実施方法：集団検診 

□実施内容：便潜血検査２日法 

□自己負担：500 円 

７ 肺がん検診 

未実施 

 

 

 

 

 

 

（基本健診等他の健診と 

同時実施） 

□実施方法：集団検診 

□実施内容：検診車による細胞診 

□自己負担：社保５００円、他無料 

□免除規定：なし 

５ 乳がん検診 

□対象者：30 歳以上 

□実施期間：８月 

□実施方法：集団検診 

□実施内容：マンモグラフィー＋ 

超音波検査 

□自己負担：1,000 円 

□免除規定：なし 

６ 大腸がん検診 

□対象者：４０歳以上 

□実施期間：４月（他の健診と同時実施）

□実施方法：集団検診 

□実施内容：便潜血検査２日法 

□自己負担：０円 

□便結果で内視鏡集団検診もある。 

７ 肺がん検診 

実施なし 

 

 

 

 

 

 

８ 骨祖鬆症検診 

実施なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



現 況 
項目 

西 都 市 佐土原町 新 富 町 西米良村 
課題 調整方針 

 

 

 

 

 

 

(2)健康相談 

(C) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3)健康教育 

(C) 

 

 

 

 

 

 

 

□免除規定：なし 

 

 

  

 

 

（２）健康相談 

事
業
名 

対象者 内  容 
回

数 

定
期
健
康
相
談 

市民 

尿検査・血圧

測定・体脂肪

測定・保健師

栄養士によ

る相談 

12 

回 

踊
り
グ
ル
ー
プ 

グループ

の会員 

 

血圧測定・個

別相談 

 

 

12

回 

ね
ん
り
ん
講
座 

高齢者 

 

 

血圧測定・個

別相談 

5

回 

そ
の
他 

がん検診

時 

高齢者ク

ラブ 

その他依

頼に応じ 

血圧測定・個

別相談 

 

随

時 

 

（３）健康教育 

教
室
名 

対象者 内  容 
回

数 

た
け
ん
こ
の
会 

在宅療養

者とその

家族 

 

講話・実習・

野外活動・グ

ループワー

ク 

12

回 

□免除規定：なし 

 

 

 

 

 

（２）健康相談 

対 象 者：町民 

実施方法：健康診査の結果、必要と 

認められる人、及び各種事業時

同時実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

（３）健康教育 

教
室
名 

対象者 内  容 
回

数

ヘ
ル
シ
ー
ダ
イ
エ
ッ
ト 

健康診査

の結果、

肥満・高

血糖の人 

運動・栄養・

生活指導・ 

血液検査 

15

回

８ ふしめ検診 

□対象者：ふしめ健診希望者 

（40,50 歳の男女） 

□実施方法：集団方式 

□ 日曜日回数：年１回 

１ 基本健康診査 

２ 胃がん検診 

３ 大腸がん検診 

４ 歯周疾患検診 

５ 子宮がん検診 

６ 骨祖鬆症検診 女のみ 

男 １，５００円 

女 ２，０００円 

（乳がん検診希望者５０００円） 

      

（２）健康相談 

対 象 者：町民（２ヵ所） 

実施場所：保健相談センター 

     温泉センター 

実施回数 ２回 

実施方法：健康診査の結果必要と認められ

る人、及び各種事業時にも実施 

 

 

 

 

 

 

 

（３）健康教育 

教
室
名 

対象者 内  容 
回

数

ス
リ
ム
教
室 

健康診査

の結果、

肥満・高

血圧高血

血糖の人

運動・栄養・

生活指導・ 

血液検査 

運動機能検

査 

７

回

 

 

 

 

 

 

（２）健康相談 

対 象 者：村民 

実施方法：各種事業時同時実施

（３）健康教育

教
室
名 

対象者 内  容 
回

数

健
康
イ
キ
イ
キ
体
操 

40 歳以上

の方 

年代別で

夜と昼開

催 

健康運動指

導士による

運動指導と

講話 

10

回

 

 

 

 

 

 

実施方法・内容が異なる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実施方法・内容が異なる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合併時までに調整する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合併時までに調整する 

 

 

 

 

 

 

 



現 況 
項目 

西 都 市 佐土原町 新 富 町 西米良村 
課題 調整方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4)機能訓練 

(C) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5)インフルエンザ予防接種 

(A) 

前
期
高
齢
者 

70 歳到達

者 

健康講話（運

動・栄養・日

常生活・手帳

説明・医療の

かかり方） 

12 

回 

転
倒
予
防
教
室 

一般公募 

 

血液検査・運

動・栄養・日

常生活（国保

予算） 

2

教

室

回 

健
康
ゼ
ミ
ナ
ー
ル 

一般公募 

 

骨粗鬆症・歯

周病・高脂血

症予防講話

等（国保予

算） 

6

回 

 

 

 

（４）機能訓練 

機能訓練 A型 

機能訓練Ｂ型…実施なし 

対 象 者：40 歳以上の者で介護保険サービ

ス対象外のもの 

実施内容：医師会委託により市内の介護保

険施設にて、実施している。 

     週 1回実施 施設の

理学療法士が担当し市の保健

師 も 参 加 し て い る 。 

集団体操・日常生活指導・ 

レクレーション、 

（５）インフルエンザ予防接種 

対 象 者：接種日に満 65 歳以上の人、 

60 ～ 65 歳未満で身体障害 

手帳１級を持つ一部の人 

 

内  容：問診・診察・ワクチン接種 

自己負担：1,000 円 

 

ヘ
ル
シ
ー
ラ
イ
フ 

町 民 

（公募） 

栄養・生活 

指導 

８

回

ヘ
ル
シ
ー
教
室 

町 民 

（地区 

 単位） 

栄養・生活 

指導 

夜

２

回

そ
の
他
健
康
教
育 

町 民 

（随時 

 公募） 

健康講話 

（運動・栄養 

生活指導等） 

随

時

 

 

 

 

 

（４）機能訓練 

機能訓練 A型…実施なし 

機能訓練 B型 

対 象 者：40 歳以上で心身の機能の低下 

している人 

実施内容：理学療法士・保健師による 

集団体操・日常生活指導・ 

レクレーション、栄養士による

調理実習等 

 

 

 

（５）インフルエンザ予防接種 

対 象 者：接種日に満 65 歳以上の人、 

60～65 歳未満で身体障害者 

手帳１級を持つ一部の人 

内  容：問診・診察・ワクチン接種 

自己負担：1,000 円 

 

そ
の
他
健
康
教
育 

町 民 

（随時 

 公募）

健康講話 

（運動・栄養

生活指導等）

随

時

生活習慣病予防教室 

対象者  ：モデル地区（４地区） 

実施場所 ：各地区集会所 

実施内容：健康教育・調理実集を含む 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）機能訓練 

実施なし 

 

 

 

 

 

 

（５）インフルエンザ予防接種 

対 象 者：接種日に満 65 歳以上の人、 

60～65 歳未満で身体障害者 

手帳１級を持つ一部の人 

内  容：問診・診察・ワクチン接種 

町負担：２,１00 円

男
性
運
動
教
室 

40 歳以上

の男性 

健康運動指

導士による

運動指導 

夜

６

回

健
康
い
ど
ば
た

教
室 

高齢者 

（地区 

 単位）

レクリエー

ションと運

動指導 

計

８

回

そ
の
他
健
康
教
育 

なし   

 

 

 

 

 

（４）機能訓練

 実施なし

 

（５）インフルエンザ予防接種 

対 象 者：接種日に満 65 歳以上の人、 

60～65 歳未満で身体障害者 

手帳１級を持つ一部の人 

内  容：問診・診察・ワクチン接種 

村負担：1,500 円

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実施形態が異なる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自己負担金が異なる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合併時までに調整する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合併時までに新富町・西米良村を基本と

して調整する。 

 



現 況 
項目 

西 都 市 佐土原町 新 富 町 西米良村 
課題 調整方針 

6. 歯科保健 

(1)歯科健診・相談 

(Ｂ) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)歯科教育推進事業 

(C) 

 

 

 

 

 

（１）歯科健診・相談 

①２歳児歯の教室 

対 象 者：２歳児 

実施場所：保健センター 

実施内容：年 3回（個人通知） 

歯科診察・歯科医師講話・おや

つ試食・栄養士講話・ブラッシ

ング指導（国保事業） 

②歯科検診 

  実施なし 

 

 

 

 

 

（２）歯科教育推進事業 

②フッ素洗口事業 

対象者：市内の保育所・幼稚園に通う 3歳

以上の園児 

実施方法：保育園と幼稚園単位での申し込

みにより実施（国民健康保健事

業） 

内容：父母説明会・医師講話・ブラッシン

グ指導・栄養指導・洗口指導・

毎日の実施は保育士が実施   

 

（１）歯科健診・相談 

①２歳児歯の教室 

対 象 者：２歳～２歳３ヶ月児 

実施場所：保健相談センター 

実施内容：年４回（個人通知） 

歯科診察・ブラッシング指導・

フッソ塗布・指導 

 

②歯科検診 

対 象 者：30,35,40,45,50,55,61 歳 

ふしめ健診対象者 

実施場所：保険相談センター 

実施内容：年５回 

歯科診察・ブラッシング指導・

相談 

（２）歯科教育推進事業 

対 象 者：1歳６ヶ月児、３歳６ヶ月児 

健康診査受診者 

実施場所：保健相談センター 

実施内容：月１回 

集団指導（劇による集団教育）・

個別指導 

 

（１）歯科健診・相談 

①２歳児元気な歯教室 

対 象 者：２歳～２歳４ヶ月児 

実施場所：保健相談センター 

実施内容：年３回（個人通知） 

歯科診察・ブラッシング指導・

フッソ塗布・指導および歯科 

医による教育・栄養指導 

②歯科検診 

対 象 者：40,50,歳 

ふしめ健診対象者 

実施場所：保健相談センター 

実施内容：ふしめ健診時・歯科診察 

事後指導 ブラッシング指導・相談 

 

（２）歯科教育推進事業 

③フッ素洗口 

保育所 １０ヵ所 

幼稚園  1ヵ所 

年２回虫歯予防教育・ブラッシング指導・

 

（１）歯科健診・相談 

①２歳児歯の教室 

  実施なし 

 

 

 

 

 

②歯科検診 

  実施なし 

 

 

 

 

 

（２）歯科教育推進事業 

フッ素塗布 

対象者：1歳以上で希望する者 

実施場所：1.6歳 3歳児健診と同時 

自己負担：300円 

フッ素洗口 

対象者：3歳以上で希望する園児 

実施場所：保育所（1か所）週 5日法 

自己負担：無料 

 

 

 

 

 

 

西米良村が未実施である。 

対象者・内容等が異なる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

対象者、実施内容が異なる。 

 

 

 

 

 

 

合併時までに調整する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合併時までに調整する。 



現 況 
項目 

西 都 市 佐土原町 新 富 町 西米良村 
課題 調整方針 

 

（１）離乳食教室 

対 象 者：３か月～１歳３か月未満児を持

つ親 

実施場所：コミュニティセンター 

実施内容：年６回 

調理実習・試食・栄養指導 

自己負担：無料 

（２）食生活改善推進員育成 

対 象 者：公募により希望した者 

実施場所：保健センター 

実施内容：２２名 年９回２年に１回養成 

②食生活改善推進員活動支援 

推進員数：７８名（市内を８地区に分けて

班活動） 

研修会：全体研修会 月１回 

    班長会   月１回 

    班会    月１回 

活動内容：自主活動（料理講習会・イベン

トでの試食配付・ヘル

スサポーター２１事

業） 

     市の事業に参加してアピール 

    （国保事業・成老人事業・母子事

業での試食提供） 

7.栄養関係 

(1)離乳食教室 

(C) 

 

 

 

 

 

(2)食生活改善推進員育成支

援事業 

(B) 

 

 

 

 

 

（１）離乳食教室 

対 象 者：４～５ヶ月児を持つ親 

実施場所：保健相談センター 

実施内容：年６回 

調理実習・試食・栄養指導・ 

歯の指導・家族計画 

自己負担：無料 

（２）食生活改善推進員育成 

対 象 者：公募により希望した者 

実施場所：保健相談センター 

実施内容：２３名 月１回 本年度養成中

 

（１）離乳食教室 

教室実施なし 

 

 

 

 

 

（２）食生活改善推進員育成（講座） 

未実施 

 

 

（１）離乳食教室 

教室実施なし 

 

 

 

 

 

（２）食生活改善推進員育成 

食改なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・西都市、佐土原町のみ実施。 

・内容が異なる。 

 

 

 

西都市、佐土原町のみ実施。 

内容が異なる。 

 

 

 

 

 

合併までに調整する。 

 

 

 

 

合併時までに調整する。 

8.精神保健 

(1)精神障害者居宅生活 

 支援事業 

(B) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１） 精神障害者居宅生活支援事業 

①グループホーム 

対 象 者：各項目全てに該当する者 

ア）日常生活上の援助を受けないで、

生活することが可能でないか又

は適当でない者 

イ） 一定程度の自活能力があり、数人 

で共同の生活を送るのに支障が

ない者 

  ウ）日常生活を維持するのに足りる 

収入がある者 

 

（１）精神障害者居宅生活支援事業 

①グループホーム 

対 象 者：各項目全てに該当する者 

ア）日常生活上の援助を受けないで、

生活することが可能でないか又は

適当でない者 

ロ） 一定程度の自活能力があり、数人

で共同の生活を送るのに支障が

ない者 

  ウ）日常生活を維持するのに足りる 

収入がある者 

(1) 精神障害者居宅生活支援事業 

①グループホーム 

対 象 者：各項目全てに該当する者 

ア）日常生活上の援助を受けないで、

生活することが可能でないか又

は適当でない者 

ハ） 一定程度の自活能力があり、数人

で共同の生活を送るのに支障が

ない者 

  ウ）日常生活を維持するのに足りる 

収入がある者 

(1) 精神障害者居宅生活支援事業 

①グループホーム

未実施 

 

西都市、佐土原町、新富町が

実施。（国・県補助事業） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

引き続き実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



現 況 
項目 

西 都 市 佐土原町 新 富 町 西米良村 
課題 調整方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)精神障害者家族会支援 

(B) 

実施内容：地域において精神障害者グルー 

プでの生活を望む精神障害に 

対し、日常生活における援助等 

を行うことにより、精神障害の 

自立生活を助長する。 

②ショートスティ 

未実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ホームヘルプサービス 

未実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）精神障害者家族会支援 

会の設置無し 

実施内容：地域において精神障害者グルー

プでの生活を望む精神障害者に

対し、日常生活における援助等

を行うことにより、精神障害の

自立生活を助長する。 

②ショートスティ 

対 象 者：佐土原町内に居住する在宅の 

精神障害者で、精神障害者保健

福祉手帳、又は精神障害を支給

事由とする年金たる給付を現に

受けている者 

実施内容：精神障害者の介助等を行う者が

疾病その他の理由により、当該

精神障害者が居宅において介護

等を受けることが一時的に困難

となった場合に当該。 

精神障害者を精神障害者生活訓

練施設等に短期入所させ、居宅

の精神障者及びその家族の福祉

の向上を図る 

③ホームヘルプサービス 

対 象 者：佐土原町内に居住する在宅の 

精神障害者で各項目のいずれか

に該当する者 

実施内容：精神障害により居宅において 

日常生活を営むのに支障がある

者のいる世帯に対してホームヘ

ルパーを派遣して、食事、身体

の清潔の保持等の介助その他の

日常生活を営むのに必要なサー

ビスを供与することにより、精

神障害者の自立と社会復帰を促

進し、精神障害者の福祉の増進

を図る 

自己負担：別紙２ 

（２）精神障害者家族会支援 

（しあわせ家族会）

対 象 者：精神疾患とその家族 

実施内容：地域において精神障害者グルー

プでの生活を望む精神障害に 

対し、日常生活における援助等

を行うことにより、精神障害の

自立生活を助長する。 

②ショートスティ 

未実施 

③ホームヘルプサービス 

対 象 者：新富町内に居住する在宅の 

精神障害者で各項目のいずれ

かに該当する者 

実施内容：精神障害により居宅において 

日常生活を営むのに支障があ

る者のいる世帯に対してホー

ムヘルパーを派遣して、食事、

身体の清潔の保持等の介助そ

の他の日常生活を営むのに必

要なサービスを供与すること

により、精神障害者の自立と社

会復帰を促進し、精神障害者の

福祉の増進を図る 

自己負担：別紙２ 

（２）精神障害者家族会支援 

（ふたば家族会） 

 対 象 者：精神疾患とその家族 

②ショートスティ 

未実施 

③ホームヘルプサービス 

未実施 

（２）精神障害者家族会支援 

家族会なし

 

 

 

 

 

佐土原町のみ実施。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

佐土原町、新富町が実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

佐土原町、新富町が実施。 

実施内容が異なる。 

 

 

 

 

 

 引き続き実施する 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

引き続き実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

引き続き実施する。 

 

 



現 況 
項目 

西 都 市 佐土原町 新 富 町 西米良村 
課題 調整方針 

実施場所：保健相談センター 

地域福祉センター 

実施内容：月１回（デイケアと同時開催）・

補助金交付 

事務局：保健相談センター  

 

9.その他の健康づくり事業 

(1)健康づくり推進員等支援

事業 

(C) 

 

 

 

 

 

(2)健康づくりイベント等 

(C) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3)健康カレンダー作成・ 

配布 

(C) 

 

 

 

 

（１）健康づくり推進員等支援事業 

未設置 

 

 

 

 

 

 

（２）健康づくりイベント等 

① 元気フェスタ 

（生涯学習推進大会・福祉まつり） 

実施内容：健康相談・骨伝導音チェック・ 

     血圧測定・在宅障害者の作品展

示・試食配付 

② 健康づくり講演会 

未実施 

 

③ ウォーキング大会 

対象者：市民（公募） 

実施場所：年１回 西都原 

実施内容：距離別に２コース設定し準備運

動・ウォーキング指導後開始 

         （国保予算） 

（３）健康カレンダー作成・配布 

（国保予算含） 

事業内容：全世帯に配布(毎年３月末配布) 

保健事業の日程、内容、場所等

を掲載（国保税納期） 

 

 

（１）健康づくり推進員等支援事業 

   （保健推進員事業）

推 進 員：８７名 

実施内容：各地区に１名（２年任期）を 

委嘱（地区長に推薦依頼） 

     保健事業・健康に関する研修。

学習会・健診等の介助 

     町民とのパイプ的役割 

（２）健康づくりイベント等 

①健康ふくしまつり 

実施内容：年度毎にテーマ選定し、展示、

試食、体験コーナー、健康クイズ

 

 

②健康づくり講演会 

実施内容：年度毎にテーマ選定し、講演、

体験研究発表、展示 

③健康づくりイベント（歩こう会） 

対 象 者：町民（公募・各教室参加生） 

実施場所：年１回 久峰運動公園 

実施内容：距離別に３コース設定し 

ウォーキング指導後実演 

 

（３）健康カレンダー作成・配布 

（国保予算含）

事業内容：全世帯に配布(毎年３月末配布)

保健事業の日程、内容、場所等

を掲載（国保税納期） 

 

（１）健康づくり推進員等支援事業 

未設置 

（２）健康づくりイベント等 

①福祉健康まつり 

実施内容：年度毎にテーマ選定し、展示、

試食食生活推進員による試食、体験コーナ

ー、フッ素塗布１００名 

 

②健康づくり講演会 

未実施 

 

③健康づくりイベント（歩こう会） 

対 象 者：町民（公募・各教室参加生） 

実施場所：年６回 新富町文化センター 

実施内容：ウォーキング指導後実演 

 

 

（３）健康カレンダー作成・配布 

（国保予算含）

事業内容：全世帯に配布(毎年３月末配布)

保健事業の日程、内容、場所等

を掲載（国保税納期） 

（１）健康づくり推進員

推進員：８名（各地区長）

任期：１年、（協議会年 2回）

活動内容：健診受診勧奨など、

健診受診率表彰

（２）健康づくりイベント等 

①健康展

実施内容：年度ごとにテーマ選定し、展示、

健康測定など

 

②健康づくり講演会 

未実施 

③健康づくりイベント（歩こう会） 

未実施 

（３）健康カレンダー作成・配布 

教育委員会が作成するカレンダーに保健

事業を掲載 

 

 

佐土原町、西米良村が実施。 

任期が異なる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業内容が異なる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実施方法が異なる 

 

 

合併後に調整する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合併時までに内容を調整し、引き続き実

施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

合併時までに方法を統一し、引き続き実

施する。 



６－（１） 建設専門部会 建設分科会 

現 況 
項   目 

西都市 佐土原町 新富町 西米良村 
課題 調整方針 

１．道路概況 

（－） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）高速道路 

（２）国・県・市町村道の現況 

（１）高速道路 

（２）国・県・市町村道の現況 

（１）高速道路 

（２）国・県・市町村道の現況 

（１）高速道路 

（２）国・県・市町村道の現況 



現 況 
項   目 

西都市 佐土原町 新富町 西米良村 
課題 調整方針 

（１）整備基準 （１）整備基準 （１）整備基準 （１）整備基準 

（２）用地取得基準 （２）用地取得基準 （２）用地取得基準 （２）用地取得基準 

２．市・町村道整備 

     （Ａ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）箇所数及び予算 （３）箇所数及び予算 （３）箇所数及び予算 （３）箇所数及び予算 



現 況 
項   目 

西都市 佐土原町 新富町 西米良村 
課題 調整方針 

（１）舗装打換事業 （１）舗装打換事業 （１）舗装打換事業 （１）舗装打換事業

（２）排水路改修事業 

 

（２）排水路改修事業 （２）排水路改修事業 （２）排水路改修事業 

（３）交通安全施設事業 

 

（３）交通安全施設事業 （３）交通安全施設事業 （３）交通安全施設事業 

（４）里道舗装事業

 

（４）里道舗装事業

 

（４）里道舗装事業 （４）里道舗装事業

 

（５）私道整備工事の助成事業 

 

（５）私道整備工事の助成事業 

 

（５）私道整備工事の助成事業 

 

（５）私道整備工事の助成事業 

 

（６）(街路樹・草花・除草)管理業務 

 

（６）(街路樹・草花・除草)管理業務 

 

（６）(街路樹・草花・除草)管理業務 

 

（６）(街路樹・草花・除草)管理業務 

（７）道路維持補修業務（

 

（７）道路維持補修業務（ （７）道路維持補修業務（ （７）道路維持補修業務（

３．道路維持業務     

（Ｃ） 

       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（８）パトロール業務 

 

（８）パトロール業務 

 

（８）パトロール業務 

 

（８）パトロール業務 

 



現 況 
項   目 

西都市 佐土原町 新富町 西米良村 
課題 調整方針 

４．道路台帳管理業務 

       （Ｃ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）道路台帳整備業務 

 

（２）道路境界に関する業務 

（１）道路台帳整備業務 

 

 

（２）道路境界に関する業務 

（１）道路台帳整備業務 

 

 

（２）道路境界に関する業務 

（１）道路台帳整備業務 

 

 

（２）道路境界に関する業務 

５．道路認定業務 

(Ｃ) 

 

６.道路法に関する

諸届出（Ｂ） 

 

 

 

 

 

 

（１）道路法による許可、協議 （１）道路法による許可、協議 

 

（１）道路法による許可、協議 

 

 
 
 

（１）道路法による許可、協議 



現 況 
項   目 

西都市 佐土原町 新富町 西米良村 
課題 調整方針 

 



現 況 
項   目 

西都市 佐土原町 新富町 西米良村 
課題 調整方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



現 況 
項   目 

西都市 佐土原町 新富町 西米良村 
課題 調整方針 

 

 

( )

1

1

1

( )

1

1

1

1

1

1



現 況 
項   目 

西都市 佐土原町 新富町 西米良村 
課題 調整方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



現 況 
項   目 

西都市 佐土原町 新富町 西米良村 
課題 調整方針 

（１）水路新設事業 （１）水路新設事業 （１）水路新設事業 （１）水路新設事業 

（２）準用河川及び普通河川の整備 （２）準用河川及び普通河川の整備 （２）準用河川及び普通河川の整備 （２）準用河川及び普通河川の整備 

（３）準用河川・普通河川の維持管理 （３）準用河川・普通河川の維持管理 （３）準用河川・普通河川の維持管理 （３）準用河川・普通河川の維持管理 

７．河川概況（Ｃ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）国・県の管理水門等受託及び状況 （４）国・県の管理水門等受託及び状況 （４）国・県の管理水門等受託及び状況 （４）国・県の管理水門等受託及び状況 



現 況 
項   目 

西都市 佐土原町 新富町 西米良村 
課題 調整方針 

（５）準用河川・水路の境界立会 （５）準用河川・水路の境界立会 ５）準用河川・水路の境界立会 （５）準用河川・水路の境界立会  

 

 

（６）開発行為に伴う協議 （６）開発行為に伴う協議 （６）開発行為に伴う協議 （６）開発行為に伴う協議 

８．建設事業における各

種支出概要 

       （－） 

 

（１） 建設事業における各種支出業務等 （１） 建設事業における各種支出業務等 （１） 建設事業における各種支出業務等 （１） 建設事業における各種支出業務等 



現 況 
項   目 

西都市 佐土原町 新富町 西米良村 
課題 調整方針 

９．法定外公共物概要 

        （Ｂ） 

（１）管理業務概要 

1

（２） 法定外譲与事務 

（１）管理業務概要 

（２） 法定外譲与事務 

（１）管理業務概要 

（２） 法定外譲与事務 

（１）管理業務概要 

（２） 法定外譲与事務 

１０．災害復旧事業 

        （－） 

１１．土木積算システ

ム  （Ｃ） 

 



６－（２）．建設部会 都市計画 
現 況 

項目 
西都市 佐土原町 新富町 西米良村 

課題 調整方針 

（１）区域区分と地域地区 
   西都都市計画区域
 
西都都市計画区域 

区    域  
面積

(ha) 
構成比  

都 市 計 画 区 域 2571.0 100.0％  

用 途 地 域 指 定 区 域 385.0 15.0％  

用途地域指定外区域 2186.0 85.0％  

第 2 種 低 層 住 居 専 用 地 域 48.0 12.5％  

第 1 種中高層住居専用地域 5.0 1.3％  

第 2 種中高層住居専用地域 19.0 4.9％  

第 1 種住居地域 193.0 50.1％  

第 2 種住居地域 42.0 10.9％  

近 隣 商 業 地 域 21.0 5.5％  

商 業 地 域 32.0 8.3％  

準 工 業 地 域 18.0 4.7％  

用

途

地

域 

工 業 専 用 地 域 7.0 1.8％  

準 防 火 地 域 4.5  

（１）区域区分と地域地区 
   市街化区域及び市街化調整区域 
 
宮崎広域都市計画区域 

区    域  
面積

(ha) 
構成比

都市計画区域 4628.0 100.0％

市街化区域 575.6 12.4％

第 1 種低層住居専用区域 110.2 19.2％

第 2 層低層住宅専用区域 62.7 10.9％

第 1 種中高層住宅専用区域 36.2 6.3％

第 2 種中高層住宅専用区域 0.0 0.0％

第 1 種住居地域 185.4 32.2％

第 2 種住居地域 41.1 7.1％

準住居地域 25.9 4.5％

近隣商業地域 15.8 2.7％

商業地域 15.9 2.8％

準工業地域 0.0 0.0％

工業地域 79.1 13.7％

用

途

地

域

工業専用区域 3.3 0.6％

市街化調整区域 4052.4 87.6％ 

（１）区域区分と地域地区 
   新富都市計画区域

新富都市計画区域

区   域  
面積

(ha)
構成比

都市計画区域 736.0 100.0％

用 途 地 域 指 定 区 域 230.0 31.2％

用途地域指定外区域  506.0 68.8％

第 1 種低層住居専用区域 8.3 3.7％

第 2 層低層住宅専用区域 0.0 0.0％

第 1 種中高層住宅専用区域 6.1 2.7％

第 2 種中高層住宅専用区域 2.1 0.9％

第 1 種住居地域 111.0 48.3％

第 2 種住居地域 0.0 0.0％

準住居地域 14.0 6.1％

近隣商業地域 13.0 5.7％

商業地域 0.0 0.0％

準工業地域 57.0 24.8％

工業地域 18.0 7.8％

用

途

地

域

工業専用区域 0.0 0.0％

（１）区域区分と地域地区 
なし

３つの都市計画区域が存
在することにより行政指
導が複雑になる。 

法定協議会において、
以下のいずれかのパタ
ーンのうちから、調整
する。 
ア、現在と同じ区域と

する。 
イ、３つの非線引き区

域を１つの都市計
画区域とみなす。
（佐土原町が広域
から外れる） 

ウ、広域を拡大し、１
つの広域都市計画
区域とする。（新富
町と西都市が広域
に編入される） 

 

（A） 

（２）都市施設 
平成１４年３月現在 

 路線・箇所数 距離・面積 

都 市 計 画 道 路 ２４路線 34.16km 

都 市 高 速 鉄 道 ０路線 0km 

交通広場   ０箇所      0 ㎡  

都市計画駐車場 ０箇所 0ha 

種別  数   

街区公園 １３  3.64ha 

近隣公園 ２  3.80ha 

地区公園 ２  11.90ha 

総合公園 １  24.10ha 

運動公園 １  10.00ha 

風致公園 ０  0ha 

歴史公園 １  68.50ha 

広域公園 ０  0ha 

都市計画公園 

合計  ２０  121.94ha 

都市計画緑地 ５箇所 0.14ha 

都市計画墓園 ０箇所 0ha 

都市計画下水道 １処理区 630.0ha 

汚物処理場 ０箇所 0 ㎡  

ごみ焼却場 ０箇所 0ha 

河川  ０箇所  0ｍ  

卸売市場 ０箇所 0ha 

と畜場  ０箇所  0ha 

火葬場  ０箇所  0ha 

防火水槽 ０箇所  

（２）都市施設 
平成１４年３月現在

 路線・箇所数 距離・面積

都市計画道路 １７路線 39.89km

都市高速鉄道 ０路線 0km

交通広場   １箇所  1,000 ㎡

都市計画駐車場 ０箇所 0ha

種別  数  

街区公園 ２０  3.91ha

近隣公園 ０  0ha

地区公園 １  6.80ha

総合公園 １  24.00ha

運動公園 ０  0ha

風致公園 ０  0ha

歴史公園 ０  0ha

広域公園 ０  0ha

都市計画公園 

合計  ２２  34.71ha

都市計画緑地 ０箇所 0ha

都市計画墓園 １箇所 1.90ha

都市計画下水道 １処理区 599.0ha

汚物処理場 １箇所 8,000 ㎡

ごみ焼却場 １箇所 2.20ha

河川  １箇所  2,950ｍ

卸売市場 ０箇所 0ha

と畜場  ０箇所  0ha

火葬場  ０箇所  0ha

防火水槽 ０箇所 

（２）都市施設 
平成１４年３月現在

 

 路線・箇所数 距離・面積

都市計画道路 １０路線 21.24km

都市高速鉄道 ０路線 0km

交通広場   ０箇所 0 ㎡

都市計画駐車場 ０箇所 0ha

種別  数  

街区公園 １ 0.2ha

近隣公園 ０ 0ha

地区公園 ０ 0ha

総合公園 １ 4.51ha

運動公園 ０ 0ha

風致公園 １ 5.72ha

歴史公園 ０ 0ha

広域公園 ０ 0ha

都市計画公園 

合計  ３ 10.43ha

都市計画緑地 １箇所 0.41ha

都市計画墓園 ０箇所 0ha

都市計画下水道 ０処理区 0ha

汚物処理場 １箇所 6,000 ㎡

ごみ焼却場 ０箇所 0ha

河川  ０箇所 0ｍ

卸売市場 ０箇所 0ha

と畜場  ０箇所 0ha

火葬場  ０箇所 0ha

防火水槽 ０箇所

（２）都市施設 
なし

―― ―― 

（３）地区計画  
なし 

（３）地区計画 
地区名 面積 建築条例 

光が丘地区 ９．１ｈａ なし  

（３）地区計画 
なし

（３）地区計画 
なし

―― ―― 

（４）許可手続き等 
・都市計画法第５３条許可手続き 
・用途地域に関する証明：手数料３００円 

 

（４）許可手続き等 
・都市計画法第５３条．６５条許可手続き 
・市街化区域及び市街化調整区域に関する証明 

手数料 ３００円

（４）許可手続き等 
・都市計画法第５３条
・都市計画区域に関する証明書

手数料 ３００円

（４）許可手続き等 
なし

窓口体制のあり方 合併までに窓口の一本
化について検討する。
（Ｃ） 

（５）各種負担金 
（平成 14 年度当初予算） 

宮崎県都市計画協会  477,320 円  
その他（５団体）   145,000 円

（５）各種負担金 
（平成 14 年度当初予算） 

宮崎県都市計画協会  360,150 円  

（５）各種負担金 
（平成 14 年度当初予算） 

宮崎県都市計画協会  119,500 円  
その他（４団体）    84,800 円

（５）各種負担金 
なし

―― ―― 

（６）都市計画税 
なし

（６）都市計画税 
固定資産評価額の０．２％

（６）都市計画税 
なし

（６）都市計画税 
なし

都市計画税の調整 法定協時に都市計画区
域 等 の 調 整 と 平 行 し
て、税・財政部会と協
議のうえ統一して調整
するものとする。(A) 

１．都市計画概
況（Ａ） 

（７）広域（窓口）行政区分 
宮崎県（西都土木事務所）

（７）広域（窓口）行政区分 
宮崎県（宮崎土木事務所）

（７）広域（窓口）行政区分 
宮崎県（高鍋土木事務所）

（７）広域（窓口）行政区分
宮崎県（西都土木事務所）

窓口体制のあり方 合併までに窓口の一本
化について検討する。
（Ｃ） 



現 況 
項目 

西都市 佐土原町 新富町 西米良村 
課題 調整方針 

２．都市計画に
関する基本
的 な 方 針
（Ａ） 

・西都都市計画マスタープラン（策定中） 
   Ｈ１５年度策定完了予定 

・佐土原町都市計画マスタープラン（策定中） 
   Ｈ１６年度策定完了予定 

新富町都市計画マスタープラン（策定中）
Ｈ１５年度策定完了予定

なし 都市計画マスタープラン
の見直し 

合併後に各市町村の計
画等を基に新たな都市
計画マスタープランを
策定する。（Ａ） 

３． まちづくり
総合支援事
業（Ｂ） 

なし 

 

 
地区名  面積  

佐土原駅前地区 ３．６ｈａ  

なし なし
―― 

合併後に現計画を基に
新たなまちづくり事業
計画を策定する。（Ｂ）
 

４． 屋外広告物
許 可 事 務
（Ｃ） 

宮崎県（西都土木事務所）許可事務

 

宮崎県（宮崎土木事務所）許可事務。

 

宮崎県（高鍋土木事務所）許可事務 宮崎県（西都土木事務所）許可事務

 

窓口体制のあり方 合併までに窓口の一本
化について検討する。
（Ｃ） 

（１）許可件数 
（許可権者は県知事のため、本町における副申件
数） 

※法第３４条第１０号ロ及び令第３６条第１項
第３号ホについては、宮崎県開発審査会審査基準
に基づき取扱い 

年度 
法４３条 
許可件数 

法２９条 
許可件数 

法３４条１０号イ 
(大規模開発行為) 

１１  ０件  ０件  ０件  

１２  ０   ２   ０   

１３  ０   ０   ０   

（１）許可件数 
（許可権者は県知事のため、本町における副申件
数） 

※法第３４条第１０号ロ及び令第３６条第１項
第３号ホについては、宮崎県開発審査会審査基準
に基づき取扱い 

年度
法４３条 
許可件数 

法２９条 
許可件数 

法３４条１０号イ
(大規模開発行為)

１１ ２３件 １件  ０件

１２ ３４  ３   ０  

１３ ２０  １   ０  

（１）許可件数 
（許可権者は県知事のため、本町における副申件
数）

※法第３４条第１０号ロ及び令第３６条第１項
第３号ホについては、宮崎県開発審査会審査基準
に基づき取扱い

年度
法４３条 
許可件数 

法２９条
許可件数

法３４条１０号イ
(大規模開発行為)

１１ ０件 ０件 ０件

１２ ０ ０  ０  

１３ ０  ０  ０  

（１）許可件数 
なし  

窓口体制のあり方 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

合併までに窓口の一本
化について検討する。
（Ｃ） 

（２）建築（開発）相談件数 

年度 相談件数 
１１  ４件  
１２  ６  
１３  ５  

（２）建築（開発）相談件数 

年度 相談件数 
１１  ６３件  
１２  ７０  
１３  ４７  

（２）建築（開発）相談件数 

年度 相談件数 
１１  ０件  
１２  ０  
１３  ０  

（２）建築（開発）相談件数 
なし 

 

―― 

 
 
 

 

―― 

 

（３）許可申請手数料及び証明事務手数料 
許可権者は県知事であるため、県において取扱い 

（３）許可申請手数料及び証明事務手数料 
許可権者は県知事であるため、県において取扱い

（３）許可申請手数料及び証明事務手数料 
許可権者は県知事であるため、県において取扱い

（３）許可申請手数料及び証明事務手数料 
許可権者は県知事であるため、県において取扱い 

―― ―― 

 
（４）許可対象面積   

 ３，０００㎡以上 
（４）許可対象面積（市街化区域） 

１，０００㎡以上 
 

（４）許可対象面積   
 ３，０００㎡以上 

（４）許可対象面積  
１０，０００㎡以上

 

許可対象面積が各市町村
より異なる 
 

 

合併時に都市計画区域
により決定する。（Ｂ）

 

５．開発許可の
現況（Ｂ） 

  
 

（５）各種証明・閲覧 
証明交付件数及び開発登録簿閲覧件数 
用途証明  

年度  件数  
１１  ８件  
１２  １４  
１３       ３２  

（５）各種証明・閲覧 
証明交付件数及び開発登録簿閲覧件 
証明交付、登録簿閲覧とも県において取扱い 

（５）各種証明・閲覧 
証明交付件数及び開発登録簿閲覧件 
証明交付、登録簿閲覧とも県において取扱い 

（５）各種証明・閲覧 
なし 

―― 

 
 
 
 

 

―― 

 
 
 
 
 

 

６．各種審議会
（Ｂ） 

 
（１）都市計画審議会 

項  目  現    況  

設置根拠 西都市都市計画審議会条例 

所掌事務 

市長の諮問に応じ、次の事項に関す

る必要な調査及び審議 

① 市 が 定め る 都 市計 画 に関 するこ

と。 

② 都 市 計画 に つ いて 市 が提 出する

意見に関すること。 

③ そ の 他市 長 が 都市 計 画上 必要と

認める事項に関すること 

委員等 委員１５名以内  

任期  ２年  

報酬  
①報酬    ６，４００円 

②費用弁償     ０円  

開催回数 随時   

 
（１）都市計画審議会 

項  目  現    況  

設置根拠 佐土原町都市計画審議会条例 

所掌事務 

①宮崎広域都市計画に定める事項 

②町長の諮問に応じ、都市計画に関

する調査審議 

委員等 委員１４名以内 

任期  ４年  

報酬  
①報酬    ６，１００円 

②費用弁償 １，５００円 

開催回数 随時  

 

 
（１）都市計画審議会 

項  目  現    況  

設置根拠 新富町都市計画審議会条例 

所掌事務 

①新富町都市計画に定める事項 

②町長の諮問に応じ、都市計画に関

する調査審議 

委員等 委員１０名 

任期  ２年  

報酬  
報酬  会長  ５，５００円 

  その他  ５，２００円 

開催回数 随時  

 
（１）都市計画審議会 

なし

審議会の統合調整 
 
 
 
報酬が異なる 

委員の選定ついては、
一定の考慮を行い、合
併後に新たな審議会を
設置する。 
合併までに報酬額を調
整する。 
（Ｂ） 



現 況 
項目 

西都市 佐土原町 新富町 西米良村 
課題 調整方針 

（２）妻新町地区土地区画整理審議会 
項  目  現    況  

設置根拠 土地区画整理法第５６条 

西 都 都 市計 画事 業妻 新 町土 地区画

整理事業施行条例 

所掌事務 
換地計画、仮換地の指定 

保留地に関する事項 

委員等 委員１０名 

任期  ５年  

報酬  
①報酬   ６，４００円 

②費用弁償     ０円  

開催回数 随時  

（２）石崎第一地区土地区画整理審議会 
項  目  現    況  

設置根拠 土地区画整理法第５６条 

宮 崎 広 域都 市計 画事 業 石崎 第一地

区土地区画整理事業施行条例 

所掌事務 
換地計画、仮換地の指定及び減価補

償金の交付に関する事項 

委員等 委員１０名 

任期  ５年  

報酬  
①報酬    ６，１００円 

②費用弁償 １，５００円 

開催回数 随時  

（２）南地区土地区画整理審議会 
項  目  現    況  

設置根拠 土地区画整理法第５６条 

新 富 町 都市 計画 事業 上 富田 南地区

土地区画整理事業施行条例 

所掌事務 
換地計画、仮換地の指定及び減価補

償金の交付に関する事項 

委員等 委員１０名 

任期  ５年  

報酬  
報酬  会長  ５，５００円 

  その他  ５，２００円 

開催回数 随時  

なし 報酬が異なる 合併までに報酬額を調
整する。（Ｃ） 

 

（３）妻北地区土地区画整理審議会 
項  目  現    況  

設置根拠 土地区画整理法第５６条 

西 都 都 市計 画事 業妻 北 土地 区画整

理事業施行条例 

所掌事務 
換地計画、仮換地の指定に関する事

項 

委員等 委員１５名 

任期  ５年  

報酬  
①報酬    ６，４００円 

②費用弁償     ０円  

開催回数 随時  
 

（３）佐土原駅前土地区画整理審議会 
項  目  現    況  

設置根拠 土地区画整理法第５６条 

宮 崎 広 域都 市計 画事 業 佐土 原駅前

土地区画整理事業施行条例 

所掌事務 
換地計画、仮換地の指定及び減価補

償金の交付に関する事項 

委員等 委員１０名 

任期  ５年  

報酬  
①報酬    ６，１００円 

②費用弁償 １，５００円 

開催回数 随時  

（３）北地区土地区画整理審議会 
項  目  現    況  

設置根拠 土地区画整理法第５６条 

新 富 町 都市 計画 事業 上 富田 北地区

土地区画整理事業施行条例 

所掌事務 
換地計画、仮換地の指定及び減価補

償金の交付に関する事項 

委員等 委員１０名 

任期  ５年  

報酬  
報酬  会長  ５，５００円 

  その他  ５，２００円 

開催回数 随時  

なし 報酬が異なる 合併までに報酬額を調
整する。（Ｃ） 

（１）第３次西都市総合計画 
適正な土地利用の推進 

目標年次：平成２２年度（平成１３年度策定） 
 

（１）第３次国土利用計画（佐土原町計画）  
町土の土地利用方針 
目標年次：平成２２年度（平成１２年度策定） 
・佐土原町土地利用調整基本計画 
町土の土地利用誘導方針（開発と保全の庁内合
意） 
目標年次：平成２２年度（平成２２年度策定） 
・国土法第２４条届出事務（県の権限） 
平成１３年度 １件（届け出） 
平成１４年度 ２件（中間・届け出） 

（１）第３次国土利用計画（新富町計画）  
町土の土地利用方針 
目標年次：平成２２年度（平成１２年度策定） 
・国土法第２４条届出事務（県の権限） 
平成１２年度 １件（届け出） 
平成１３年度 ０件（届け出）
平成１４年度 ２件（届け出）

（１）第１次国土利用計画（西米良村計画）  
町土の土地利用方針 
目標年次：平成１７年度（平成１０年度策定） 

国土利用計画の見直し等 合併後に各市町村の計
画等を基に新たな計画
を策定する。（Ｂ） 

７． 土地利用手
続き（Ｂ） 

（２）届出受付・県進達事務（県の権限）  （２）届出受付・県進達事務（県の権限）  （２）届出受付・県進達事務（県の権限）  （２）届出受付  なし 窓口体制のあり方 合併までに窓口の一本
化について検討する。
（Ｃ） 

（１）整備状況及び事業費 
・整備状況 

 高速  国道  県道  市道  合計  

計画延長 

km 
1.6 7.24 3.64 22.07 32.95 

整備延長 

km 
0 3.45 2.08 15.20 20.73 

改良率   

 ％  
0 47.7 57.1 68.9 62.9 

 ※平成 14 年 3 月 31 日現在 
                    

・事業費                   
平 成１２年度から平成１４年度におけ
る街路事業なし。 
 

 

 

 

 

 

 

（１）整備状況及び事業費 
・整備状況 

 国  道  県  道  町  道  合  計

計画延長 

km 
8.9 12.5 18.5 39.9 

整備延長 

km 
4.9 5.3 6.6 16.8 

改良率    

％  
55.1 42.4 35.7 42.1 

 ※平成 14 年 3 月 31 日現在 
                 
・事業費                  

（単位：千円）
 H12 H13 H14（当初）

補助事業（街路） 100,000 110,000 50,000

地特事業 50,000 60,000  100,000

町単独事業 ―  11,000 ―  

合計事業費 150,000 181,000 150,000

街路事業 ２路線 ３路線 ２路線 路

線 町単事業 ―  上記１路線 ―   

（１）整備状況及び事業費 
・整備状況 

 高速 国道 県道 町道 合計

計画延長

km 
5.6 4.9 4.4 6.4 21.3

整備延長

km 
0 1.5 3.6 3.1 8.2

改良率   

％  
0 30.6 81.8 48.4 38.5

※平成 14 年 3 月 31 日現在 
              
・事業費 

（単位：千円）
 H12 H13 H14（当初）

補助事業（街路） － －  －  

地特事業 －  －  －  

町単独事業 －  －  －  

合計事業費 －  －  －  

街路事業 －  －  －  路

線 町単事業 －  －  －  

（１）整備状況及び事業費 
・整備状況 

なし
 
 
 
 
 
 
 
 

・事業費 
なし

整備計画の見直し 継続事業は推進するこ
ととし、合併までに全
体整備計画を見直し事
業予算の配分調整を行
う。（Ｂ） 

８ ． 街 路 概 況
（Ｂ） 

（２）負担金等 
なし。 

（２）負担金等 
  全国街路事業促進協議会負担金 10,000 円  

建設期成同盟会等への補助金  
 国道２１９号線街路整備促進期成同盟会 
               50,000 円  

（２）負担金等 
全国街路事業促進協議会負担金 10,000 円

（２）負担金等 
なし

―― ―― 

９． 街路事業計
画（Ｂ） 

（１）都市計画道路整備プログラム     
見直しを含め、検討中

Ｈ１５～Ｈ１７年度 
路線数 総事業費（百万円） 

路線 新規路線検討中 

（１）都市計画道路整備プログラム 
見直しを含め、検討中 

Ｈ１５～Ｈ１７年度 
路線数 総事業費（百万円） 
２ 路線 ５７４  

（１）都市計画道路整備プログラム 
見直しを含め、検討中 

Ｈ１５～Ｈ１７年度 
路線数 総事業費（百万円） 

路線 新規路線検討中  

（１）都市計画道路整備プログラム 
なし

都市計画道路整備プログ
ラムの策定の検討 

合併までに各市町村の
整備計画に基づいた都
市計画道路整備プログ
ラムの策定の検討を行
う。（Ｂ） 



現 況 
項目 

西都市 佐土原町 新富町 西米良村 
課題 調整方針 

（１）都市公園の種別、箇所数、面積 
都市公園現況調書      ＜供用開始分＞ 

Ｈ１３年度末現在 
公園種別 箇所数 面   積（ｈａ） 

街区公園    １２   ３．３６ 

近隣公園     ２   ３．８０ 

地区公園     １   ４．７０ 

総合公園     １    ６．１５ 

運動公園     １   １０．００ 

風致公園 －  －  

動植物公園    －     －  

歴史公園     １   ６１．００ 

墓   園     －     －  

広域公園 －  －  

都市緑地     ５  ０．１４ 

緑   道     －     －  

小 計    ２３   ８９．１５ 

そ の 他    －     －  

小 計    －     －  

合 計    ２３   ８９．１５  

（１）都市公園の種別、箇所数、面積 
都市公園現況調書      ＜供用開始分＞ 

Ｈ１３年度末現在
公園種別 箇所数 面   積（ｈａ）

街区公園  １８   ３．７  

近隣公園   －   －  

地区公園   －   －  

総合公園   １   ２４．０ 

運動公園   －    －  

風致公園 －  －  

動植物公園   －    －  

歴史公園   －    －  

墓   園    １    １．９  

広域公園 －  －  

都市緑地   －  －  

緑   道    －    －  

小計   ２０   ２９．６ 

その他  １１    ３．１７ 

小計   １１    ３．１７ 

合計   ３１   ３２．７７  

（１）都市公園の種別、箇所数、面積 
都市公園現況調書      ＜供用開始分＞ 

Ｈ１３年度末現在
公園種別 箇所数 面   積（ｈａ）

街区公園   １  ０．２０ 

近隣公園   －   －  

地区公園   －   －  

総合公園   １   ４．５１ 

運動公園   －    －  

風致公園 １   ５．７２ 

動植物公園   －    －  

歴史公園   －    －  

墓   園    －    －  

広域公園 －  －  

都市緑地   １   ０．４１ 

緑   道    －    －  

小計    ４  １０．８４ 

その他   －    －  

小計    －    －  

合計    ４  １０．８４ 

（１）都市公園の種別、箇所数、面積 
なし

―― ―― 

（２）都市公園以外の公園の有無  
なし 

（２）都市公園以外の公園の有無  
 Ｈ１３年度末現在

公園種別 箇所数 面   積（ｈａ） 

一般緑地   －      －  

緑地公園  （２）  (農政課にて管理) 

合  計    －     －   

（２）都市公園以外の公園の有無  
 Ｈ１３年度末現在

公園種別 箇所数 面   積（ｈａ） 

一般公園   ４    ７・７  

合  計    ４   ７．７  

（２）都市公園以外の公園の有無  
なし

―― ―― 

（３）事業費（Ｈ１２～Ｈ１４年度） 
 Ｈ１２  Ｈ１３  Ｈ１４  

公園数 １公園 １公園 １公園 

事業費 

（百万円） 
80.6 48.0 100.0 

 

（３）事業費（Ｈ１２～Ｈ１４年度） 
 Ｈ１２  Ｈ１３  Ｈ１４  

公園数 ２公園 １公園 ２公園

事業費 

（百万円） 
117.0 84.0 93.0 

 

（３）事業費（Ｈ１２～Ｈ１４年度） 
 Ｈ１２  Ｈ１３  Ｈ１４  

公園数 ４公園 ４公園 ４公園

事業費 

（百万円） 
13.0 13.5 13.9 

（３）事業費（Ｈ１２～Ｈ１４年度） 
なし

―― ―― 

１０．都市公園
概況Ｃ） 

（４）負担金   
全国都市公園整備促進協議会負担金
           50,000 円 

（４）負担金   
全国都市公園整備促進協議会負担金
           30,000 円 

（４）負担金   
全国都市公園整備促進協議会負担金
           30,000 円

（４）負担金   
なし

―― ―― 

１１．都市公園
事業計画
（Ｂ） 

(Ｈ１５～Ｈ１８)
公園数 総事業費（百万円） 

１公園 500  

(Ｈ１５～Ｈ１８)
公園数 総事業費（百万円） 

１公園 ２０８  

(Ｈ１５～Ｈ１８)
土地区画整理区域内公園

公園数 総事業費（百万円） 

１公園 ３０  

区域内に未整備公園２箇所あるが１箇所は整備未定

(Ｈ１５～Ｈ１８)
なし

継続事業の調整 
公園整備計画の策定 
 

継続事業は推進するこ
ととし、合併までに全
体整備計画を見直し事
業予算の配分調整を行
う。（Ｂ） 

（１）公園管理予算 
西都市の管理する公園  １５箇所  

種   別  Ｈ１４年度当初予算 

都 市 公 園 管 理 １８，１００千円 

都市公園維持修繕       ９００千円  

（１）公園管理予算 
佐土原町の管理する公園  ３０箇所  
種   別  Ｈ１４年度当初予算 

都市公園管理 ４９，０００千円 

都市公園維持修繕     １，０００千円  

（１）公園管理予算 
新富町の管理する公園  ４箇所  
種   別  Ｈ１４年度当初予算 

都市公園管理 １１，２００千円 

都市公園維持修繕     ２，７００千円 

（１）公園管理予算 
なし

―― ―― 

（２）管理体制 
① 直営又は業務委託管理の形態 

業務委託の種類 委   託   先  

都市公園管理 （社）西都佐土原広域シルバー

人材センター 

西都市福祉通所授産作業所 

都市公園施設修繕       なし   

（２）管理体制 
① 直営又は業務委託管理の形態 

都市公園条例第７条の規定による 
業務委託の種類 委   託   先  

都市公園管理 （財）佐土原町温泉協会 

都市公園施設修繕       同  上  

上記都市公園 

の１部街区公園 

地区に助成金 

５０，０００円／１公園 

年間管理依頼（上表管理費内） 

（２）管理体制 
① 直営又は業務委託管理の形態 

管理場所 管理者または委託先 

都市公園及び一般公園 新富町役場都市計画課

富田浜プール ㈱日本衛生公社 

富田浜公園、栗野田緑地公

園、平田児童公園、大師山

公園、湖水ヶ浜公園 

(社 )新富町シルバー人

材センター 

唐ヶ山公園、観音山公園 児湯広域森林組合児湯

支所 

 

公園の種類 地区への清掃謝金 

都市公園１箇所 ７５，０００円 

一般公園３箇所 １３５，０００円 

（４５，０００×３） 

（２）管理体制 
① 直営又は業務委託管理の形態

なし

条 例 が 定 め て い る 部 分
は、改正が必要となる。

合併までに条例改正等
により調整する。（Ｂ）

② 管理の内容 
植栽、電気、水道、建築等 
管理の種類 業務内容 

植 栽 管 理 草刈、除草、剪定、薬剤散布、芝管理  

施 設 管 理 トイレ、遊具、有料施設等修繕 

電 気 関 係 照明灯、電気施設及び機械施設 

上 下 水 道 水飲み、トイレの廻り、法定点検 

公 園 清 掃 チリ、ごみ等の清掃、収集、処分  

②  管理の内容 
植栽、電気、水道、建築等 
管理の種類 業務内容 

植栽管理 草刈、除草、剪定、薬剤散布、芝管理

施設管理 トイレ、遊具、有料施設等修繕 

電気関係 照明灯、電気施設及び機械施設 

上下水道 水飲み、トイレの廻り、法定点検 

公園清掃 チリ、ごみ等の清掃、収集、処分  

②  管理の内容 
植栽、電気、水道、建築等 
管理の種類 業務内容 

植栽管理  草刈、除草、剪定、薬剤散布、芝管理

施設管理 トイレ、遊具、有料施設等修繕 

電気関係 照明灯、電気施設及び機械施設 

上下水道 水飲み、トイレの廻り、法定点検 

公園清掃 チリ、ごみ等の清掃、収集、処分 

② 管理の内容 
なし

管理内容の調整、統一 合併時に各市町村の状
況 等 を 踏 ま え 統 一 す
る。（Ｃ） 

１２．都市公園
の 管 理
（Ｂ） 

③ 休場日 
なし 

③ 休場日 
月曜日（休日の場合は次の日） 

③ 休場日 
なし

③ 休場日 
なし

休園日、休場日の調整 合併までに条例改正に
より調整する。（Ｃ） 



現 況 
項目 

西都市 佐土原町 新富町 西米良村 
課題 調整方針 

（３）公園台帳整備 
電算化又はマニュアル式 
都市公園台帳は手書作成 
 コンサルタント業者業務委託発注 
  都市公園台帳、台帳図、施設図、境界図整備 
※ 台帳図 総合公園 １／５００ 
      街区公園 １／２５０ 

（３）公園台帳整備 
電算化又はマニュアル式 
都市公園台帳は手書作成 
 コンサルタント業者業務委託発注 
  都市公園台帳、台帳図、施設図、境界図整備
※ 台帳図 総合公園 １／５００ 
      街区公園 １／２５０ 

（３）公園台帳整備 
電算化又はマニュアル式 
都市公園台帳は手書作成 
 都市公園台帳

（３）公園台帳整備 
なし

公園台帳の様式の統一 当面現行のままで、将
来的に電算処理導入時
に統一する。（Ｃ） 

（４）使用料、占用料 
都市公園条例第１０条の１，２，３の規
定による 

① 有料公園施設の設置状況 
都市公園条例第６条の２の規定による 

公園名 有料公園施設 

野球場     １面  

陸上競技場   １面  

テニスコート  ６面  
西都原運動公園 

屋内練習場   １棟  

清水台総合公園 多目的広場   ２面  

野球場      １面  

競泳プール   １面  杉安川仲島公園 

流水プール   １面   

（４）使用料、占用料 
都市公園条例第８条の４の既定による
 

① 有料公園施設の設置状況 
都市公園条例第６条の２の規定による 
公園名 有料公園施設 

テニスコート  ８面  

野球場      １面  

パターゴルフ １８ホール 

陸上競技場   １面  

弓道場      ９人立  

久峰総合公園 

四半的弓道場  ５人立   

（４）使用料、占用料 
都市公園条例第１１条
 

① 有料公園施設の設置状況 
新富町都市公園条例第７条の規定による 
公園名 有料の公園施設 

富田浜公園 富田浜公園プール  

（４）使用料、占用料 
なし

① 有料公園施設の設置状況
なし

各市町村により、公園施
設と体育施設とに管理が
異なる 

合併時に管理区分の見
直しを図る。（Ｃ） 



現 況 
項目 

西都市 佐土原町 新富町 西米良村 
課題 調整方針 

 ②  使用料、占用料 
【使用料】※西都市都市公園条例第１０条の規定
による 
別表第２  ２  第２条第１項各号に掲げる行為を
する場合 

区  分  単  位  期  間  使用料  

行 商 そ の 他

こ れ に 類 す

るもの 

 １日  
    

１００円 

興 業 １㎡につき １日  ５円  

競技会・展示

会 そ の 他 こ

れ に 類 す る

もの 

１㎡につき １日  
 

２円  

３  公園内に施設を設ける場合 
区  分  単  位  期  間  使用料  

売   店  １㎡につき １月  １００円 

軽飲食店 １㎡につき １月  １００円 

そ の 他 の

公園施設 
１㎡につき １月  １００円 

４の１西都原運動公園内の有料公園施設使用料 
（体育施設については、スポーツ振興課管理） 
１ 野球場・陸上競技場・庭球場 

料  金（円） 

野球場（入場料あり） 

区  分  午   前  午   後  全   日  

学  生  4,080 5,520 8,160 

一  般  8,160 11,040 16,320 

職 業 的 使

用 

入場料総額の１００分の３相当額 

最低 28,000 円  

野球場（入場料なし） 

区  分  早朝  午前  午後  薄暮  全日  

学  生  480 960 1,200 480 1,920 

一  般  960 1,920 2,400 960 3,840 

職 業 的 使

用 

9,600 円  

野球場付属設備 

種  別  単  位  金  額  

場内放送設備 ７２０円 

スコア-ボード ７２０円 

審判用具 ４８０円 

更衣室(１団体) 

１試合に

つき 

４８０円 

野球場照明施設 

区   分  単   位  金   額  

一般  1,8000 
入場料あり 

職業  60,000 

一般  2,500 
入場料なし 

職業  

３０分につき 

1,8000 

陸上競技場（入場料あり） 

区  分  午前  午後  全日  

学生  全面  240 480 720 

一部  720 960 1,680 
一般  

全面  1,440 1,920 3,360 

職業的使用 
入場料総額の１００分の 1 相当額

最低 1,3000 円  

陸上競技場（入場料なし） 

区  分  早朝  午前  午後  薄暮  全日  

学生  全面  120 120 240 120 360 

一部  240 360 480 240 840 
一般  

全面  480 720 960 480 1,680 

職業的使用 4,800 円  

陸上競技場付属施設 

競技用具一式 ３６０ 

庭球場（１コートにつき）（入場料あり） 

区  分  午  前  午  後  全  日  

学  生  200 400 600 

一  般  400 600 1,000 

庭球場（１コートにつき）（入場料なし） 

区  分  早朝  午前  午後  薄暮  全日  

学  生  60 100 200 60 300 

一  般  100 200 300 100 500  

②  使用料、占用料 
【使用料】        

※下表は久峰総合公園における料金
佐土原町都市公園条例第８条の４の規定による 
第１表 

料  金（円） 

テニスコート 

生  徒  １５０

一 般  ３００

証明施設 ５００

備 考  
・料金はコート１面、１時間あたり  

・生徒とは高校生以下 

弓道場 

区分  
早

朝  

午  

前  

午  

後  

全  

日  

夜  

間  

個人  30 50 100 150 150生

徒 団体 250 500 800 1,300 1,500

個人  50 100 150 250 300一

般 団体 500 1,000 1,500 2,500 3,000

備考  
・生徒とは高校生以下 

・団体とは１０名以上の組織 

パターゴルフ場 

大  人  ２５０

子 供  １５０

備 考  
・料金は１ラウンドあたり 

・子供とは中学生以下 

テニス場、その他の施設の付属設備 

種    別  単   位  金   額

テニス用具 １人１回 50

パターゴルフ用具 １人１回 50

シャワー １人１回 100

ゲートボール用具 １人１回 50

冷暖房不使用 600
会議室  

３時間  

以内  冷暖房使用 1,500

備

考

・会議室の超過使用料は、それぞれの使用料１

時間あたりの金額。但し、１０円未満の端数は

切り捨て。 

・入場料を徴収する場合の会議室利用は、それ

ぞれの使用料の２倍。 

野球場 

区分 入場料徴収ナシ 入場料徴収アリ 

生徒 １時間  500 １時間  1,000

一般 １時間 1,000 １時間  2,000

職業 １時間 2,000 入場料最高額の 100 人分

野球 3,500

ソフトボール 2,600
照明

施設

30

分  
レクリエーション 1,700

備考

・生徒とは高校生以下、職業とは、野球その

他の運動競技又は見せ物若しくはこれに類

する行為を職業とするものがその職業に関

連して使用すること、一般とは生徒及び職業

以外の使用。 

野球場付属施設 

種   別  単  位  金  額  

スコアボード 

放  送  設  備  

本   部   室  

１試合  1,000

スコアボードのみ １試合 600

更衣室  １チーム 500

シャワー １回  100

冷暖房施設 １時間 500

四半的弓道場 

区  分  午  前  午  後  全  日  

個人  50 100 150生

徒 団体 500 500 1,000

個人  100 150 250一

般 団体 1,000 1,000 2,000

備  考  ・生徒とは高校生以下 

・団体とは１０名以上の組織 

 

 

②  使用料、占用料
【使用料】
新富町使用料条例第２条の規定による。

富田浜公園プール使用料
種

別
区分

単

位

金

額

納

期
使用時間

円

一般及 び高

校生以上
310

小中学生 210
幼児

午

前

100

使

用

前

9:30~12:00

一般及 び高

校生以上
310

小中学生 210

公

園

プ

｜

ル

幼児

午

後

100

使

用

前

13:30~17:00

② 使用料、占用料 
【使用料】

なし

 
各市町村により使用料の
単位や料金が異なる 

 
合併までに各施設の特
徴を生かし、条例改正
により調整する。（Ｃ）



現 況 
項目 

西都市 佐土原町 新富町 西米良村 
課題 調整方針 

 庭球場照明施設（１コートにつき） 

区  分  単  位  金  額  

学生  ３０分につき 870 円  
入場料あり 

一般   1,730 円  

学生   120 円  
入場料なし 

一般   240 円  

備考  

学生とは高校生以下、職業とは、野球その他の運動

競技又は見せ物若しくはこれに類する行為を職業と

するものがその職業に関連して使用することを、一

般とは学生及び職業以外の使用 

 

２  屋内練習場 
屋内練習場（入場料あり） 

区  分  午前  午後  薄暮  全日  夜間  

学  生  3,330 5,170 2,070 8,110 2,860 

一  般  6,670 10,350 4,140 16,230 5,730 

職業的

使用 

入場料総額の１００分の３相当額 

最低 27,000 円  

屋内練習場（入場料なし） 

区  分  午前  午後  薄暮  全日  夜間  

学  生  780 1,120 450 1,910 670 

一  般  1,570 2,250 900 3,820 1,350 

職業的

使用 

9,550 円  

屋内練習場照明施設 

区  分  単  位  金  額  

学生  3,950 円  

一般  7,900 円  入場料あり 

職業  

３０分につき 

26,300 円  

学生  550 円  

一般  1,100 円  入場料なし 

職業  

３０分につき 

7,900 円  

川仲島公園プール 

区  分  午  前  午  後  薄  暮  

幼 児 100 円  100 円   

児童・生徒 200 円  200 円   

一 般 300 円  300 円  300 円  

杉安川仲島公園野球場（入場料あり） 

区  分  午  前  午  後  全  日  

学  生  4,080 円  5,520 円  8,160 円  

一  般  8,160 円  11,040 円  16,320 円  

職業的

使用 

入 場 料 総 額 の １ ０ ０ 分 の ３ 最 低 相 当 額  

最低 28,000 円  

杉安川仲島公園野球場（入場料なし） 

区  分  早朝  午前  午後  薄暮  全日  

学  生  480 960 1,200 480 1,920 

一  般  960 1,920 2,400 960 3,840 

職業的

使用 

9,600 円  

 

  
 



現 況 
項目 

西都市 佐土原町 新富町 西米良村 
課題 調整方針 

 清水台総合公園 

多目的広場Ａ面（入場料あり） 

区  分  午前  午後  全日  

学生使用 240 480 720 

一部  1,440 1,920 3,360 
一般  

全面  2,880 3,840 6,720 

職業的使用 
入場料総額の１００分の 1 相当額 

最低 1,3000 円  

多目的広場Ａ面（入場料なし） 

区  分  早朝  午前  午後  薄暮  全日  

学生使用 120 120 240 120 360 

一部  480 720 960 480 1,680 
一般  

全面  960 1,440 1,920 960 3,360 

職業的使用 4,800 円  

多目的広場Ｂ面（入場料あり） 

区  分  午前  午後  全日  

学生使用 240 480 720 

一  般  1,440 1,920 3,360 

職業的使用 
入場料総額の１００分の 1 相当額 

最低 1,3000 円  

多目的広場Ｂ面（入場料なし） 

区  分  早朝  午前  午後  薄暮  全日  

学生使用 120 120 240 120 360 

一  般  480 720 960 480 1,680 

職業的使用 4,800 円  
 

  
 



現 況 
項目 

西都市 佐土原町 新富町 西米良村 
課題 調整方針 

【占用料】 

西都市都市公園条例第１０条の規定による 
別表第２ １ 公園を占用する場合  
西都市道路占用料に関する条例（抜粋） 
別表  

占用物件 単  位  
占用料

（円） 

第 １ 種 電 柱 1,000 

第 ２ 種 電 柱 1,600 

第 ３ 種 電 柱 2,100 

第１種電話柱 910 

第２種電話柱 1,500 

第３種電話柱 2,000 

その他の柱類 

1 本につき

１年 

70 

共架電線その他上空に

設ける線類 
9 

地下電線その他地下に

設ける線類 

長さ１メー

トルにつき

１年 
5 

 

路上に設ける変圧器 １個・１年 690 

地下に設ける変圧器 占用面積１

㎡につき１

年 

470 

変圧塔その他これに類

するもの及び公衆電話 
1,400 

郵便差出箱 

1 個につき

１年 

１平方ﾒｰﾄﾙ 590 

広告塔  

表示面積１

㎡につき１

年 

3,900 

法

第

３

２

条

第

１

項

第

１

号

に

揚

げ

る

工

作

物

その他のもの 表示面積１

㎡につき１

年 

1,400 

外径が 0.1m 未満のもの  
47 

外径が 0.1m 以上 0.15m

未満のもの 70 

外径が 0.15m 以上 0.2m

未満のもの 93 

外径が 0.2m 以上 0.4m

未満のもの 190 

外径が 0.4m 以上 1.0m

未満  470 

法

第

３

２

条

第

１

項

第

２

号

に

揚

げ

る

物

件

外形が 1.0m 以上のもの  

長さ１ﾒｰﾄﾙ 

につき１年 

 

930 

法 第 ３ ２ 条 第 １ 項 第 ３ 号

及 び 第 ４ 号 に げ る 施 設 げ

る施設 

  

1,400 

道路法施

行令第７

条第１号

に掲げる

物件 

標識（アーチ

であるもの

を除く） 

１本につき

１年 

1,100 

 

【占用料】 
佐土原町都市公園条例第８条の４の規定による 
第２表  

区   分  単  位  期間  
占用料

（円）

公園を占用する場合 

電   柱  １  本  １年  830

電話柱（電柱である

ものを除く） 
１  本  １年  310

電  柱  

１  本  
１年  290

共架柱（当該電線が

添加されている既

存の電柱及び電話

柱） 
電話柱

１ 本  
１年  170

街灯柱その他の柱

類 
１  本  １年  1,200

変  圧  塔  １  個  １年  620

電線その他の線類 １ ﾒｰﾄﾙ １年  62

法

第

７

条

第

１

号

に

揚

げ

る

工

作

物

その他のもの １平方

ﾒｰﾄﾙ 
１年  620

外径が 0.1m 未満の

もの 
１ ﾒｰﾄﾙ １年  58

外径が 0.1m 以上

0.2m 未満のもの 
１ ﾒｰﾄﾙ １年  62

外径が 0.2m 以上

0.4m 未満のもの 
１ ﾒｰﾄﾙ １年  120

外径が 0.4m 以上

1.0m 未満  
１ ﾒｰﾄﾙ １年  310

外形が 1.0m 以上の

もの 
１ ﾒｰﾄﾙ １年  620

法

第

７

条

第

２

号

に

揚

げ

る

物

件
標  識  １  本  １年  620

第３条第１項各号に揚げる行為をする場合 

区    分  単位  期間  占用料

行商及びその他これら

に類するもの 

 １日  300

興   行  １平方

ﾒｰﾄﾙ 

１日  5

競技会、展示会、博覧会

その他これらに類する

もの 

１平方

ﾒｰﾄﾙ 

１日  2

備

考

興業又は競技会、展示会、博覧会その他これら

に類するものを行う者が、有料公園施設を利用

する場合は、当該有料公園施設面積を除くもの

とする。  

【占用料】
 新富町都市公園条例第１１条の規定による

都市公園を占用する場合
都市公園名 占用物件

名 

単位  金額

湖水ヶ池 1 本  円

公園  
電柱  

1 年につき 260

  1 基  

平田児童 
支線  

1 年につき 
260

公園  1 基  

  
変圧塔  

1 年につき 
1,000

富田浜  1 本  

公園  
電話柱  

1 年につき 
260

  法第 7 条第

2 号に掲げ

るもの 

1 メートル 

1 月につき 5

  法第 7 条第

5 号に掲げ

るもの 

1 平方メート

ル 

1 月につき 

30

  法第 7 条第

6 号に掲げ

るもの 

1 平方メート

ル 

1 月につき 

30

  1 個  

  
標識  

1 月につき 
30

  令第 8 条第

7 号又は第

8 条に掲げ

るもの 

1 平方メート

ル 

1 日につき 
30

【占用料】
なし

各市町村により占用料の
単位や料金が異なる 

合併までに占用料を統
一する。（Ｃ） 

 

（６）公園貸出業務の状況    

※都市公園有料施設貸出については、スポ
ーツ振興課で実施  

（６）公園貸出業務の状況   
業務内容 委  託  先  

都市公園貸出 （財）佐土原町温泉協会 

※スポーツ施設については、社会教育課で実施 

（６）公園貸出業務の状況  
富田浜公園   都市計画課

（６）公園貸出業務の状況 
なし

公園貸出基準の見直し、
統一 

合併までに貸出基準を
統一する。（Ｃ） 



現 況 
項目 

西都市 佐土原町 新富町 西米良村 
課題 調整方針 

（１）長期計画（緑の基本計画）の策定状況 
平成１５年度策定予定 

（１）長期計画（緑の基本計画）の策定状況 
Ｈ１２年６月公表 佐土原町緑の基本計画 
項  目  概   要  

対象区域 都市計画区域を中心に町内全域 

目標年度 平成３１年（西暦２０１９年） 

緑地確保 
市街化区域内 

          ３２％

公園整備 
都市計画区域内人口１人当たり 

約５７㎡

公共施設緑化率  

     １０～３０％

民間施設緑視率 

      １０～３０％
目標数値 

道路緑化率 

           ３０％ 

（１）長期計画（緑の基本計画）の策定状況 
緑のマスタープラン計画書（ S５８年度策定）
項 目  概   要  

対象区域 都市計画区域を中心に町内全域 

目標年度 昭和 75 年（西暦２０００年） 

緑地確保
都市計画区域内 

          ４０％

公園整備
都市計画区域内人口１人当たり 

約６５.８㎡

全体面積 約６８.４ ha

緑の基本計画作成検討中

（１）長期計画（緑の基本計画）の策定状況 
なし

目標年度や目標数値等の
見直し 

合併後に各市町村の計
画等を基に新たな計画
を策定する。（Ｂ） 

（２）花のまちづくり基本計画等の策定状況 
なし 

 

（２）花のまちづくり基本計画等の策定状況 
 
 
事 業  名  内      容  

佐土原駅那珂線、あじさいロードを

中心とした、あじさいとカンナの維

持管理。 
沿道修景事業 

町の設置した花壇及び各地区の沿道

にボランティアを中心とした草花の

植栽（年２回）。 

佐土原城跡 

花しょうぶ園 

整備事業 

平成１４年度より３年計画。 

佐土原町の観光の拠点である「鶴松

館」の西側 2,000 ㎡を整備し、花し

ょうぶを植栽。 

※事務部局 ：  建設課 

（２）花のまちづくり基本計画等の策定状況 
国道１０号線の花壇

（２）花のまちづくり基本計画等の策定状況 
なし

―― 
合併後に新たな基本計
画を策定する。（Ｂ） 

（３）緑のまちづくり条例等の策定状況 
 
①  条例による保全地区指定 

条例制定なし 
 

（３）緑のまちづくり条例等の策定状況 
 
①  条例による保全地区指定 

条例制定なし 

（３）緑のまちづくり条例等の策定状況 
 
①  条例による保全地区指定 

新富町緑化推進条例

（３）緑のまちづくり条例等の策定状況 
① 条例による保全地区指定 

なし

新富町のみ条例がある 合併までに条例改正等
により調整する。（Ｃ）

② 条例による樹木等の保全 
基準、維持管理費補助の有無 
なし 

② 条例による樹木等の保全 
基準、維持管理費補助の有無
「佐土原町ふるさと名木条例」 

・郷土の名木の指定、保存 
・維持管理費の助成金交付、樹医による樹
木診断等 

② 条例による樹木等の保全 
基準、維持管理費補助の有無 
なし

② 条例による樹木等の保全 
基準、維持管理費補助の有無 
なし

佐土原町のみ条例がある 合併までに条例改正等
により調整する。（Ｃ）

１３．緑化対策
（Ｂ） 

（４）自然公園地区内における建築物等の進達事
務・年間件数等 

 ４件（平成１４年度） 
平成１５年３月４日現在 

（４）自然公園地区内における建築物等の進達事
務・年間件数等 
なし 

（４）自然公園地区内における建築物等の進達事
務・年間件数等 
なし

（４）自然公園地区内における建築物等の進達事
務・年間件数等 
なし

―― 
合併までに窓口の一本
化について検討する。
（Ｃ） 



現 況 
項目 

西都市 佐土原町 新富町 西米良村 
課題 調整方針 

（1)現況 
土地区画整理事業現況     H14.3.31 現在   

事業区分 
個人  

施行  

組合  

施行

等  

公共  

団体  

施行  

行政庁  

施行  
計  

地区数  0 １  ４  0 5 
完  

了  
面  積  

ha 
0 0.18 125.8 0 

125.

98 

地区数  0 0 2 0 2 施

工

中  
面  積  

ha 
0 0 89.7 0 89.7 

地区数  0 1 6 0 7 

計  面  積  

ha 
0 0.18 215.5 0 

215.

68 

 
 公共施行 
 

項  目  妻新町  妻 北 

事業名  

西 都 都 市 計 画

事 業 妻 新 町 土

地 区 画 整 理 事

業 

西都都市計画事

業妻北土地区画

整理事業 

事業年度 
H6～ H19 

清算期間含む 

H8～ H30 

清算期間含む 

総事業費(千円 ) 2,238,000 15,794,000 

財源内訳（千円） 

補 助 金 321,500 4,009,000 

交 付 金 342,700 2,724,000 

保留地処分金 64,376 0 

地方特定道路 478,000 204,000 

市 単 独 費 1,031,424 8,449,000 

寄付金その他 0 0 

公 管 金 －  408,000 

減 反 率 ( % ) 19.62 19.98 

施工面積 (ha) 9.4 80.3 

                 （廃止手続中） 
 
 
 
 
 
 
組合施行等 

なし 

（1)現況 
土地区画整理事業現況     H14.3.31 現在  

事業区分 
個人  

施行  

組合  

施行

等  

公共  

団体  

施行  

行政庁

施行
計 

地区数 0 0 0 0 0 
完

了
面  積  

ha 
0 0 0 0 0 

地区数  0 0 2 0 2 施

工

中
面 積  

ha 
0 0 18.5 0 18.5

地区数  0 0 2 0 2 

計 面  積  

ha 
0 0 18.5 0 18.5

 
公共施行 
 

項目  石崎第一 佐土原駅前 

事業名 

宮 崎 広 域 都 市

計画区域 

石 崎 第 一 土 地

区画整理事業 

宮崎広域都市計

画区域 

佐土原駅前土地

区画整理事業 

事業年度 
H,5～ H,17 

精算期間含む 

H,9～ H,20 

精算期間含む

総事業費(千円 ) 1,623,000 2,677,000

財源内訳（千円） 

補助金 313,100 44,000 

保留地処分金 264,229 -  

地方特定道路    492,000 524,000 

町単独費 218,081 153.022 

寄付金その他 286,900 0

公管金     48,690 1,955,978

減反率 (%) 21.18 13.07

施工面積(ha) 14.9 3.6

 

 

 

 

 

 

 

 

組合施行等 
なし 

（1)現況 
土地区画整理事業現況     H14.3.31 現在  

事業区分
個人

施行

組合

施行

等 

公共

団体

施行

行政庁

施行
計 

地区数 0 1 0 0 1 
完

了
面  積

ha 
0 24.3 0 0 24.3

地区数 0 0 2 0 2 施

行

中
面 積

ha 
0 0 67.3 0 67.3

地区数 0 1 2 0 3 

計 面  積

ha 
0 24.3 67.3 0 91.6

 

公共施行 
 

項目  南地区  北地区  

事業名 

新 富 都 市 計 画

事業上富田 

南 地 区 土 地 区

画整理事業 

新富都市計画事

業上富田 

北地区土地区画

整理事業 

事業年度 
S56～ H19 予定

 

S59～ H19 予定

 

総事業費(千円 ) 4,667,000 5,985,000

財源内訳（千円） 

補助金 1,215,475 1,428,275

県費  156,100

県分担金 182,000

町費  1,060,725

町負担金 827,425

保留地処分金 974,000 926,603

地方特定道路 90,000

特定道路 265,000

町単独費 933,850

町助成金 1,070,497

寄付金その他 150

公管金  470,000 1,051,900

減歩率 (%) 24.68 24.98

施行面積(ha) 34.3 33.0

（事業計画書による）
組合施行等 

なし 

（1)現況 
なし

公共施行 
なし

組合施行等 
なし

―― 

 

 

 

 

 

 

 

 

―― 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２) 町界町名・住居表示業務 
妻新町地区

町 界 町 名 整 理 
・関連規定（条例、施行規則等）

有り。 

住 居 表 示 ・業務として取り組んでいない。 

町界町名審議会 設けている。 

（２) 町界町名・住居表示業務 

町界町名整理  

町界町名審議会 審議会を設けていない。 

（２) 町界町名・住居表示業務 

町界町名整理 

住居表示 

・関連規定（条例、施行規則等）

なし。 

・業務として取り組んでいない。

町界町名審議会 要綱あり。 

（２) 町界町名・住居表示業務 
なし

条例、規則等の摺り合わ
せが必要 

合併時に各市町村の制
度 等 を 踏 ま え 統 一 す
る。（Ｃ） 

（３)清算金交付・徴収業務 

清算金業務 

・関連規定（条例、施行規則等）有り。 

・管理システム確立されている。  

・Ｈ１５年度より交付･徴収業務開始 

（３)清算金交付・徴収業務 

清算金業務 

・関連規定（条例、施行規則等）有り。

・管理システムは確立されていない。

・現在、徴収中の事案はない。 

（３)清算金交付・徴収業務 

清算金業務

・関連規定（条例）有り。 

・施行規則（策定中） 

・管理システムは確立されていない。

・現在、徴収中の事案はない。 

（３)清算金交付・徴収業務 
なし

条例、規則等の摺り合わ
せが必要 

合併時に各市町村の制
度 等 を 踏 ま え 統 一 す
る。（Ｃ） 

（４)保留地 

保留地処分

業務 

・関連規定（条例、施行規則等）有り。 

・未処分地（平成 15 年２月２８日現在） 

     5 筆     1573.86 ㎡  

     44,531 千円  

他に、売却予定地なし 

（４)保留地 
保留地処分

業務 

・関連規定（条例、施行規則等）有り。

・未処分地（平成 15 年２月１日現在）

     5 筆  1,222.49 ㎡  

     57,923 千円  

他に、施行中の事業区内に売却予定

地有り  

（４)保留地 

・関連規定（条例、施行規則等）有り。 

・未処分地（平成 15 年 3 月 3 日現在） 

保

留

地

処

分

業

務

南地区 5 筆 1445.53 ㎡ 56,447 千円

北地区 9 筆 3035.36 ㎡ 108,636 千円

合計 14 筆 4480.89 ㎡ 165,083 千円
 

（４)保留地 
なし

条例、規則等の摺り合わ
せが必要 

合併時に各市町村の制
度 等 を 踏 ま え 統 一 す
る。（Ｃ） 

１４．土地区画
整理事業
概況（Ｃ） 

（５)証明手数料 
公共施行 ～ 換地証明 無料 

    確定測量成果 西都市手数料条例によ
る。３００円／１件（交付手数料） 

組合施行 ～ 事例なし。 

（５)証明手数料 
公共施行 ～ 無料 
組合施行  ～  佐土原町手数料条例によ

る。ただし事例なし。 

（５)証明手数料 
新富町手数料条例により

３００円／１件

（５)証明手数料 
なし

証明事務等の見直し 合併時に各市町村の制
度 等 を 踏 ま え 統 一 す
る。（Ｃ） 



現 況 
項目 

西都市 佐土原町 新富町 西米良村 
課題 調整方針 

１５．土地区画
整理事業
計画（Ｂ） 

地元まちづくり委員会で事業実施検討中１地区
内、 5 年以内の新規予定地区 公共か組合 1 地区 

地元まちづくり委員会で事業実施検討中３地区
内、 5 年以内の新規地区   公共団体施行

1～２地区

新規地区（西部地区土地区画整理事業）検討中 なし 新規地区の検討 継続事業は推進すること
とし、新規地区は合併ま
でに地域の状況を踏まえ
調整する。 
 

１６．土木積算
システム
（Ｃ） 

・プレシス（県と同じ） ・吉井システム ・吉井システム ・吉井システム 積算システムに違いがあ
る 

合併後に県が使用してい
るプレシスへ移行する。



 

６－（３）建設専門部会 住宅 
現 況 

項目 
西 都 市 佐土原町 新 富 町 西米良村 

課 題 調 整 方 針 

1.公営住宅

の管理 

（Ｃ） 

(1)現状 平成１３年度 

① 管理戸数等 

団地数  ２２団地 

構 造 木平 簡平 簡２ 低耐 中耐 合計 
戸 数 17 193 13 12 724 959 

その他 ９０戸管理 再開発住宅ほか 

（２）委託業務等            

①防火管理、消防用設備点検業務 

防火管理者なし、点検業務委託なし 

②浄化槽維持管理、検査  

   基本的に入居者で管理しており、修理が発生した

場合は市で対応。 

③高架水槽、受水槽清掃          

指名競争入札により委託 

④高架水槽ポンプ保守管理委託          

建築住宅課職員で管理 

⑤住宅の修繕 

ア 修繕費の負担区分 

  軽微なもの及び入居者の責に帰すべきものは

本人負担。 

イ 修繕業者 

  軽微なものは住宅補修業務員（年間委託） 

その他は業者に発注 

⑥市営住宅法面草刈業務 

業者に発注 

⑦樹木剪定・清掃等 

低木剪定・清掃は入居者 

 高木は市が業者に発注 

⑧公営住宅の防音事業 

 ア 防音工事 

    指名競争入札により工事発注 

 イ 空調機器機能復旧工事 

（財）防衛施設周辺整備協会に業務委託 

    

(1)現状 平成１３年度 

① 管理戸数等 

団地数  １７団地 

構  造 簡 平 低 耐 中 耐 合 計
戸  数 502 12 256 770 

 

(2) 委託業務等             

①防火管理、消防用設備点検業務 

防火管理者は住宅係職員、点検業務は指名競争入

札により委託

②浄化槽維持管理、検査  

   基本的に入居者で管理しており、修理が発生した

場合は町で対応。 

③高架水槽、受水槽清掃          

指名競争入札により委託 

④高架水槽ポンプ保守管理委託          

住宅係職員で管理 

⑤住宅の修繕 

ア 修繕費の負担区分 

  軽微なもの及び入居者の責に帰すべきものは

本人負担。 

イ 修繕業者 

  指定業者なし 

⑥町営住宅法面草刈業務 

 指名競争入札により委託 

⑦樹木剪定・清掃等 

 シルバー人材センターに委託 

⑧公営住宅の防音事業 

  ア 防音工事               

なし 

イ 空調機器機能復旧工事 

（財）防衛施設周辺整備協会に業務委託 

      

(1)現状 平成１３年度 

① 管理戸数等 

町営住宅団地数１５団地：公社住宅１団地 

構  造 簡 平 中 耐  合  計 
戸  数 385 222 607 

（その他）公  社 ２１戸（県住宅供給公社） 

(2) 委託業務等             

①防火管理、消防用設備点検業務 

防火管理者は住宅係職員、点検業務は町営住宅は

行っていない。公社住宅のみ行っている。（年２回

実施：随時契約） 

②浄化槽維持管理、検査  

   基本的に入居者で管理しており、修理が発生した

場合は町で対応。 

③高架水槽、受水槽清掃          

指名競争入札により委託 

④高架水槽ポンプ保守管理委託          

住宅係職員で管理 

⑤住宅の修繕 

ア 修繕費の負担区分 

軽微なもの及び入居者の責に帰すべきものは本人負担｡

イ 修繕業者 

 指定業者あり（畳・襖、ガス業者等） 

⑥町営住宅法面草刈業務 

 シルバー人材センターに委託 

⑦樹木剪定・清掃等 

 公共施設維持管理協会(有限会社新富総合管理セ

ンター)に委託 

⑧公営住宅の防音事業 

 ア 防音工事   

指名競争入札により工事発注 

イ 空調機器復旧工事 

（財）防衛施設周辺整備協会に業務委託 

  ※平成１５年度より直接施行 

(1)現状 平成１３年度 

① 管理戸数等 

団地数 ６団地 

構  造 木 造 簡 平 簡 ２ 低 耐 合 計 
戸  数 51 20 32 16 119 

 

(2) 委託業務等             

①防火管理、消防用設備点検業務 

防火管理者は管財係職員、点検業務は地元消防団

に委託 

②浄化槽維持管理、検査  

   基本的に入居者で管理しており、修理が発生した

場合は村で対応。 

③高架水槽、受水槽清掃          

高架水槽設置住宅無し、受水槽清掃は随意 

契約による。 

④高架水槽ポンプ保守管理委託          

なし 

⑤住宅の修繕 

ア 修繕費の負担区分 

  軽微なもの及び入居者の責に帰すべきものは

本人負担。 

イ 修繕業者 

  指定業者なし 

⑥村営住宅法面草刈業務 

  なし 

⑦樹木剪定・清掃等 

  なし 

⑧公営住宅の防音事業 

    対象外 

 

     

              

 

公営住宅の修繕業務におい

て、修繕業者の指定につい

て、各市町村間で若干の相違

がある。  

 

合併後に調整を図る。  



 

現 況 
項目 

西 都 市 佐土原町 新 富 町 西米良村 
課 題 調 整 方 針 

 

 

 

 

 

 

⑨その他 

 ア 住宅管理人制度  団地又は棟別に委嘱 

 イ 駐車場管理組合  なし 

 ウ 駐車場有料化   なし 

 エ 車庫証明の発行事務      

   １世帯に１台限り、市で発行  

 

 

 

 

 

⑨その他 

 ア 住宅管理人制度  なし 

 イ 駐車場管理組合  なし 

 ウ 駐車場有料化    

条例に規定はあるが適用はして 

いない 

 エ 車庫証明の発行事務      

   １世帯に１台限り、町で発行  

 

 

 

 

 

⑨その他 

 ア 住宅管理人制度  なし 

 イ 駐車場管理組合  なし 

 ウ 駐車場有料化   なし 

 エ 車庫証明の発行事務      

   １世帯に１台限り、町で発行  

 

 

 

 

⑨その他 

 ア 住宅管理人制度    なし 

 イ 駐車場管理組合    なし 

 ウ 駐車場有料化     なし 

エ 車庫証明の発行事務  なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

現 況 
項目 

西 都 市 佐土原町 新 富 町 西米良村 
課 題 調 整 方 針 

２.公営住

宅の運営 

（Ｂ） 

（１）住宅使用料関係 

①  住宅使用料 

公住法による決定 

（立地係数 0.7） 

（利便性係数０.７１～０.９７） 

② 督促手数料 

納期限後２０日以内に督促状発送、１００円徴収 

③ 延滞金 

 徴収していない 

④ 減免制度 

 条例には規定があるが適用はしていない 

⑤ 口座振替 

 引落日２５日（納期も同日） 

⑥ 明渡訴訟 

５件（平成１３年度） 

（２）入居及び退去関係 

⑤ 入居者募集 

    空家募集(随時受付) 

登録制(１年更新) 

⑥ 応募資格 

 公住法の規定及び税金完納者 

 （市内在住等の制限事項なし） 

⑦ 入居手続き 

決定日から１０日以内に契約書提出、 

敷金３ヶ月納付、連帯保証人は原則２名 

 （市内在住者で年間所得１００万円以上） 

④ 退去手続き 

 ５日前までに退去届けを提出。本人が直接、畳・

襖を交換後、職員が検査し、後日敷金を精算。 

 

 

（３）入居者選考委員会   

なし 

公開抽選により入居者決定（ストック方式） 

（１）住宅使用料関係 

① 住宅使用料 

公住法による決定 

（立地係数 0.7） 

（利便性係数０.８～０.９８） 

② 督促手数料 

納期限後２０日以内に督促状発送、１００円徴収

③ 延滞金 

 徴収していない 

④ 減免制度 

 条例には規定があるが適用はしていない 

⑤ 口座振替 

 引落日２７日（納期は当月末） 

⑥ 明渡訴訟 

 ２件（平成１３年度） 

（２）入居及び退去関係 

① 入居者募集 

    空家募集(随時受付) 

登録制(１年更新) 

② 応募資格 

 公住法の規定のみ 

 （町内在住等の制限事項なし） 

③ 入居手続き 

 契約書受取後１０日以内に契約。敷金は２ヶ月。

連帯保証人は原則２名。 

 （町内在住者で年収１００万円以上） 

④ 退去手続き 

 １０日前までに退去届けを提出。本人が直接、

畳・襖を交換後、職員が検査し、後日敷金を精

算。 

 

（３）入居者選考委員会 

①目的 

 住宅困窮度の判定基準について意見を聴く 

②委員   ６名 

③開催時期 

  新築の場合のみ（不定期） 

（１） 住宅使用料関係 

① 住宅使用料 

公住法による決定 

（立地係数 0.7） 

（利便性係数０.７１～０.９６） 

② 督促手数料 

納期限後２０日以内に督促状発送、１００円徴収

 ③ 延滞金 

 徴収していない 

④ 減免制度 

 条例には規定があるが適用はしていない 

 ⑤ 口座振替 

引落日２５日（納期は当月末）再度振替翌月５日

⑥ 明渡訴訟 

 ３件（平成１３年度） 

(2)入居及び退去関係 

① 入居者募集 

    空家募集(随時受付) 

登録制(６ヶ月更新) 

② 応募資格 

 公住法の規定のみ 

 （町内在住等の制限事項なし） 

③ 入居手続き 

 契約書受取後１０日以内に契約。敷金は３ヶ月。

連帯保証人は原則２名（うち１名は町内居住

者：入居者と同等の所得があり税金の滞納が無

い者） 

④ 退去手続き 

 ７日前までに退去届けを提出。職員が検査し不

良箇所及び畳・襖等は入居者の費用負担で修繕

させる。後日敷金を精算。 

（３）入居者選考委員会 

① 目的 

 住宅困窮度の判定基準について意見を聴く 

② 委員    ８名

③  開催時期 

    新築の場合のみ（不定期） 

（１）住宅使用料関係 

① 住宅使用料 

公住法による決定  

（立地係数 0.7） 

（利便性係数０.７～０.８） 

② 督促手数料 

なし（督促状を発送していない） 

③延滞金 

 徴収していない 

④減免制度 

 条例には規定があるが適用はしていない 

⑤ 口座振替 

 引落日２０日（郵便局）・２４日（JA） 

⑥ 明渡訴訟 

 なし 

(2) 入居及び退去関係 

① 入居者募集 

    空家募集(随時受付) 

登録制(１年更新) 

② 応募資格 

 村内に住所を有する者又は住所を移す者 

③ 入居手続き 

 決定日から１０日以内に契約。敷金は３ヶ月。

連帯保証人は原則２名。 

 （収入が同程度以上ある者） 

④ 退去手続き 

 １週間前までに退去届けを提出。本人が直接、

畳・襖を交換後、職員が検査し、後日敷金を精

算。 

 

 

(３) 入居者選考委員会 

① 目的 

 住宅困窮度の判定基準について意見を聴く 

② 委員  ７名 

③ 開催時期 

   新築の場合のみ（不定期） 

(１) 

家賃については、公住法によ

つて決定している。 

 

 

（２） 

募集方法や応募資格及び登

録の有効期限について、各市

町村間で相違がある。 

 

(３) 

西都市には、選考委員会が 

設置されていない。 

当面は現状を維持し合

併後調整する。 

 

 

 

合併までに、制度の統一

を図る。 

 

 

 

合併までに入居者の決

定方法を見直すととも

に、委員会の設置基準に

ついて検討する。 



 

現 況 
項目 

西 都 市 佐土原町 新 富 町 西米良村 
課 題 調 整 方 針 

３.公営住

宅の整備

等 

（Ｂ） 

（１）建設計画について           

①平成１６年度までの計画 

   有り（設計中） 

②団地名 

・（仮称）市営たて野団地 

・名称未定（現中原団地）   

③住宅の種別 

   公営住宅 

④棟数・戸数 

１６棟  ２９戸 

未定  ２４戸 

(２) 平成１７年度以降の建設計画 

    具体的な建設年次、戸数については策定予定 

   

（１）建設計画について 

① 平成１６年度までの計画 

   有り（施工中） 

② 団地名 

   光ヶ丘団地 

③ 住宅の種別 

   公営住宅 

④ 棟数・戸数 

１棟  １６戸 

   

 

（２）平成１７年度以降の建設計画 

   光ヶ丘団地 １６戸 

 その他具体的な建設年次、戸数については策定予定

 

（１）建設計画について 

① 平成１６年度までの計画 

無し 

＊新富町営住宅ストック総合活用計画平成１５年度策

定予定 

② 団地名 

該当無し    

③ 住宅の種別 

  該当無し 

(ア) 棟数・戸数 

  該当無し 

(２)平成１７年度以降の建設計画 

   具体的な建設年次、戸数については策定予定 

 

（１）建設計画について 

⑤ 平成１６年度までの計画 

   有り 

⑥ 住宅名 

現在決まっていない 

⑦ 住宅の種別 

   山村定住住宅 

⑧ 棟数・戸数 

   ２棟  

   

    

(２)平成１７年度以降の建設計画 

   具体的な建設年次、戸数については策定予定 

  

   

整合を図るため公営住宅の

適正な配置、整備計画等の見

直しが必要である。 

現行のストック総合活

用計画を活用しながら

整備を図る。 

４.住宅施

策 

（Ａ） 

 

 

 

（１）現状（住宅に住む一般世帯数） 

※ 平成１２年国調による 

 総数 
一戸 

建て 

長屋 

建て 

共同 

住宅 

その

他

持 家 9,418 9,391 11 7 9 

公営借家 1,091 24 182 885 0 

民営借家 1,359 568 115 675 1 

給与住宅  169 86 9 69 5 

間借り   79 72 0 6 1 

総 数 12,116 10,141 317 1,642 16 

（持家約７７.７% 公営等借家約９.０% 民営借家約１１.２%） 

 

（２）事業 

事業 実績等 事業費(千円) 

住 宅 マ ス タ ー 

プラン策定事業

なし

公営住宅等の計

画策定事業

公営住宅ストック

総合活用計画

山村定住「みやざ

きの家」建設支援

事業

７戸建設

（平成 6～13年度）

   
   
 

 

（１）現状（住宅に住む一般世帯数） 

※ 平成１２年国調による 

 
総数 

 

一戸 

建て 

長屋 

建て 

共同 

住宅 

その

他 

持 家  8,591 8,582    3    4   2

公営借家    877     0  557  320   0

民営借家 1,582  456   29 1,046   1

給与住宅    73   34    0   35   4

間借り    81   73    1    6   1

総 数 11,154 9,145 590 1,411   8

（持家約７７.０% 公営等借家約７.９% 民営借家約１３.７%） 

 

 

（２）事業 

事業 実績等 事業費(千円) 

住宅マスター

プラン策定事業

現プラン(平成 11年)
の見直し必要

公営住宅等の計

画策定事業

公営住宅ストック

総合活用計画
5,334

   
   
    

（１）現状（住宅に住む一般世帯数） 

※ 平成１２年国調による 

 
総数

 

一戸 

建て

長屋 

建て 

共同 

住宅 

その

他 

持 家 4.315 4.309 3 2 1

公営借家 716 7 386 323 0

民営借家 665 192 7 466 0

給与住宅 273 39 0 234 0

間借り 49 44 1 4 0

総 数 6.018 4.591 397 1.029 1

（持家約 71.7% 公営等借家約 11.8% 民営借家約 11.0%）

（２）事業 

事業 実績等 事業費(千円) 

住宅マスター

プラン策定事業

現プラン(平成８年)
の見直し必要

 

公営住宅等の計

画策定事業

公営住宅ストック

総合活用計画
 5,110（概算）

 

 

 

（１）現状（住宅に住む一般世帯数） 

※ 平成１２年国調による 

 
総数

 

一戸

建て

長屋 

建て 

共同 

住宅 

その 

他 

持 家 489 486 2 1 0 

公営借家 102 33 53 16 0 

民営借家 30 27 3 0 0 

給与住宅 27   20    1 6 0 

間借り 5 4 1 0 0 

総 数 653 570 60 23 0 

（持家約 74.8% 公営等借家約 15.6% 民営借家約 4.5%） 

 

（２）事業 

事業 実績等 事業費(千円) 

公営住宅等の計画

策定事業

公営住宅ストック

総合活用計画
 

へき地教職員住宅

整備事業

平成１４年度村所

小学校住宅   
   28,500  

山村定住「みやざき

の家」建設支援事業

平成１４年度板谷

地区住宅
   28,000 

がけ地近接等危険

住宅移転事業

平成１１年度
     4,858 

 
 

整合を図るため、住宅マスタ

ープランの見直しとともに、

事業の統一が必要である。 

合併後、現計画を基に新

たな住宅施策計画を策

定し、事業を展開する。



 

現 況 
項目 

西 都 市 佐土原町 新 富 町 西米良村 
課 題 調 整 方 針 

５.建築営

繕及び確

認申請・

検査等 

（Ｂ） 

 

（１） 実績 

事業(平成１３年度) 実績等（件） 

小・中学校

施設整備委託及び工事
    １２ 

その他の

 市施設整備委託及び工事
    １７ 

（２） 確認申請受付 

進達のみ １３年度受付件数 ２０３件 

（工事届、計画通知含む） 

西都土木事務所にて確認、検査業務 

 

（１） 実績 

事業(平成１３年度) 実績等（件） 

小・中学校

施設整備工事
    ４２ 

その他の

 町有施設整備工事
     ３ 

（２） 確認申請受付 

進達のみ １３年度受付件数 １８６件 

宮崎土木事務所にて確認、検査業務 

 

（１） 実績 

事業(平成１３年度) 実績等（件）

小・中学校

施設整備工事
    ２９ 

その他の

 町有施設整備工事
     ９ 

（２） 確認申請受付 

進達のみ １３年度受付件数 １５２件 

高鍋土木事務所にて確認、検査業務 

（１） 実績 

事業(平成１３年度) 実績等（件） 

小・中学校

施設整備工事
     １ 

その他の

 村有施設整備工事
     ３ 

（２） 確認申請受付 

進達のみ １３年度受付件数  ３件 

西都土木事務所にて確認、検査業務 

 

進達窓口（土木事務所）の相

違 

合併までに県と調整す

る。 


